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1
道路管理の面的な
管理委託

国道、県道、市町村道の管理につ
いて、道路管理者ごとの管理では
なく、一定のエリアにおける管理
を実施する。

　道路は、線として道路管理者ごとに管
理されていますが、広範囲な地域（エリ
ア）で管理した方が効率的です。清掃や
街路樹剪定などの維持管理や除雪作業な
どにおいては移動時間等の短縮が期待さ
れます。また、道路管理者の枠を超えた
特定エリア内の総合的な道路管理を民間
に委託することによって、地図情報、交
通情報や位置情報などの多様な道路情報
を包括的に収集することも可能になりま
す。その結果、行政に必要な情報を無料
で提供するとともに民間にとって必要と
する情報を有料にて配布することが可能
になり、ひいては道路管理料のコスト削
減にもつながります。

・道路維持管理・修繕作業（パトロール、清
掃、街路樹剪定を含む）
・交通安全施設管理作業
・法面点検
・除雪作業
・災害時の緊急点検・通行止めなど
・交通渋滞情報
・駐車料金徴収

・道路管理台帳の調製と保管
・道路維持管理計画
・道路修繕計画

・道路使用許可

など

・道路法第１２条、第１３条、第１５条、
第１６条：　国道の新設、改築及び管理
は、国土交通大臣が行うほか、都道府県道
の管理は、都道府県知事が、市町村道の管
理は市町村長が行うこととされている。
・道路法第２４条２第１項：駐車料金を徴
収すること。
・道路法第２８条第１項：道路台帳を調製
しこれを保管すること。
など

国土交通省

　例えば、道路台帳を整
理する場合、道路管理者
ごとに調製されています
が、道路よって管理者が
違っていることや更新時
期が違うため、その収集
に手間がかかっていま
す。道路に関する多様な
情報は、民間にとって有
益な情報であり、管理者
の枠を超えかつリアルタ
イムで管理された道路台
帳は、多様な利用価値が
あります。
　これらの情報を民間
ベースで有料にて販売す
ることによって、道路の
維持管理費用を安価にす
ることも可能です。
　
また、道路管理者が収
集・所有している交通情
報についても、民間事業
者が実施し販売すること
によって、多様なビジネ
スが拡がるかと思いま
す。

5013 5013B001
ウエイスト　マネジ
メント　コンサルタ
ント

1
債務負担行為の範
囲の拡大

民間資金を活用し事業を展開する
ために、事業期間終了後の支払い
ができるようにする。

財政難に困窮している自治体では、住民
の生命に関わる緊急を要する事業でさえ
保留状態であり、先の見通しも立ってい
ない。そのため分割払いによる事業方法
が望まれている。現行法では事業費の分
割払いを、ＰＦＩ事業のみ特例で認めて
いる（総務省窓口で口頭により確認）。
ＰＦＩ事業では事業期間内に分割で支払
うことになるが、必ずしも長期の事業期
間を要しない事業が多く存在している
し、ＶＦＭが出なければＰＦＩ事業にも
なり得ない。また地震対策など緊急を要
している事業については、ＰＦＩ事業の
事務を省き早急に事業を始める必要があ
る。ＰＦＩ事業以外の事業費の分割払い
が可能であれば、立ち遅れている事業の
促進を期待できる。

学校や病院、橋梁などの耐震補強を進めたい
が、財源がないため立ち遅れている事業を、建
設事業者等の自己資金を投入して早急に進め、
事業費を長期分割払いとする。

地方自治法第208条2項の予算単年度主義、
第214条債務負担行為により、事業期間終
了後の分割払いは認められていない。

総務省

営業先顧客数件から事業
費が確保できずに困って
いると相談を受け、中堅
ゼネコンに自己資金投入
について打診したとこ
ろ、可能であることと建
設市場回復のために取り
入れたいと回答があっ
た。国民の安全の確保と
不況に喘ぐ建設業界の再
建のために、前向きにご
検討いただきたい。
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5017 5017B001 民間企業 1

各府省が、個別･独
立的に運用してい
るホームページ等
の統一・統合運用

現在各府省は、国民サービスの向
上を目的に、ホームページ等によ
り国民との相互意思疎通の改善に
努めている。ホームページの運営
も一応機動に乗り、国民にとって
もわかりやすい行政サービスが実
現されつつある。しかし、その運
用については、各府省が個別・独
立的に運用しているため、極めて
深刻な問題を孕んでいる。した
がって、政府のホームページとし
てしかるべき安全性・統一的使い
勝手・抜本的効率性を目的とした
統一・統合運用ルールの制定と民
間専門企業への統一的業務委託の
提案を行う。

各府省ホームページについては、その設
計思想が統一されておらず、結果として
国民の目から見ると使いづらくまた不安
な面が数多く見られる。特に、サーバー
の安全性強度、個人情報に着目したセ
キュリティ確保レベルについてはまった
く統一感が無いのが実情である。事実、
ホームページの改ざんが行われたり、あ
る府省のサーバーが踏み台とされ、そこ
から他の府省に対して不正アクセスが行
われ、その結果ブラックリストに乗り世
界中に知られたことは記憶に新しい。ま
た国民が政府に対して行う申請や意見そ
の他については、その秘匿性確保の考え
方がシステム的に統一されず、府省に
よっては不安視せざるを得ないサーバー
があるのも事実である。さらに、サー
バー運用の一部業務を民間に業務委託し
ているケースがほとんどであるが、その
委託範囲や委託業者についても統一感が
なく、政府として責任のある運用とは言
いずらい部分もある。よって、市場化テ
ストの本来の趣旨とは若干異なるが、早
急な政府統一基準の制定と、専門民間企
業への統一的考え方に基づいた発注シス
テムの確立を図るための提案としたい。

■サーバー設置基本設計指針として、セキュリ
ティ標準・予算確保標準の制定、運用設計標準
の制定、業務委託標準の制定、専門業者選定基
準（資格・技術・装備）の制定を行ったうえで
■統一的且つ統合的発注による高度運用レベル
の確保と効率化

なし
総務省・経済産

業省

5059 5019B020
市場化テスト推進協
議会

20
講習業務・適性検
査業務の包括受託

指導講習・適性検査業務を市場化
テストの対象とされたい。

非権力的業務であり、民間による提供が
可能である。

独立行政法人自動車事故対策機構 国土交通省
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5036 5036B001 ESCO推進協議会 1

ESCO事業の入札
における新たな入
札方法に関する要
望

政府建物へのESCO事業の調達にお
いては、総合評価一般競争入札に
よるのではなく、地方公共団体で
一般に採用されている「公募型プ
ロポーザル、随意契約方式」によ
る入札を採用すべきである。

政府建物の省エネルギーは閣議決定
（「政府がその事務及び事業に関し温室
効果ガスの排出の抑制等のため実行すべ
き措置について定める計画」（平成14年7
月19日、閣議決定））によりその目標が
定められているが、これを実現するには
ESCO事業の導入を促進することが効果的
である。しかし、現行の公共調達制度で
は民間の多様で合理的な調達を効果的に
採用することが難しい。これを背景に、
総合評価一般競争入札による入札が行わ
れているが、総合評価一般競争入札で
は、予定価格の作成がもとめられるこ
と、事業者選定後の交渉が認められない
ことが、ESCO事業の合理的な調達を阻ん
でいる。これに対し、地方公共団体にお
けるESCO事業導入で一般的に採用されて
いる「公募型プロポーザル、随意契約方
式」では、事業者の幅広い提案を実現し
つつ、最も効果的な省エネルギー改修事
業を実現することが可能であることか
ら、国の施設におけるESCO事業の入札に
おいても「公募型プロポーザル、随意契
約方式」を採用することを提案する。

公募型プロポーザル→随意契約方式における随
意契約理由については会計法第29条の3の4で競
争に付することが不利と認められる場合におい
ては、政令の定めるところにより、随意契約に
よるものとする。と定められている。ESCO事業
の場合、採用する省エネルギー技術が多くなる
ほど、省エネルギー効果は高くなるが、同時に
事業費も高くなる。一方、低価格を優先するこ
とは、最適な技術の採用を阻む恐れがあり、発
注者にとって最も有利な提案を選定するために
は、価格重視の評価ではなく、より高い省エネ
ルギー効果を優先することが望まれる。特に地
球温暖化対策が急務である公共施設での省エネ
ルギーの推進においては、効果的な省エネル
ギー性能を優先し、適正な価格により調達する
ことが望まれる。そのため、随意契約理由とし
て、価格による競争入札が不利になる調達であ
るという解釈ができ、ESCO事業を委託業務と
し、公募型プロポーザル→随意契約方式の契約
を行うことの可能性を認めることができ、この
方法を採用したESCO事業導入を行うべきであ
る。ただし、この方式を採用する場合は、「予
決令」第102条の４により財務大臣との協議が
必要になるが、これについては事項番号3で触
れる。

総合評価一般競争入札による場合は、予定
価格の範囲で落札者を決めることとされて
おり、この際の予定価格は会計監査の対象
となることからも、総工事費の数％の経費
を要する設備図面を基にした厳密な積算を
行う必要がある。一方、ESCO事業において
は、以下の理由により総合評価一般競争入
札で求められる予定価格を作成することは
現実的ではない。①事業者の提案により最
終仕様が決まることから、予定価格作成時
の図面が実際の工事に活用されることは無
い。②一般にESCO事業の事業費は数千万円
～数億円と比較的小規模であり、予定価格
作成用図面にかかる経費と事務量の負担が
大きい。特に小規模案件において予定価格
の作成が前提になる場合には、ESCO事業を
導入すること自体が難しくなり、事業化に
よる省エネルギーの促進が著しく阻害され
る可能性がある。
また、ESCO事業においては、公募の際に事
業者から提出される提案内容は、簡易の省
エネルギー診断に基づくものであり、最優
秀提案者選定後に詳細診断及びESCO契約の
締結に係る詳細協議が行われる。一方、総
合評価一般競争入札においては、最優秀提
案者選定後の交渉（ネゴシエーション）が
認められないため、ESCO事業への適用は難
しいと考えられる。

国土交通省

添付資料①「国の施設へ
のESCO事業導入に関する
要望書」ESCO推進協議会
（2005年3月30日）参照

5036 5036B002 ESCO推進協議会 2

ESCO事業の入札
における総合評価
の方法に関する要
望

ESCO事業の入札は総合評価方式で
行うことが適切であるが、その評
価方法には除算法と加算法があ
り、PFI事業においては除算法が採
用されているが、地方公共団体に
おけるESCO事業では加算法が多く
採用されている。昨年度、経済産
業省総合庁舎が行ったESCO事業公
募では、評価方法に除算法が採用
されているが、今後、国の施設で
のESCO事業入札では、加算法によ
る総合評価を採用すべきである。

ESCO事業の場合に除算方式を用いる場合
には以下の問題点があげられる。
①分母を入札価格とする場合であって、
価格のランキング等を行わない場合は、
価格の差がそのまま総合評価の差につな
がり、指定した最低の省エネルギー効果
以上の提案を行うインセンティブが無く
なる。
②ESCO事業にあっては評価すべき項目
が、価格、省エネ率あるいは温室効果ガ
ス排出削減効果、その他（技術面、資金
調達等）と大きく3者あり、総得点と入札
価格の2者の指標で評価するには適さな
い。
③価格については入札価格と収益の両者
が評価対象になり、省エネルギー効果あ
るいは温室効果ガス排出削減効果は、価
格とともに客観的に定量化される指標で
あることからこれらを合理的に加算して
評価することが効果的である。

ESCO事業は採用する省エネルギー技術が多いほ
ど省エネルギー効果と価格が高くなり、収益の
面では最適な技術の組み合わせを採用した場合
が最高になる。発注者にとっては、収益最大を
目指すことが経済合理性にかなっていると考え
る。また、省エネルギーの推進では一般に、低
価格を優先すると最適な技術を採用することが
困難となる。さらに、公共施設で省エネルギー
を推進する際には必ずしも経済効果で最適解で
はなくても、より高い省エネルギー効果を優先
させることが望まれる場合も想定される。これ
は他の公共工事発注の際に留意すべき要求性能
と価格の関係に似ている。一方で、省エネル
ギー改修の場合には効果的な性能仕様あるいは
省エネルギー効果を発注者側で見込むことが難
しく、複数の提案を比較することが効果的であ
る。その際、性能と位置づけられる省エネル
ギー効果が常に数値で定量化できる点に特徴が
あり、総合評価の項目として公正かつ効果的な
指標になると考えられる。経済性の面では、価
格と削減額、保証額のバランスを特に重視する
必要があることから、価格偏重の評価は発注者
にとって必ずしも有利な選択にならない。従っ
て、ESCO事業の場合には、価格、収益、省エネ
ルギー効果、温室効果ガス削減効果、技術的信
頼性、資金調達の安定性等に与えられる得点を
加算し、総得点の最も高い事業者を最優秀提案
とする加算方式を採用することを要望する。

例えば、経済産業省総合庁舎ESCO実証事業
で採用された総合評価手法は除算方である
が、分母となる価格項に一定の配慮が行わ
れているように見える。このESCO事業の総
合評価の計算式は以下のとおりである。
評価値＝技術提案評価により付与された得
点÷（入札価格―α）
α＝（光熱水費削減保証額―12,000千円/
年）×3.75年
ただし、光熱水費削減保証額が、12,000千
円/年を超えない場合は、αは０とする。
（出展：経済産業省総合庁舎ESCO実証事業
総合評価方法）
分子である得点は合計170点であるが、一
定の基準を満たす提案には基礎点として
100点が付与され、実際の競争で差がつく
のは、70点分についてである。これに対
し、分母に用意されたα項は、光熱費削減
保証額が、12,000千円/年未満の場合は０
カウントという条件がついているが、落札
者の工事費が20,000千円程度であった現実
を考えると、全ての提案者のα項は０で
あった可能性が高く、分母は入札価格その
もので評価されたのではないだろうか。技
術評価の100/170のうち提案者の点の開き
よりも、価格の開きの方が遙かに大きくな
ることが一般的と考えられ、結果的には入
札価格偏重の評価になったのではないかと
思われる。

国土交通省

添付資料①「国の施設へ
のESCO事業導入に関する
要望書」ESCO推進協議会
（2005年3月30日）参照
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5036 5036B003 ESCO推進協議会 3

ESCO事業導入に
おける随意契約に
おける財務大臣と
の包括協議に関す
る要望

総合評価一般競争入札であれ、公
募型プロポーザル、随意契約方式
であれ、随意契約を行う為には、
「予決令」第102条の４により財務
大臣との協議が必要になる。PFI事
業においてはこの包括協議が整っ
ている（財計第1584号（平成14年5
月23日　財務大臣　塩川正十郎）
「民間資金等の活用による建築物
及びその附帯施設の整備等事業に
関する入札に係る総合評価落札方
式について」（通知））ことか
ら、ESCO事業においても包括協議
を整え、手続きの簡略化を図るこ
とで、事業の普及拡大を図る必要
がある。

ESCO事業調達を行う際には、プロポーザ
ル方式による競合コンペが最も望ましい
が、これを経た入札であっても現行制度
では随意契約と解釈される。
そもそも、実質的には随意契約とはいえ
ないことから、プロポーザル方式による
入札制度を構築することが望ましいが、
随意契約については財務大臣との協議を
行うことが認められていることから、国
の施設での省エネルギーを推進するため
に、ESCO事業の入札を効率的に実施する
ことを目的に、財務大臣との包括協議を
整えることを要望する。

ESCO事業においては総合評価一般競争入札が現
実的ではないこと、評価方法としての除算法が
適切な評価方法にはならないことから、新たな
条件（公募型プロポーザル方式及び、加算法に
よる総合評価等）を前提とした「予決令」第
102条の４にもとづく財務大臣との包括協議を
整える必要がある。

PFI事業における財務大臣との包括協議で
は、総合評価を行う方法として以下の条件
が規定されている。
①入札価格が予定価格の範囲内にあること
②評価項目を必須項目とそれ以外に区分す
る
③必須項目における最低限の要求条件を満
たすものに基礎点を与え、最低要求水準を
超える部分は評価に応じて得点を与える
④必須項目以外は評価に応じた得点を与え
る
⑤得点配分は必要度・重要度に応じて定め
る
⑥補償費による支出、収入の減額は得点評
価ではなく、入札価格に加算する
⑦総合評価は、入札者の申込みに係る事業
計画事項の各評価項目の得点の合計を当該
入札者の入札価格（補償費等の支出額等を
評価する場合においては、入札価格にその
費用を加算した価格。）で除して得た数値
をもって行う（いわゆる除算法）
（財計第1584号（平成14年5月23日　財務
大臣　塩川正十郎）「民間資金等の活用に
よる建築物及びその附帯施設の整備等事業
に関する入札に係る総合評価落札方式につ
いて」（通知））
特に、ESCO事業をPFIで行う場合にはこの
通達どおり総合評価一般競争入札で除算法
を用いることになることから、ESCO事業の
導入に関する新たな包括協議を整える必要
がある。

財務省、国土交
通省

添付資料①「国の施設へ
のESCO事業導入に関する
要望書」ESCO推進協議会
（2005年3月30日）参照

5037 5037B001
株式会社パソナ
株式会社パソナキャ
リアアセット

1 公共職業安定所

公共職業安定所の（一部事業を除
く）すべての事業
　　（個別の事業については、下
記参照）

基本業務の雇用保険の資格認定・給付、
及び職業紹介・斡旋の他、求職者の便宜
のために実施しているセミナーなど事業
の拡がりがみられますが、拡大している
事業については民間が行っている事業の
後追いの色彩が強く民間でも可能な事業
と考えます。また、基本の資格認定･給
付、及び職業紹介・斡旋事業について
も、資格認定の公平性の問題、特別援助
者（障害者、生活保護者の就業促進
等々）の問題を除けば、民間が公共職業
安定所事業に携わることに「機能的に
は」問題が生ずることはないものと考え
ます。

資格認定、給付認定、及び特別援助者（障害
者、生活保護者の就業促進等々）への対応を除
く、すべての公共職業安定所の業務。

前回、憲法27条の第1項を理由として、ま
たILO条約批准国として、国家が職業紹介
を行う根拠が示されました。

厚生労働省

市場化テストを実施する
際に、現行の制度の所管
官庁は競争相手になるわ
けですから、市場化テス
トを実施する事業に限っ
ては別の組織が一時的に
所管官庁となって、官民
が公平な競争ができるよ
う法改正、制度策定をお
願い致します。
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5037 5037B002
株式会社パソナ
株式会社パソナキャ
リアアセット

2
公共職業安定所の
庶務課で行われて
いる業務

公共職業安定所内の内部事務に関
する業務の受託

民間企業では、内部事務は企業にとって
事業を拡大するための営業活動や生産活
動などのコア業務とは違い、非コア業務
であると位置付けられます。自社で雇用
する社員は出来る限りコア業務に特化
し、非コア業務はアウトソーシングする
と言う流れが近年日本においても急速に
見られます。そういった流れの中で、内
部事務に関して専門的なノウハウを持っ
たアウトソーサーが増えています。専門
的なノウハウを活用し、低コストで効率
の良い運営を行うことで、各社から業務
を受託しています。また、委託企業側は
これまで非コア業務に携わっていた社員
をコア業務に特化することで、事業拡大
や生産性の向上を実現しています。
一方で官公庁では内部事務も公務員の行
う業務であるという考えのもと、職員が
業務を行っています。しかしながら、官
公庁における内部事務も一部の法令を除
くと民間とそれほどかわらない業務を
行っています。つまり、官公庁でもこう
いったアウトソーサーの活用が可能であ
ると考えられます。事実、弊社では静岡
県及び千葉県から同業務を受託・運営を
行っています。公共職業安定所において
も、内部事務のアウトソーシングをご検
討いただきたく提案いたします。

公共職業安定所内の給与計算業務、経理業務な
どの内部事務に関する業務の受託

公務員法により、非公務員が当該業務を行
うことは出来ないという意見も聞かれます
が、現状で静岡県・千葉県で実施されてお
りますので、問題なく実施できると考えま
す。

厚生労働省

当該業務において発生す
る処理内容及び処理件数
の詳細な開示をお願いし
ます。また、処理件数に
おいては日毎・週毎・月
毎の件数の推移を正確に
開示ください。処理件数
に応じた効率的な人員配
置を行うことでコストの
適正化図ることが可能と
なります。

5037 5037B003
株式会社パソナ
株式会社パソナキャ
リアアセット

3

公共職業安定所の
雇用保険適用課及
び雇用保険給付課
で行われている窓
口業務

公共職業安定所内の窓口業務全般
に関する業務の受託
(認定そのものについては担当者の
派遣を厚生労働省から受けて行う
ことも可能であるかと存じます）

①届出・認定等の窓口業務は概ねマニュ
アル化できる定型業務であると考えられ
ます。つまり、アウトソーシングに適し
た業務であると考えられます。
②官公庁の各種窓口は、待ち時間の長さ
と、その対応時間の短さに不満があげら
れます。民間企業が実施することで、夜
間の延長や土日祭日の対応が可能にな
り、利用者の満足度を高めることができ
ます。
③同様の窓口対応業務に関しては、一般
的にその対応レベルは官公庁に比べ民間
企業の方が高いと言われています。これ
は民間企業では窓口利用者は全てお客様
である為、対応レベルは常に高く保たれ
ているからです。こういったノウハウを
持った民間企業が窓口業務を実施するこ
とで利用者の満足度を高めることが出来
ます。
以上のような理由から窓口業務に関して
ご提案いたします。

①適用事業所の設置、廃止、事務組合関係、被
保険者の資格取得・喪失、離職票交付、雇用継
続給付業務
②受給資格決定。失業認定、教育訓練給付、失
業給付金等の給付業務に関する、窓口対応業務
及び後方事務業務

内部事務と同様、公務員法により、非公務
員が当該業務を行うことは出来ないという
意見も聞かれますが、一部の地方自治体で
旅券窓口や住民票の交付窓口等が民間委託
されている事例もありますので、問題なく
実施できると考えます。

厚生労働省

当該業務に係るコストに
関して、民間企業はその
事業に必要な人員の総額
人件費と事業を運営する
ための管理費により事業
費を見積もります。それ
に対し、官側も当該業務
に必要な人員の総額人件
費（単年度における給与
額だけでなく退職金・年
金・福利厚生費などを含
めた人件費の総額）と間
接費（備品等にかかる費
用だけでなく職員の採用
費や研修費などを含めた
費用）で競争していただ
くようお願いいたしま
す。
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5037 5037B004
株式会社パソナ
株式会社パソナキャ
リアアセット

4

下部組織である「人
材銀行」を含む職
業相談事業、及び
雇用開発事業

公共職業安定所が実施している職
業紹介、職業相談事業

　昨今の高い失業率の状況から職業相談
窓口の混雑は慢性化している状況です。
また、現行の職業紹介事業は、地域事情
を勘案し、公共職業安定所それぞれが個
性を発揮するといったことが難しい状況
にあります。一方で、各ハローワークで
ホームページを作成している状況であ
り、独立性と効率性の両立が難しい状況
であるようです。(同じことを別々にやる
のではなく、同じことは一緒にやって、
それぞれの独立性を競う形になるかと存
じます）
　例えば、民間が委託先競争型（業務委
託）で受託した場合は、
　　①窓口対応方法の変更
　　②ハローワーク利用者の
　　　利用目的別対応受付
など、利用者の利便性を第一に考えた
ユーザーオリエンテッドな諸施索の実施
も見込まれるかと存じます。
　ハローワークの利用者サイドに立った
運営をすることにより、職業相談窓口の
混雑緩和と利便性の向上が図られ、結果
として利用者の増加とマッチング率の向
上、改善につながります。

職業紹介、職業相談、人材銀行関連業務、求人
受理・連絡、求人開拓、事業所情報の収集など
のあらゆる年齢層の職業相談・紹介業務（日雇
い労働者、障害者等の特別援助者の職業相談・
紹介を除く）。

厚生労働省

民間開放される対象事業
部門については、民間を
長とし、そのもとで業務
執行ができるようお願い
します。そのためには公
共職業安定所業務の括り
直しと、業務執行を行う
分野が〔例えば、日雇い
労働者は○○部門、特別
援助者は○○部門、一般
求職者は民間(現在は一般
求職者も、45歳未満と45
歳以上で対応部門が分か
れている）というよう
に〕、きっちりと区分さ
れた組織であることが必
要と考えます。それらを
可能とするような規制緩
和・規制改革を構じてい
ただけるようお願いしま
す。

5037 5037B005
株式会社パソナ
株式会社パソナキャ
リアアセット

5

下部組織である「就
職サポートセン
ター」の職業相談事
業、及び雇用開発
事業

公共職業安定所が実施している職
業紹介事業のうちの、就職サポー
トセンターに関する業務

　年齢が若い層の失業率が高く、利用者
が多いため相談を受けにくいという問題
を有しております。これを民間が年齢層
の近い担当者で対応したり、相談のため
方策を対面だけでなく様々な方法を導入
すれば、方向性が定まらない若年層に
とっても相談施設としての機能の改善が
図り得ると考えます。
　各ハローワークの下部組織ということ
も有り、就職サポートセンターとしての
横の連携が取れていないという問題を有
しているのではないかと懸念しておりま
す。民間が入り各就職サポートセンター
代表者による委員会のような組織をつく
り就職サポートセンター全体をマネージ
することができれば、広報宣伝活動をは
じめとして効率化が進み、利用者増と
マッチングの向上につなげることが出来
るものと存じます。

職業相談・紹介業務（日雇い労働者、障害者等
の特別援助者の職業相談・紹介を除く）。

　就職サポートセンター事業は公共職業安
定所をまとめる所長の管轄下におかれてい
ます。権限関係をどのように整理するか、
整理する場合に法律の調整が必要かどうか
は不明です。

厚生労働省
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5037 5037B006
株式会社パソナ
株式会社パソナキャ
リアアセット

6

下部組織である「ヤ
ングハローワーク
事業」を含む職業
相談事業、及び雇
用開発事業

公共職業安定所が実施している職
業紹介事業のうちの、ヤングハ
ローワークに関する業務

若年層の失業率が高いところから利用者
が多く、相談を受けにくいという問題を
有しており、これを民間がインターネッ
トなどを利用し相談方法の多様化をはか
れば利便性の向上につながると考えられ
ます。また、方向性が定まらない若年層
にとっての相談施設という面では、年齢
層の近い担当者で対応するなど対応方法
を工夫することにより機能改善につなげ
利用率の向上、就職率の上昇に結びつけ
ることができるものと存じます。
各ハローワークの下部組織ということか
ら、ヤングハローワークとしての横の連
携が取れていないという問題を有してお
り、民間が入り各ヤングハローワーク代
表者による委員会のような組織をつくり
ヤングハローワーク全体をマネージする
ことができれば、広報宣伝活動をはじめ
として効率化が進み、利用者増につなげ
られると考えます。

職業相談・紹介業務（日雇い労働者、障害者等
の特別援助者の職業相談・紹介を除く）。

　ヤングハローワークは公共職業安定所を
まとめる所長の管轄下におかれています。
権限関係をどのように整理するか、整理す
る場合に法律の調整が必要かどうかは不明
です。

厚生労働省

5039 5039B001 民間企業 1
国家公務員試験運
営/管理事業

国家公務員試験の運営・管理業務
を民間開放し、民間ノウハウにて
コスト削減、サービスの向上を目
指すこと

平成17年度の国家公務員試験（I種、II
種、国税専門官、労働基準監督官、法務
教官）の申込者総数は、120,310人と多数
であり、この試験に関する業務（運営・
管理等）全般を市場化テストにすること
により、以下のメリットが想定できま
す。①試験関連の事務・運営を一元管理
し、システム構築することで大幅なコス
トダウンが可能となる。②受験者にとっ
て幅広い申込み方法（インターネット申
込み等）が可能になったり、官庁訪問の
ネット予約がきたりと受験者側にとって
も利便性が向上する。

国家公務員試験の業務をトータルマネジメント
することで、告知、願書受付、試験会場管理、
監督者管理、応募者管理、結果集計/管理、合
格者管理、試験問題管理等の一連の業務を全て
システム管理しコスト削減につとめる。

人事院

現行の国家公務員試験の
運営/管理事業について、
関連する直接的な費用の
みならず間接的な費用に
関する情報及び所要人員
業務量、システム構築費
等を開示する必要があ
る。また、仮に一部の業
務を民間委託している場
合､どの部分をどのように
民間委託しているかの情
報開示も必要である。
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5042 5042B001 民間企業 1
府省における官房
基幹業務

現在、各府省にて行なわれている
物品調達、物品管理、謝金・諸手
当、補助金、旅費の各業務、（い
わゆる官房５業務、以下官房基幹
業務という）を「市場化テスト」
の対象とする。

「電子政府構築計画」（2004年6月改定）
に基づき「物品調達、物品管理、謝金・
諸手当、補助金及び旅費の各業務・シス
テム最適化計画」が各府省CIO連絡会議に
て決定され、2004年9月に発表されてい
る。同最適化計画においては、「職員に
よる判断を必要としない業務について
は、積極的に外部委託を図る」との方針
が示されているが、外部委託化の対象範
囲や時期に関しては、各府省の判断に委
ねられているとも考えられる。外部委託
対象範囲の決定の段階から「市場化テス
ト」の概念を取り入れ、官民の知恵を競
争させることが、業務の質の向上と費用
の削減に寄与するものと考える。

「官房基幹業務」の「市場化テスト」が実施さ
れる場合、各府省職員による判断を必要としな
い全ての業務を民間が受託することが可能であ
ると考える。府省共通の情報システムが開発さ
れることから、各府省での業務の標準化はその
前提であると想定され、「官房基幹業務サービ
スセンター」に府省共通業務の集約を図ること
により、業務効率の向上が見込まれるものと考
える。

特になし
経済産業省
総務省

①性能発注方式による入
札条件の設定
②サービスの質を評価す
る総合評価基準の採用
③リスクが適切に発注
者・受託者に配分される
こと
④対象業務が細分化され
ず十分な規模と期間を持
つこと
⑤各府省の業務の標準化
が十分に行なわれ一括し
て受託が可能であること

5044 5044B001
株式会社東京リーガ
ルマインド

1

公共職業安定所の
全業務を市場化テ
ストの対象事業と
すること

公共職業安定所（ハローワーク）
が実施している指導監督業務を除
く全業務を施設単位で市場化テス
トの対象とすることを提案いたし
ます。

現行のハローワークは、低いマッチング
率、利用者軽視のサービス、高コストと
いった多くの問題を有しています。これ
は単なる公務員の懈怠というよりも、公
務員という立場上の限界ということもで
きます。民間の職業紹介事業者が経験と
ノウハウを蓄積してきたいま、我が国の
職業紹介システム全体における官の関与
のあり方を見直し、新しい官民のパート
ナーシップの下で、効率的で質の高い
サービスの提供を実現すべきと考えま
す。　　　　　　　　　　 なお、就職困
難者の再就職支援といった事業単位で市
場化テストにかけるという意見もありま
すが、かかる手間とコストのかかる事業
のみを民に切り出しても、業務の効率化
には結びつきません。ハローワークにお
ける無駄は、職員の人件費や福利厚生
費、事務費など本体的部分にこそあるの
であり、この部分を含めて包括的に民間
に委ねてこそ、無駄なコストを削減し、
必要なところに重点的に費用配分をし、
効率的で効果的な業務運営が可能になる
といえます。また、職員の職（ポスト）
が市場化テストにかけられることによ
り、官の側にもサービスの向上や業務の
効率化といった努力が期待できます。
よって、ハローワークの原則全業務を施
設単位で市場化テストの対象とすべきと
考えます。

民間のノウハウを活かした業務の効率化と望ま
しい業務モデルの構築

①無料職業紹介事業の許可基準の緩和（運
用基準の変更）、②雇用保険法第15条の2
等・③職業安定法第5条の4・第51条・51条
の2・④職業安定法第8条の解釈上の疑義に
つき政府解釈の変更による解決、⑤職業者
安定法第32条の3第2項の撤廃、を求めま
す。

厚生労働省
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧
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容
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所管官庁

その他・要望

5044 5044B002
株式会社東京リーガ
ルマインド

2

アビリティガーデン
の全業務を市場化
テストの対象事業と
すること

現在雇用・能力開発機構の運営し
ている生涯職業能力開発促進セン
ター（アビリティガーデン）の全
業務を市場化テストの対象とする
ことを提案いたします。

現行の公共職業訓練施設は、①稼動率が
低く高コスト・非効率な運営を行ってい
る、②訓練内容が労働者や企業のニーズ
に充分対応できていない、③訓練と紹介
が一体化されておらず効率的なマッチン
グができていない、④訓練費用や失業保
険の訓練延長給付といった手厚い補助が
公共職業訓練にのみ偏重しているため、
民間教育訓練機関の事業を圧迫してい
る、といった問題を有しています。そこ
で、公共職業訓練施設の全業務を、ノウ
ハウを有する民間事業者に包括的に委託
することにより、訓練の効果的・効率的
実施とコスト削減を図っていくべきと考
えます。

民間のノウハウを活かした業務の効率化と望ま
しい業務モデルの構築

‐ 厚生労働省

5044 5044B003
株式会社東京リーガ
ルマインド

3

公共職業安定所と
公共職業訓練施設
における全業務を
一体的に市場化テ
ストの対象とするこ
と

公共職業安定所と公共職業訓練施
設における原則全業務を、一体的
に市場化テストの対象とすること
を提案いたします（例えば、アビ
リティガーデンと併設するハロー
ワーク墨田等）。

失業者に対する職業紹介は、職業訓練と
直結してこそ、効率的･効果的なマッチン
グが可能となります。しかし、前述のよ
うに、現行では公共職業安定所は厚生労
働省地方労働局、公共職業訓練は雇用・
能力開発機構と都道府県と実施主体が完
全に分離しており、充分な連携がなされ
ていません。
そこで、公共職業訓練施設と隣接する公
共職業安定所を一体的に市場化テストの
対象とし、民間事業者に一括的に運営を
委ねることにより、職業紹介と職業訓練
を一体化させた効率的･効果的なサービス
モデルを構築していくことが有効と考え
ます。

民間のノウハウを活かした業務の効率化と望ま
しい業務モデルの構築

‐ 厚生労働省
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧
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容
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5044 5044B004
株式会社東京リーガ
ルマインド

4
社会保険事務所業
務を市場化テスト
の対象とすること

現在社会保険事務所が実施してい
る健康保険・国民年金・厚生年金
等事業にかかる適用・徴収・給付
手続業務及びそれに付随する相談
業務を、施設単位で包括的に市場
化テストの対象とすることを提案
いたします。

現行の社会保険事務所の業務について
は、高コストで非効率な運営、低い徴収
率、不正確な給付、ずさんな個人情報の
管理、利用者軽視のサービスといった
様々な問題が指摘されています。社会保
険事務所の業務を民間事業者に包括的に
委託することで、効果的効率的な運営が
可能となり、保険・年金財政の健全化が
図られるとともに、国民の社会保険に対
する信頼の回復に繋がることが期待され
ます。　　　　　　　　　　　　 なお、
未納保険料の徴収といった事業単位で市
場化テストにかけるという意見もありま
すが、かかる手間とコストのかかる事業
のみを民に切り出しても、業務の効率化
には結びつきません。社会保険事務所に
おける問題は、重層的組織や旧世代的シ
ステム、効率的経営へのインセンティブ
の欠如といった組織を挙げた業務運営体
制にあるのであり、かかる部分を含めて
包括的に民間に委ねてこそ、人員配置や
業務コストの重点配分等によって、効率
的で効果的な運営が可能になるといえま
す。また、職員の職（ポスト）が市場化
テストにかけられることにより、官の側
にもサービスの向上や業務の効率化と
いった努力が期待できます。よって、社
会保険事務所の原則全業務を施設単位で
市場化テストの対象とすべきと考えま
す。

民間のノウハウを活かした業務の効率化と望ま
しい業務モデルの構築

サービサー法2条１項の特定金銭債権に
「健康保険法、厚生年金保険法、国民年金
法に定める事業により生ずる金銭債権」を
含めることを求めます。

厚生労働省

5049 5049B001 民間企業 1
科学技術振興調整
費執行管理業務

　現在科学技術振興機構が実施し
ている科学技術振興調整費の執行
業務に関する事務。
　

・現行の当該業務は、科学技術振興機構
の職員が実施しているものの、そのほと
んどが出向者であり、出向の契約期間が
切れると担当者が交代するため、ノウハ
ウが蓄積される構造になっていない。こ
れを民間が専属の部署・社員で実施する
ことで、業務のノウハウが蓄積される
上、効率良く業務を遂行することが可能
となる。
・民のプロジェクトマネジメント手法を
取り入れることで、採択課題の積極的な
推進を図ることができる。

・官側が、職員の再配置の限界を超える
との反論があった場合には、現行出向者
で構成されている部署であるため、出向
者の受け入れを終了することで大幅に人
員を削減でき、機構のプロパー職員の再
配置のみであれば対応可能であると回答
できる。

・公募に係る一連の業務（公募要領作成、公募
受付、選定委員会設置・運営、事務連絡等）
・採択機関における積算調整業務、財務省協議
・採択機関への概算払い等支払業務
・研究により生じる知的財産の管理業務
・研究により購入される資産の管理業務
・額の確定検査に係る一連の業務
・研究開発マネジメント業務
・全てのプログラムを対象とするのではなく、
部分的に民へ移行することも考えられる。

　法律では無いと思うが、実行協議におい
て財務省と民が協議できるかどうか不明。

文部科学省

・公開「否」というの
は、要望主体に係る情報
についてのみであり、具
体的要望内容については
公開していただいて構わ
ない。
・弊社は研究所であるた
め、科学技術振興調整費
に応募する立場でもあ
る。仮に弊社が当業務を
実施する場合には、弊社
内に専属の独立した組織
を設置することで社内の
提案者とのアクセスを排
除し、課題選定作業の
際、弊社が特別有利にな
らないよう留意するつも
りである。

①「市場化テスト」の実
施に当たり、必要と考え
る官民間の競争条件の均
一化措置の具体的な内容
及びその理由
　官においてコスト上無
視されている人件費は、
民間においては事業を遂
行するために最低限必要
な経費であるため、落札
金額の単純比較は、民側
が不利な扱いを被ること
となる。
　落札者の評価に当たっ
ては、コストだけでなく
サービスの質についても
総合的に評価する必要が
ある 現在の業務を高度
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧
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5049 5049B002 民間企業 2
学術コンテンツ・
ポータル事業

大学共同利用機関法人システム・
情報研究機構 国立情報学研究所
（NII）の学術コンテンツ・ポータ
ル事業で提供されている下記の
サービスについて
・オリジナル（電子）データの公
開＆一括ダウンロードサービスの
提供
・基本検索以外の付加的サービス
の廃止
を要望する。

1)NII論文情報ナビゲータ
“CiNii”
2)科学研究費補助金データベース

1)、2)のデータはNII以外の機関がオリジ
ナルのデータを事実上、取得できない。
そのため文献計量学的な分析を行うこと
ができず、また特許データのような市場
原理に基づく情報サービスの効率化・高
付加価値化が期待できない。
これらの学術情報は一般社会のニーズに
あった形で加工されて提供されるべきで
あり、またその際は複数時業者間の競争
によるサービスの高度化が望ましい。例
えば学術論文の情報サービスは海外では
民間企業（トムソンコーポレーション社
等）が提供しており、民間企業による
サービス提供に大きな問題は見受けられ
ない。

1)NII論文情報ナビゲータ“CiNii”
→学協会で発行された学術雑誌と大学等で発行
された研究紀要の両方を検索し、検索された論
文の引用文献情報や本文を参照できるサービ
ス。

2)科学研究費補助金データベース
→科学研究費補助金の採択＆実績,研究概要、
発表文献等を公開するサービス

日本学術振興会は科研費成果について以下
のように公開先を制限している。

「科学研究費の一年間の研究実績について
８００字程度でまとめられた「研究実績報
告書」と、研究期間終了後、研究成果につ
いて８００字程度で まとめられた「研究
成果報告書概要」を、国立情報学研究所の
情報検索サービスとして提供しています。
利用可能な方は以下の通りです。
・大学、短大、高専、大学共同利用機関の
教員、図書館職員、研究職員、大学院生
・国公立試験研究機関、特殊法人の研究
所、学術研究法人の研究職員、図書館職員
・研究助成法人の研究助成担当職員
・学会の正会員
・大学等と研究協力関係を有する民間企業
の研究者 」

従って、「大学等と研究協力関係を有しな
い」民間企業は科研費の研究成果報告書概
要を利用できない。
また、学協会や大学等から論文情報を入手
することは、法規制はないものの、提供側
に情報提供に伴う体制・契約条件等が整備
されておらず、事実上不可能である。

文部科学省

5049 5049B003 民間企業 3

文献情報提供サー
ビス事業の民間開
放と科学技術情報
流通の促進

科学技術振興機構が実施している
「文献情報提供サービス事業」を
民間開放することにより、迅速的
かつ効率的な科学技術情報流通を
図る。

・文献整備の効率化
・文献提供方法の効率化
・提供サービスのニーズ対応化

1)国は基本情報(論文等)に特化し、加工(翻
訳、他情報とのリンケージ)や流通は民間活力
を活用する。

・論文抄録については一部民間活力の活用
も行われているが、基本的にJSTの独占的
事業である。

文部科学省
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5049 5049B004 民間企業 4
支援センター等交
流ネットワーク事業

独立行政法人中小企業基盤整備機
構が実施している「支援センター
等交流ネットワーク事業」（中小
企業支援に関する各種情報の提
供、検索等を総合的に行えるポー
タルサイトの運営）で提供してい
る中小企業への情報提供サービス
を担う

現在提供されているサービスを民間企業
が実施することで以下のメリットが得ら
れると考えられる。

・中小企業が欲する情報の一元的な提供
・政府の支援事業と民間企業が提供する
サービスとを連携させた情報の提供

独立行政法人中小企業基盤整備機構がJ-net21
で実施している中小企業への情報提供サービス

特になし 中小企業庁

5050 5050B001
(社)全国労働金庫協
会

1
長期生活支援資金
貸付事業

現在都道府県の社会福祉協議会が
実施している長期生活支援資金貸
付事業

・豊富な住宅ローン取扱い経験を活か
し、効率的かつスピーディーな制度運用
が可能となる。また、結果的に事務コス
トの縮減も見込まれる。(2005年3月末現
在の住宅ローンの件数・残高は569千件、
6.8兆円)　　　　　　　　　　　・例え
ば次のような改善、効率化等が見込まれ
る
①不動産の評価については、住宅ローン
のノウハウを活用し、不動産鑑定士への
依頼は不要となる。
②現制度が対象としていないマンション
についても対象となりうる

都道府県社会福祉協議会と同等以上の事業展開 厚生労働省
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要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5053 5053B001
(社）日本経済団体連
合会

1
建築物の仮使用承
認手続の民間開放

　仮使用承認の手続を、指定確認
検査機関でも行えるようにするべ
きである。

　建築確認や完了検査と異なり、仮使用
承認は指定確認検査機関が行うことが認
められていない。その結果、建築確認申
請を指定確認検査機関で行って建築物を
仮使用したい場合は、仮使用承認だけを
特定行政庁に申請することになり、手続
が煩雑である。
 　工事部分の工事計画や安全計画の検査
を除けば、仮使用承認に際して行われる
検査は実質的に完了検査と同じである。
安全上、防火上及び避難上の支障につい
ては、仮使用承認の基準を明確化すれ
ば、民間の指定確認検査機関で判断する
ことは十分に可能であると考えられる。
建築物の検査や使用開始に関わる手続を
合理化するために、仮使用承認手続を民
間の指定機関でも行えるようにするべき
である。

建築基準法第７条の６
国土交通省住宅
局建築指導課

　建築基準法では、検査
済証の交付を受けるまで
の建築物の使用制限を規
定しており、仮使用承認
の手続は特定行政庁が行
うものとされている。

5053 5053B002
(社）日本経済団体連
合会

2
と畜検査の民間開
放【新規】

　と畜場におけると畜検査に、民
間企業の参入を可能とすべきであ
る。

　現在、と畜検査は都道府県の職員が
行っているため、土曜日、日曜日、祝日
に検査が行われていない。このため、祝
日にはと畜場が稼動できず、曜日によっ
ては十分な数量を出荷できない。と畜検
査の民間委託を認めることで検査を行う
ことが可能となり、処理頭数が増加し、
畜産の出荷量が安定する。

と畜場法第14条
厚生労働省医薬
食品局食品安全
部監視安全課

　と畜場においては、都
道府県知事の行う検査を
経た獣畜以外の獣畜をと
さつしてはならないとさ
れ、民間企業による検査
が認められていない。
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5053 5053B003
(社）日本経済団体連
合会

3

航空従事者の技能
証明実地試験にお
ける民間試験官制
度の導入【新規】

   航空従事者の技能証明実地試験
において、民間試験官制度を導入
するべきである。

＜民間試験官制度（案）＞
  航空局の試験官同等のスキルを
持つ民間試験官を認定（国家資格
とする）
　し、技能証明実地試験において
試験官を務めることを許可する。
  民間試験官の要件は現行の指定
養成施設の技能審査員に準じたも
のとする

  航空従事者技能証明実地試験において
は、昨年の受験者数は2000名を超えたに
も関わらず、航空従事者試験官は20名程
度しかおらず、非常に少ない。
  また、今後はパイロット数の絶対数不
足（団塊世代の退職者補充や、コミュー
ター航空会社の台頭等に起因）を背景
に、受験者の増加が予想されるので、現
状の試験制度では対応が困難と予測され
る。
　既に、航空従事者指定養成施設におい
ては、指定養成課程修了者に対して施設
内の技能審査員による実施試験が行われ
ている。指定養成施設の技能審査員のよ
うな資格を拡充すれば、民間試験官制度
を導入しても航空従事者の質の確保は可
能と考えられる。

 
航空法第29条
航空法施行規則50条の４の２の７

国土交通省航空
局技術部乗員課

　 航空従事者になるため
には、事業用技能証明お
よび計器飛行証明の国家
試験に合格する必要があ
る。当試験の中の実地試
験は､原則として国土交通
省航空局の試験官が実施
することになっており、
民間試験官が実施できな
い。

5053 5053B004
(社）日本経済団体連
合会

4

独立行政法人航海
訓練所が行う業務
に対する市場化テ
ストの導入【新規】

 独立行政法人航海訓練所が行う、
①航海訓練、②航海訓練に関する
研究、及び③これらの業務に付帯
する業務を市場化テストの対象と
し、民間委託、民営化等の民間開
放を進めるべきである。

①航海訓練所は職員453人、年間予算約78
億円、練習船５隻（2004年）で運営され
ているが、当該組織で訓練された国家試
験受験資格乗船履歴取得者数は年間約200
人に止まり、必ずしも効率的な運営がな
されていない。訓練業務は民間で十分対
応可能であり、民間で蓄積された船舶管
理等の知見を導入することで航海訓練業
務の効率化と運営経費の合理化が可能と
なる。
②航海訓練は職業訓練であり、効果的な
訓練の必須要件は、現場経験に裏付けら
れた知識をもつ有能な指導要員の配置と
訓練手法・教科の継続的改善システム
（現場ニーズの変化に的確に対応するこ
とが可能なシステム）の構築である。民
間海運企業はISO9000ｓ/ISM－SMSコード
による品質管理・船舶安全運航管理シス
テムの導入を契機として船員教育訓練分
野でも豊富な経験・ナレッジを蓄積して
きており、また、訓練に係る現場ニーズ
を日常的に把握できる環境にあることか
ら、航海訓練は公的機関よりも民間が行
う方が実践的な成果が期待できる。

（要望理由　左下の続き）
③経済活動のグローバル化とIT技術革新（IT
等）に伴い、海運、海事産業及び海事機関の人
材ニーズも国際化、多様化、複合化してきてお
り、海技系人材の養成においても、（ア）海外
船員・海外海技要員を指導/監督する運航管理
者、海上輸送技術管理者或いは経営者としての
能力開発、（イ）船舶需要の高まりによる海技
技術者の不足に対応した外国人船員の戦略的な
養成、（ウ）船員教育訓練に係るODA/雇用機会
の提供を媒体としたアジアの船員供給国（フィ
リッピン、インドネシア、　ヴェトナム、イン
ド等）との連携強化などへの対応が求められて
いる。
④航海訓練運営は民間委託から一定期間は国の
運営費交付金による助成を要するが、委託され
た業務の履行を通じて、（ア）海外船員乗船実
習事業、（イ）船員派遣事業、（ウ）船舶管理
事業などの収益事業を開拓することで、将来的
には、採算的に自立し、航海訓練業務の完全民
営化を実現することが可能となる。

船舶職員及び小型船舶操縦者法第14条
船舶職員及び小型船舶操縦者施行規則別表
第６
独立行政法人航海訓練所法、独立行政法人
航海訓練所に関する省令
国際条約STCW1995年

国土交通省海事
局海技資格課、
船員政策課、外
航課（国際条約
対策室）

　船舶職員（船長、航海
士、機関長、機関士等）
になろうとする者は、海
技従事者免許を取得する
必要がある。免許取得に
あたっては、海技従事者
国家試験を受験する必要
があるが、当該試験は、
船舶職員及び小型船舶操
縦者法施行規則で定める
乗船履歴を有する者でな
ければ受験することがで
きない。この乗船履歴に
ついては、一般船舶によ
る場合は３年、独立行政
法人航海訓練所が運航す
る練習船などによる場合
は１年と規定されてい
る。
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容
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所管官庁
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5056 5056B001
特定非営利活動法人
瀬戸内医療福祉団

1

官製の医療市場へ
混合診療を認める
病院群を導入する
市場化テスト

・オープン型の小規模病院を核と
する地域完結型の診療ネットワー
クの全国的普及を政策的に誘導す
る。こういったネットワーク内の
中核病院を新たな呼称で医療法第4
条に位置付ける。
・このオープン型の小規模病院に
限って、低診療報酬の適用（例え
ば入院料と入院時医学管理料を有
床診療所Ⅰ群と定める等）と、新
たな特定療養費（例えば、いわゆ
る混合診療に幅広い解釈を持つ例
外法等）を許可する。

　我が国の医療分野において、官民の競
争入札を図る制度上の部分は限りなく少
ない。その理由は、医療のすべてを官が
主導してきた歴史的経緯があるからだ。
仮に競争入札を制度上の末梢的部分で
行ったとしても、日本の医療の官製市場
は何ら変らない。そこで現制度の中でど
ういった部分を官と民が競合すれば、国
が如何なる事態に陥っても、国、国民、
医療関係者の誰もが不利益を蒙らずに済
む制度が構築できるかを検討し整備する
必要がある。そのためには、現制度の柱
をなす医療法と健康保険法の中に、民の
考えが活かせる部分を設けることをおい
て他にはない。つまり、現行の医療提供
体制と健康保険のなかに民の自由裁量の
効く部分を拡大して設ける事である。そ
れが広義の官民競争入札の目的にもつな
がる。具体的には、制度内に民の自由裁
量部分を持たせる医療機関を新設し、健
康保険と連動して特定療養費の拡大部分
を設け許可する。更に、こういった医療
機関が健康保険の徴収にも関れば、既存
の医療機関で占める官製市場に対し、民
の創意工夫が活かせる民間的市場を形成
することができる。これにより将来的に
国の如何なる状況にも耐え得る柔軟性の
ある医療制度を構築することができる。
そのモデルが、高度地域密着病院に新設
であり、この病院群だけに新たな項目で
特定療養費を認めるというものである。

本要望事項の実現により少子高齢社会にあって
も持続可能で良質な医療が芽生え、同時に社会
保障給付費の抑制に寄与し、国の将来において
持続可能な制度を構築できる。さらに支援住民
の寄託や寄付等の財源化を制度的に付加すれ
ば、公的医療保険を補う財源ともなり、医療ば
かりか介護についても国の負担を軽減できる。
また医療提供側にとっては経営体質の強化が容
易となり、ネットワーク間の競合にも耐え地域
貢献へ立ち向かうことができるようになる。そ
のためにも、先ず四角四面ではない、規制の意
味合いの少ない実質的な混合診療を容認する必
要がある。この流れにおいて、非営利意識の高
い団体または個人の参入を促進し、民の判断が
より良い医療関連サービスを生み、また地域毎
の良い意味での競合を導く。その結果として生
じる過当競争は、市場的に同心円的な拡がりを
もって医療資源の地域偏在を是正し、全国均一
に高品質、低価格な医療提供体制の整備が進
む。

・医療法　　　　　　　　　　　・健康保
険法　　　　　　　　・療養担当規則

厚生労働省

5059 5059B001
市場化テスト推進協
議会

1

国における市場化
テストの対象事業
を第一号法定受託
事務も含めることと
して実施されたい。

現在検討中の国における市場化テ
ストについては（第一号）法定受
託事務の取り扱いが明確でないと
ころ、市場化テスト法（仮称）の
検討にあたってはこれを国におけ
る市場化テストの対象として含め
る方向で検討されたい。

法定受託事務は住民に身近な行政サービ
スであり効率性と質の向上を図るべき
ニーズは高い。他方、市場化テストは行
政サービスの質と効率性の向上を図るも
のであるところ、法定受託事務について
も市場化テストの対象であることを明確
とし、かつ積極的にその対象とすべきと
考える。

法定受託事務についてはその処理について国に
よる関与が予定されているところ、国による関
与の一つの類型として、第一号法定受託事務に
つき国の市場化テストの対象とするか、また
は、民間からの提案がなされた場合に地方自治
法245条の7（講ずべき措置）245条の9（処理基
準）の一環として、245条の3に留意しつつ、地
方公共団体に対して市場化テスト実施を働きか
けること、及び、地方公共団体が法定受託事務
につき市場化テストを実施できることを、市場
化テスト法（仮称）において明確に規定された
い。

（規定新設要望のため特になし）
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5059 5059B002
市場化テスト推進協
議会

2
法定受託事務に関
する注意規定の新
設

地方公共団体が（第一号）法定受
託事務につき市場化テストを実施
できることを明確化されたい。ま
た、法定受託事務の処理に関して
は国の関与が予定されているとこ
ろ、自治体が法定受託事務につい
て市場化テストを実施した場合、
市場化テストの実施それ自体を不
適切な事務処理方法として関与す
ることがないよう確認規定を設け
られたい。

法定受託事務については地方公共団体の
事務とされつつもその処理に国の関与が
可能となっており、地方公共団体がこれ
を市場化テストの対象とすることの可否
が判然としない。このため、自治体が法
定受託事務についても市場化テストを実
施できることを明確化し、自治体の市場
化テスト実施を支援されたい。
また、法定受託事務はその処理について
国の関与が予定されているところ、具体
的なビジネスプランの内容についてでな
く、そもそも市場化テストにかけること
自体が不適切な事務処理であるとして国
が関与するならば自治体の市場化テスト
実施の阻害要因となる恐れがある。かか
ることがないよう確認規定を設けられた
い。

（規定新設要望のため特になし）

5059 5059B003
市場化テスト推進協
議会

3

市場化テスト民間
提案における官の
側のジョイントベン
チャー応諾義務付
け規定の新設

市場化テストにおいて、民間事業
者が官とのジョイントベンチャー
（以下、JVと略称）によるビジネ
スプランを提案し、これが選定さ
れた場合、正当な理由がない限り
官がかかるビジネスプランに対応
すべきことを市場化テスト法（仮
称）に規定されたい。

市場化テストでは官と民とが競争するこ
ととなり、官民が共同で事業を運営する
ことは直接には想定されていない。しか
し、いわゆる公権力の行使に関する業務
など、法令の定めなき限り私人の執行が
不可能とされる業務は多く、民間のみで
落札できる事業は形式上は限られること
も事実である。
こうした中で、官と民とのJV形式による
事業運営が可能であれば、行政サービス
の質を維持し法令を遵守しつつ効率性を
向上させることが可能である。また、民
間が多数の業務に参入可能となる点も非
常に大きな利点である。
実際にも、公権力の行使の中核部分のみ
を官が担い、その他の大部分の業務を民
間が担うという形で一部委託が実施され
ている例は自治体レベルでは少なくない
と言われるところである。
しかし、仮に民間がこのようなJV形式で
の提案を行い落札したとしても、落札
後、官がJV方式での事業運営に協力しな
ければ、落札事業者は債務を履行できな
い可能性が高い。
こうした事態を防止し、市場化テストを
積極的に推進するためにも、なんらかの
対策が必要である。

落札提案の内容が行政側と共同で業務運営する
ものであった場合、正当な理由がない限り、行
政側はこの提案内容に基づき民間と共同で業務
運営に応ずべきことを市場化テスト法に盛り込
まれたい。
なお、ここでの正当な理由としては
①選定時と比較して著しい事情変更が生じた場
合
②審査に重大明白な瑕疵が存在した場合
③提案内容に虚偽の内容が含まれているか、提
案の瑕疵が重大であるにもかかわらずその補正
に応じない場合
④その他、協働して事業を運営することがもは
や困難な程度に信頼関係が破壊されたこと
などが考えられる。

（規定新設要望のため特になし）
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5059 5059B004
市場化テスト推進協
議会

4

公益法人などとの
随意契約による業
務委託への市場化
テスト的手法の導
入

,

特殊法人や公益法人との間で随意契約に
より委託されている業務については、民
間で実施可能なものも多く含まれてい
る。しかしながら、これらは国の業務で
はあるものの、既に委託がなされてお
り、また、現在検討中の市場化テストで
は対象となるか否かが判然としない。
独占こそが非効率と質の低下を惹起する
ものであるとすれば、随意契約により実
質的に特殊法人や公益法人が独占してい
る業務についても市場化テストの対象と
すべきである。

特殊法人や公益法人との間における随意契約対
象業務についても本来国の事業であるため、市
場化テスト法（仮称）において、会計法第29条
の三第4項にかかわらず市場化テストの対象事
業となることを規定すべきである。
（なお、この場合、既に委託を実施している事
業であるため実際には国が入札に参加しない可
能性も高いが、この場合通常の競争入札とな
る。）
随意契約によるもののほか、公募期間・入札公
告期間が極端に短期間であるような公募・入札
についても同様とすべきである。

会計法第29条の三第4項

5059 5059B005
市場化テスト推進協
議会

5
条例による政省令
上書き規定の新設

自治体が市場化テストを実施した
場合、税財源措置の変動に関しな
い限りにおいて、条例による政省
令上書きを認める規定を新設され
たい。

市場化テストでは官民双方の創意工夫に
より良質で効率的な行政サービスの提供
を実現していくことが目指される。しか
しながら、行政サービスの提供方法につ
き一挙手一投足に至るまで規定されるの
では良質で効率的な行政サービスの提供
は困難である。
この点、現状では、法律よりもむしろ政
省令がかかる緻密な規制を行っていると
指摘されるところである。
法律を補完する原則ルールとしての政省
令の必要性は充分に理解しえるところ、
他方、これに加えて地域の実情に応じた
柔軟な対応の途も創設することで、より
適切な法律の運用が可能となるものと考
える。
かかる観点から、市場化テスト法（仮
称）において条例による政省令上書き規
定を設け、自治体が市場化テスト法所定
のプロセスを履践した場合には条例によ
る政省令の上書きを認めることで、地域
の実情に応じた柔軟な対応を可能ならし
め、官民双方の創意工夫の実現を根拠付
けることとされたい。

市場化テスト法（仮称）において、地方自治法
第14条第1項の規定にかかわらず、自治体が条
例により政省令の上書きを認める旨の規定を新
設されたい。
なお、政省令の規定のうち、当面は、税財源措
置の変動にかかわる規定についてはかかる上書
きの対象とはせず、行政サービスの提供方法に
かかわる規定についてのみ対象とすることでも
実務上は有益である。

地方自治法第14条第1項
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
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要望
事項
補助
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要望主体名
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番号

要望事項
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具体的
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要望理由
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容

制度の
所管官庁

その他・要望

5059 5059B006
市場化テスト推進協
議会

6
国立大学への財
務・経営指導、資金
の貸付・交付事業

国立大学における財務・経営指導
及び資金の貸付・交付事業などに
つき、包括的に受託する形で市場
化テストの対象とされたい。

対象が国立大学であるという点を除き、
通常民間で実施しているコンサルティン
グ業務あるいは金融業務と同様の事業で
あり、官で独占すべき理由を見出しにく
い。この点、実際に民間と比較検討する
ことにより、より効率的で良質なサービ
ス提供主体を判別することが必要と考え
る。

独立行政法人国立大学財務・経営センターが提
供している、施設管理を除くすべてのサービス

文部科学省

5059 5059B007
市場化テスト推進協
議会

7
会議室等管理・貸
出業務

学術総合センタービル及びおよび
東京と大阪のキャンパス・イノ
ベーションセンターの施設管理、
及びこの会議室貸出業務について
市場化テストの対象とされたい。

通常の施設管理と会議室貸出業務であ
り、官が独占する理由を見出せない。

独立行政法人国立大学財務・経営センターが提
供している会議室等管理・貸出サービス

文部科学省
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
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民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5059 5059B008
市場化テスト推進協
議会

8

国立競技場の運営
及びスポーツの普
及・振興に関する
業務

国立競技場の運営及びスポーツの
普及・振興に関する業務を市場化
テストの対象とされたい。

大規模かつ国立という点はあるものの、
各地域にも同程度の競技場などが複数存
在しており、運営理念や目的を十分踏ま
えれば民間による運営が可能である。

独立行政法人日本スポーツ振興センター 文部科学省

5059 5059B009
市場化テスト推進協
議会

9 助成金交付業務

スポーツの競技水準向上のための
助成業務を市場化テストの対象と
されたい。助成対象の決定が受託
困難であればそれ以外の大部分の
業務を市場化テストの対象とされ
たい。

補助事業についてはそもそも資金援助の
決定部分について一定の基準を明確化す
ることが求められるところ、これが明確
であれば大部分の交付決定作業は民間で
も可能である。これが不可能としても、
交付決定以外の業務については民間が受
託可能である。

独立行政法人日本スポーツ振興センター 文部科学省
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5059 5059B010
市場化テスト推進協
議会

10

共済事業・学校安
全の調査・学校給
食の普及充実・刊
行物の発行業務

災害共済給付及び健康安全普及業
務 を包括的に市場化テストの対象
とされたい。

民間の業務受託運営が可能と考える。 独立行政法人日本スポーツ振興センター 文部科学省

5059 5059B011
市場化テスト推進協
議会

11 奨学金貸与事業
奨学金貸与・回収事業について包
括的に市場化テストの対象とされ
たい。

現実にも民間奨学金が多数存在する中
で、民間による奨学金貸与・回収業務の
受託を否定すべき根拠は明らかではな
い。個人情報の保護については民間奨学
金でも同様の要請が働くはずであり、民
間への委託を拒絶する根拠にはなりえな
いものと考える。

独立行政法人日本学生支援機構 文部科学省
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5059 5059B012
市場化テスト推進協
議会

12
学生支援事業・留
学生支援事業

学生支援事業・留学生支援事業に
ついて包括的に市場化テストの対
象とされたい。

民間により受託可能。 独立行政法人日本学生支援機構 文部科学省

5059 5059B013
市場化テスト推進協
議会

13
労務管理、給与、
福利厚生に関する
業務

当該独立行政法人の全業務を市場
化テストの対象とされたい。

労務管理、給与、福利厚生が主な業務で
あり、これらは民間で十分に受託可能で
ある。

独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構 内閣府
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要望管
理番号

要望事項管
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要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5059 5059B014
市場化テスト推進協
議会

14
助成金交付先決定
を除く基金運用と、
公園管理業務

当該独立行政法人の業務のうち、助成対象決定の部
分を除き市場化テストの対象とされたい。

万博公園管理と有効活用、基金の運用・
助成事業が主であり、前者は施設管理と
して民間でも十分に運営可能であり、後
者も助成決定部分を除けば民間により受
託可能である。

独立行政法人日本万国博覧会記念機構 財務省

5059 5059B015
市場化テスト推進協
議会

15
大学情報の提供に
関する業務

大学情報の提供に関する業務を市場化テストの対象
とされたい。

同種の業務は既に民間において十分に実
施されているところであるほか、大学に
限定せず高等専門学校や各種学校の情報
も同時に提供することによりサービスの
向上を実現可能であると考える。

独立行政法人大学入試センター 文部科学省

22/123



「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
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事項
番号

要望事項
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具体的
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容

制度の
所管官庁

その他・要望

5059 5059B016
市場化テスト推進協
議会

16

総務・経理・労務等
の管理部門業務の
シェアードサービス
による受託

当該独立行政法人の総務・経理・
労務などの管理部門業務について
集約して市場化テストの対象とさ
れたい。

各事業部門の内容は専門性が必要とされ
るが、間接部門の業務についてはいわゆ
るシェアードサービス的手法により効率
的に提供することが可能と考える。

独立行政法人国立オリンピック記念青少年総合
センター、独立行政法人国立女性教育会館、独
立行政法人国立青年の家、独立行政法人国立少
年自然の家

文部科学省

5059 5059B017
市場化テスト推進協
議会

17
登記情報のイン
ターネットによる提
供に関する業務

登記情報のインターネットによる
提供業務を民間に開放されたい。

登記情報提供サービスにおいては、登記
データに手を加えることなく提供するも
のであり、当該サービスで提供された情
報を印刷した場合でも公的証明力を付与
されないことなどから、公権力の行使に
は該当しないことが明白である。
また、登記は公示を目的とするものであ
り、秘密保持を必要とするものでもな
い。
他方、登記情報は取引の安全性に資する
ところが大であり、これを円滑容易に入
手できることは社会的にも要請されると
ころと考える。
現在、当該業務は財団法人民事法務協会
が指定法人として独占的に業務を実施し
ているところであるが、独占業務とする
意味を見出しがたい。
データベースからの情報検索・提供とい
う事業は民間でも膨大な実務的蓄積があ
るところであり、民間により十分に運営
可能である。

財団法人民事法務協会が指定法人として業務を
実施する登記情報提供サービス

電気通信回線による登記情報の提供に関す
る法律（平成１１年法律第２２６号）の第
４条第１項

法務省
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理番号

要望事項管
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事項
補助
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具体的
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容

制度の
所管官庁

その他・要望

5059 5059B018
市場化テスト推進協
議会

18

総務・経理・労務等
の管理部門業務の
シェアードサービス
による受託

当該独立行政法人の総務・経理・
労務などの管理部門業務について
集約して市場化テストの対象とさ
れたい。

各事業部門の内容は専門性が必要とされ
るが、間接部門の業務についてはいわゆ
るシェアードサービス的手法により効率
的に提供することが可能と考える。

独立行政法人国立科学博物館、独立行政法人国
立美術館、独立行政法人国立博物館、独立行政
法人文化財研究所、独立行政法人日本芸術文化
振興会

文部科学省

5059 5059B019
市場化テスト推進協
議会

19
中小企業の事業活
動の支援育成業務
の受託

当該独立行政法人の総務・経理・
労務などの管理部門業務について
集約して市場化テストの対象とさ
れたい。

研修・相談・資金調達支援、中小企業の
再生支援や共済制度などの事業について
は民間で充分に受託提供可能である。

独立行政法人中小企業基盤整備機構 経済産業省
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要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
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要望理由
具体的事業の
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容

制度の
所管官庁

その他・要望

5059 5059B021
市場化テスト推進協
議会

21 貸付業務等の受託
介護料支給業務・貸付業務を市場
化テストの対象とされたい。

非権力的業務であり、民間による提供が
可能である。民間でも類似の業務が存在
し、民間が提供することは充分可能であ
る。

独立行政法人自動車事故対策機構 国土交通省

5059 5059B022
市場化テスト推進協
議会

22
再開発・造成等の
業務の包括受託

当該独立行政法人の全業務を市場
化テストの対象とされたい。

再開発・造成・防音工事などの業務は民
間でも実績と技術を蓄積しており、民間
が充分に受託提供することが可能であ
る。

独立行政法人空港周辺整備機構 国土交通省
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理番号
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補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
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容
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その他・要望

5059 5059B023
市場化テスト推進協
議会

23 広報活動の受託
電源立地推進調整等事業における
広報活動を市場化テストの対象と
されたい。

エネルギーに関するシンポジウムの企画
運営などを含む事業であり、民間でも充
分運営できるほか、競争を実施すること
でより効率的に運営することが可能であ
る。

経済産業省

5060 5060B001 民間企業 1
学生支援事業・留
学生支援事業

学生支援事業・留学生支援事業に
ついて総合的に民間への委託を希
望

事業内容が民間企業でも十分に対応が可
能

独立行政法人日本学生支援機構 文部科学省
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容

制度の
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その他・要望

5060 5060B002 民間企業 2
労務管理・給与・複
利厚生に関する業
務

駐留軍等労働者労務管理機構の業
務を総合的に受託を希望

事業内容が民間企業でも十分に対応が可
能

独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構 内閣府

5060 5060B003 民間企業 3
講習業務・適性検
査業務

講習業務・適性検査業務について
民間への委託を希望

事業内容が民間企業でも十分に対応が可
能

独立行政法人自動車事故対策機構 国土交通省
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要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5060 5060B004 民間企業 4
展示会運営や教育
普及活動

展示会運営や教育普及活動につい
て民間への委託を希望

事業内容が民間企業でも十分に対応が可
能

独立行政法人国立博物館 文部科学省

5060 5060B005 民間企業 5 各種研修業務
各種研修業務について民間への委
託を希望

事業内容が民間企業でも十分に対応が可
能

独立行政法人教員研究センター 文部科学省
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要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5060 5060B006 民間企業 6
愛知障害者職業セ
ンター

愛知障害者職業センターの業務全
般について民間への委託を希望

事業内容が民間企業でも十分に対応が可
能

独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構 厚生労働省

5060 5060B007 民間企業 7
雇用・能力開発機
構愛知

雇用・能力開発機構愛知の業務全
般について民間への委託を希望

事業内容が民間企業でも十分に対応が可
能

独立行政法人雇用・能力開発機構 厚生労働省
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要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5065 5065B001 民間企業 1
「自衛隊後方支援
事業」

1-①
自衛隊地方連絡部の運営業務

〔全般についての理由〕
①防衛庁は公務員削減への努力が不十分
と思われる。
例えば、先の新防衛大綱策定において、
陸上自衛官の定数に関し、列国の状況及
び公務員削減の観点から財務省の4万人削
減案に対し、結局定数16万人から15.5万
人に名目上5千人減ったように見えるが、
実質現職自衛官3千人増員（現職自衛官
14.5万人→14.8万人、即応予備自衛官1.5
万人→7千人）であり国民の目を欺くもの
であり残念である。
 ※即応予備自衛官は平成16年度約7千人
で現状の数字に併せただけで削減になっ
ていない、又非常勤の公務員であり有事
及び災害時等に招集されるものであり、
現職削減の補完手段としてできた制度
で、むしろ現職削減に伴い今後増員して
いくべきものであったはずである。一時
期はその方向で進んでおきながら今回の
新大綱では逆行するものであった。ま
た、即応予備自衛官の人数確保の困難性
を削減理由に挙げているが、国民の予備
自衛官制度の認知度は約2割であり、それ
らの社会的環境がその最大の原因であ
り、予備自衛官制度の普及が現職削減に
繋がることを恐れ、その制度の公知に非
常に消極的であると感じる。
また、ピラミット型組織へ改革し、若年
層の雇用機会を広げるため、中高年齢者
の早期転職及び再就職の手段を国民に実
情を公開し真剣に進めるべきであると思
う。
②米英他諸外国では、採用、広報、就職
援護、輸送、車両整備、警備及び施設管
理、給与支払、予備役管理・訓練、特殊
教育訓練など多岐にわたりアウトソ-シン

①募集業務
②援護業務
③広報業務
④その他総務及び連絡等の業務

1.自衛隊法第24条、第29条、第97条等、自
衛隊法施行令第48条、第114～120条等の自
衛隊地方連絡部の任務及び地方自治体の役
割・義務に関する定め、並びにこれらに関
連する運用・給与などの法令等
2.防衛大綱による定数等の問題
3.予算執行上の融通性・区分分け弊害の問
題

防衛庁

公開を求める資料
以下のものは防衛秘には
あたらないものと考え
る。
1.自衛隊地方連絡部（出
張所等すべて含む、各県
毎）の人員及び事業費用
①地方連絡部業務内容
（民間委託可否表）
②人員数（防衛庁職員・
自衛官、各部署別）
③事業費用（募集・援
護・広報・総務他）
④年間採用者数（陸海
空、学生他各課程毎・性
学歴年齢別）
⑤年間就職援護者数及び
企業数
⑥管轄する予備自衛官等
の人数
⑦広報活動の実態
⑧地方自治体の募集協力
の実態
⑨自衛隊協力会等の状況
⑩募集相談員等の状況
2.アウトソーシングの部
内検討資料（平成14年
頃）
①米国、英国等における
アウトソーシングの状況
（細部資料）
②部内のアウトソーシン
グ検討資料（細部資料）
3.自衛隊就職援護情報
ネットワークシステムの
状況、自衛隊援護協会・
退職自衛官無料職業紹介

5065 5065B002 民間企業 2
「自衛隊後方支援
事業」

1-②
自衛隊自動車教習所の運営

①現在各駐屯地等にある自動車教習施設
を民間に貸し出し、運営を民で行うこと
は可能である。
②前回の回答において「自衛隊において
は、陸海空自衛隊が管理運営する部隊等
に設置された自動車教習施設において自
衛官の教習指導員による厳重な監督の
下、教習を行っており、教習の教官は、
自衛隊の指揮系統のもとで、一般的な車
両の教習のみならず、自衛官としての基
本動作等を含めた自衛隊の任務遂行に必
要な識能を合わせて教育している。　さ
らに、自衛隊の大型車両には、自衛隊特
有の装置（全輪駆動、管制灯火灯等）が
付加されており、これらの取扱いについ
ても自衛隊の教習施設における自衛官の
教習指導員による教習が必要である。」
とあるが、特殊性がある教育時間は極僅
かであり、またその教育も退職自衛官で
あればそれは可能で、元自衛官等の一定
の基準さえ設ければ全く問題ない。
③前回の回答において「民間で大型免許
を取得する場合は、普通自動車免許取得
後２年以上の経験を要するのに対し、自
衛官の場合は、その任務の特殊性から道
路交通法及び同法施行令に基づき、１９
歳で直接大型免許を取得できる特例を有
している。車両化が進んでいる自衛隊に
おいて所要の車両操縦士を確保すること
は極めて重要であり、新隊員を早期に車
両操縦士として戦力発揮させるために本
特例は必要不可欠である。　また、この
特例は、公安委員会から認定を受けた自
衛隊の自動車教習施設において教習を受
ける自衛官にのみ適用されるものであ
り、民間の教習所においてはこの特例は
適用されない 」とあるが 前項同様

自衛隊自動車教習所の運転免許資格教育
道路交通法の「自衛隊の自動車の運転に関
する教習を行う施設」の定義

防衛庁

公開を求める資料
①自衛隊自動車教習所の
教育状況、教育時間（各
部隊毎）及び事業費用
②教官等人員（臨時勤務
を含む）
③免許資格取得者の年間
人数、季節の変動状況

その他事項
1.民がすることになった
場合の防衛庁職員等及び
自衛官の本事業への円滑
な転職
2.入札する企業体は、自
動教習所の他、現在予備
自衛官を多く採用してい
る企業、また地元協力団
体等のSPC会社が望ましい
と思われる。
3.建物・施設の所有、維
持管理に関する問題の解
決・均一化処置
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要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5065 5065B003 民間企業 3
「自衛隊後方支援
事業」

1-③
自動車整備工場の運営

①防衛庁及び防衛施設庁は過去に車両整
備工場の建設にあたりPFIで「陸自島松整
備場」を検討しており、一部のリスクさ
えクリアできれば「運営」も民間主導で
可能と判断したはずである。
②前回の回答において「自衛隊は、有事
に対応し、我が国の平和と独立を守り国
の安全を保つことを主たる任務としてい
る組織である。このような自衛隊の任務
を遂行するためには、装備品等の維持・
修理を所用に応じ確実に行うことが必要
であるが、有事がその性質上、戦闘行為
が行われる蓋然性が高い事態であること
からすれば、そのような事態において、
民間事業者による役務の提供を常に期待
し得るものではないと考える。」とある
が、有事法制下に多くの民間の協力を期
待するのであれば、常日頃から民間との
接触を持つべきではないだろうか。
③前回の回答において「自衛隊の保有す
る防衛戦闘車両の維持・整備について
も、自衛隊の各部隊において、有事に必
要とされる期間に戦闘を継続するため、
間断のない兵站が必要とされる場合に
は、自隊の保有する防衛専用車両を自ら
整備できる自己完結能力を有することと
している。このため、平素から、車両の
点検・整備等は、各部隊で実施すること
が必要であり、これら車両整備の民間へ
の委託は適当ではないと考える。」とあ
るが、日常の整備は各部隊で行うのが適
当としても、現状、車両整備工場勤務者
はその専門性から長期期間の勤務で部隊
に戻っての訓練は極僅かであり、別の機
関として運営することは十分可能であ
る。また、秘密保全上も退職自衛官等の
であれば問題なく 一定の基準さえ設け

自衛隊車両の整備 防衛庁

公開を求める資料
①整備工場の稼動状況
（各部隊毎）及び事業費
用
②整備等人員（臨時勤務
を含む）
③年間整備車両数（車
検、修理、季節による変
動）

その他事項
1.民がすることになった
場合の防衛庁職員等及び
自衛官の本事業への円滑
な転職
2.入札する企業体は、自
動車整備会社の他、現在
予備自衛官を多く採用し
ている企業、また地元協
力団体等のSPC会社が望ま
しいと思われる。
3.建物・施設の所有、維
持管理に関する問題の解
決・均一化処置
4.民間車両の併設整備

5066 5066B001

トランスコスモス株
式会社
MCMサービス統括
サービス企画部
益村勝将

1

各省庁所管の一括
研究機関の会計・
人事、その他研究
支援等バックオフィ
ス関係事務の市場
化テスト

産業技術総合研究所、NEDO、製品
評価技術基盤機構、農業・生物系
特定産業技術研究機構作物研究
所、農業生物資源研究所、食品総
合研究所、森林総合研究所、農業
環境技術研究所、水産総合研究セ
ンター、国立健康・栄養研究所、
医薬品医療機器総合機構、国立環
境研究所等の研究機関系独立行政
法人が実施している財務・経理、
人事、総務、購買、情報システム
（システムの運用・保守、データ
の保存、セキュリティなど）、法
務、広報等の業務の一括市場化テ
スト

現在、財務・経理、人事、総務、購買、
情報システム（システムの運用・保守、
データの保存、セキュリティなど）、法
務、広報等の業務はそれぞれの自治体で
個別に業務を行っているが、これらの業
務には共通性が高い。

次のような効果が期待できる。
1.コストダウン
業務を効率化させ、給与体系が柔軟な民
間と競争させることでコストが下がる。
2.人材の最適配置
バックオフィス系の業務を効率化させる
ことで、人材を他部門により集中させる
ことができ

左記の業務の中で支払い管理、一般会計、給与
計算、入金管理、情報システム運用、旅費・経
費生産、ITヘルプデスク、備品購入、福利厚生
などの業務の標準化ができて、かつ他研究機関
と差別化の要因にならない業務を抽出し、これ
らの業務を提供するアウトソーシング会社との
間で市場化テストを実施する

研究機関を有す
る府省庁

31/123



「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5066 5066B002

トランスコスモス株
式会社
MCMサービス統括
サービス企画部
益村勝将

2
地方自治体バック
オフィス系業務の
市場化テスト

自治体やその外郭団体における財
務・経理、人事、総務、購買、情
報システム（システムの運用・保
守、データの保存、セキュリティ
など）、法務、広報などのバック
オフィス業務を民間開放する

現在、財務・経理、人事、総務、購買、
情報システム（システムの運用・保守、
データの保存、セキュリティなど）、法
務、広報等の業務はそれぞれの自治体で
個別に業務を行っているが、これらの業
務には共通性が高い。

次のような効果が期待できる。
1.コストダウン
業務を効率化させ、給与体系が柔軟な民
間と競争させることでコストが下がる。
2.人材の最適配置
バックオフィス系の業務を効率化させる
ことで、人材を他部門により集中させる
ことができ、政

左記の業務の中で支払い管理、一般会計、給与
計算、入金管理、情報システム運用、旅費・経
費生産、ITヘルプデスク、備品購入、福利厚生
などの業務の標準化ができて、かつ他自治体等
の組織と差別化の要因にならない業務を抽出
し、これらの業務を提供するアウトソーシング
会社との間で入札を行う。

総務省

5067 5067B001
つくば市議会議員
五十嵐立青

1
水道業務の市場化
テスト

自治体の水道管理事業を民間開放
する

現在、水道事業は水道法６条により、原
則市区町村が請け負うことになってい
る。しかし、当該業務は設備の管理やそ
の使用料の徴収など民間において類似業
務が存在する。

民間も含めた事業者を広く募ることで以
下のような効果を生むことができる。

1.コストダウン・.利用者にとっての料金
低下
業務を効率化させ、給与体系が柔軟な民
間と競争させることでコストが下がる。
2.利用者にとってのサービスの向上
民間の創意工夫により、支払い方法の多
様化や新しい料金体系や新しいサービス
などが創出される。

自治体の水道管理業務全て

第６条　水道事業を経営しようとする者
は、厚生労働大臣の認可を受けなければな
らない。《改正》平11法160２　水道事業
は、原則として市町村が経営するものと
し、市町村以外の者は、給水しようとする
区域をその区域に含む市町村の同意を得た
場合に限り、水道事業を経営することがで
きるものとする。

厚生労働省
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5067 5067B002
つくば市議会議員
五十嵐立青

2
下水業務の市場化
テスト

自治体の下水業務を民間開放する

現在、下水事業は下水道法3条により、市
区町村もしくは都道府県が請け負うこと
になっている。しかし、当該業務は設備
の管理など民間において類似業務が存在
する。

民間も含めた事業者を広く募ることで以
下のような効果を生むことができる。

1.コストダウン・.利用者にとっての料金
低下
業務を効率化させ、給与体系が柔軟な民
間と競争させることでコストが下がる。
2.利用者にとってのサービスの向上
民間の創意工夫により、下水処理の新し
い技術が採用され水質が向上する等の可
能性がある。

自治体の下水道管理業務全て

第３条　公共下水道の設置、改築、修繕、
維持その他の管理は、市町村が行うものと
する。２　前項の規定にかかわらず、都道
府県は、２以上の市町村が受益し、かつ、
関係市町村のみでは設置することが困難で
あると認められる場合においては、関係市
町村と協議して、当該公共下水道の設置、
改築、修繕、維持その他の管理を行うこと
ができる。この場合において、関係市町村
が協議に応じようとするときは、あらかじ
めその議会の議決を経なければならない。

国土交通省

5067 5067B003
つくば市議会議員
五十嵐立青

3
窓口業務の市場化
テスト

自治体の窓口業務を民間開放する

現在、市区町村の住民サービスの窓口業
務は地方自治法により、民間事業者は請
け負うことができない。しかし、当該業
務は単純処理が多い。また、市区町村が
行う場合にはその組織の性格上休日対応
しないなどの不便が多い。そのために、
民間事業者にも開放することでサービス
の改善を図る。

民間も含めた事業者を広く募ることで以
下のような効果を生むことができる。

1.コストダウン・.利用者にとっての料金
低下
業務を効率化させ、給与体系が柔軟な民
間と競争させることでコストが下がる。
2.利用者にとってのサービスの向上
平日の時間延長や休日対応、対応場所・
手段の拡大等が可能になる。

自治体の窓口業務の中の受付・手渡し・料金受
領の業務全般

総務省
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要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5067 5067B004
つくば市議会議員
五十嵐立青

4
融資業務の市場化
テスト

自治体の融資業務を民間開放する

現在、市区町村の融資業務は地方自治法
により、民間事業者は請け負うことがで
きない。しかし、当該業務は銀行やノン
バンク等の金融機関で実施されている業
務と同様であり、審査能力や融資額の決
定・回収などにおいてノウハウを有して
いると考えられる。そのために、民間開
放することによりサービスの改善を狙う
ことができる。

民間も含めた事業者を広く募ることで以
下のような効果を生むことができる。

1.無駄な融資の削減
審査能力や事業の見極めが向上すること
で融資先の選定能力が向上する。また、
回収に関しても民間のノウハウが活用さ
れることから回収率が向上すると考えら
れる。
2.業務効率の向上
審査能力に加え、民間で行っている効率
的な業務フローに基づいて行うことによ
り業務効率が向上する。

自治体の融資業務や企業支援業務全般
総務省

5067 5067B005
つくば市議会議員
五十嵐立青

5
公園施設管理の市
場化テスト

公園施設管理業務を広く市場化テ
ストにかける

現在、公園管理業務は自治体の職員や自
治体から委託を受けた業者により行われ
ているが、施設管理やその設備の有効活
用は民間企業がノウハウを有する部分で
ある。

民間も含めた事業者を広く募ることで以
下のような効果を生むことができる。

1.利用者にとってのサービス・品質の向
上
民間の創意工夫を活用することにより受
付方法の向上等の向上が見込める。
2.コストダウン
業務を効率化させ、給与体系が柔軟な民
間と競争させることでコストが下がる。
3.新しい活用方法や機会の提供
イベントや学習等と組み合わせることで
活用の幅が広がる。

自治体の管理する公園施設全般
国土交通省
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要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5067 5067B006
つくば市議会議員
五十嵐立青

6
防犯灯管理の市場
化テスト

防犯灯管理業務を広く市場化テス
トにかける

現在、防犯灯管理業務は自治体から委託
を受けた電力業者により独占的に行われ
ているが、業務内容を簡易な設備管理で
あり、様々な企業において対応可能な業
務である。

民間も含めた事業者を広く募ることで以
下のような効果を生むことができる。

1.コストダウン
業務を効率化させ、給与体系が柔軟な民
間と競争させることでコストが下がる。
2.利用者にとってのサービス・品質の向
上
受益者負担の構造の導入などにより一律
のサービス水準を地域住民の意図により
変更することができるようになる。ま
た、求める安全水準などに応じて多様な
サービスを提供することができるように
なる。

自治体の管理する防犯灯管理業務全般 警察庁

5067 5067B007
つくば市議会議員
五十嵐立青

7
産学官連携コー
ディネータの市場
化テスト

産学官連携コーディネータ業務を
広く市場化テストにかける

産学官連携コーディネータ業務は、一部
の商工会議所の職員などにより行われて
いる。しかし、当該業務は民間の経営に
詳しく人脈や情報が多い人員もしくは組
織が携わるべきである。そのために、民
間開放することによりサービスの改善を
狙うことができる。

民間も含めた事業者を広く募ることで以
下のような効果を生むことができる。

1.コーディネート事例の増加
経営に詳しく人脈もある人員・組織によ
り行うことでコーディネートが進み事例
が増加する。
2.産学官連携による効果の創出
上記に関連して、効果創出できる事例も
創出が期待される。

自治体の産官学連携コーディネーター業務全般 総務省
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要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5068 5068B001 個人 1
予報業務の一部業
務の市場化テスト

現在、気象庁が実施している予報
業務（地域ごと）

災害対策基本法、及び気象業務法等によ
り実施されている予報業務については、
すでに気象庁長官の許可に基づきいくつ
かの企業が一部地域で類似業務を実施し
ているため

地域ごとに市場化テストを実施することで、地
域ごとに競争が促進されコスト削減・サービス
レベル向上が図られるものと考えられるため

気象業務法では、当該業務の実施主体は気
象庁が想定されている

国土交通省

5068 5068B002 個人 2
ハローワーク（公共
職業紹介所）の市
場化テスト

各公共職業紹介所が実施している
業務全体に対して包括的に市場化
テストを実施

現在、ハローワークが実施している職業
紹介業務全般は、多くの民間事業者にお
いても実施されているため

ハローワークの業務全体に対して包括的に市場
化テストを実施することにより、コスト削減・
サービスレベル向上が図られるものと期待され
る

厚生労働省
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要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5068 5068B003 個人 3
キャリア交流プラザ
事業の市場化テス
ト対象地域拡大

市場化テストのモデル事業対象で
あるキャリア交流プラザ事業の対
象地域拡大

すでに｢キャリア交流プラザ｣はモデル事
業として市場化テストが実施されてお
り、市場化テストの趣旨との合致は確認
されているものと考えられる
したがって、対象地域を拡大して、より
多くの成果を得ていくことが妥当である
ため

基本的には、モデル事業と同様
ただし、モデル事業の実施において識別された
課題解決に向けた方策を実施こととする

厚生労働省

5068 5068B004 個人 4

若年者版キャリア
交流プラザ事業の
市場化テスト対象
地域拡大

市場化テストのモデル事業対象で
ある若年版キャリア交流プラザ事
業の対象地域拡大

すでに｢若年版キャリア交流プラザ｣はモ
デル事業として市場化テストが実施され
ており、市場化テストの趣旨との合致は
確認されているものと考えられる
したがって、対象地域を拡大して、より
多くの成果を得ていくことは妥当である
ため

基本的には、モデル事業と同様
ただし、モデル事業の実施において識別された
課題解決に向けた方策を実施こととする

厚生労働省
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要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5068 5068B005 個人 5
求人開拓事業の市
場化テスト対象地
域拡大

市場化テストのモデル事業対象で
ある求人開拓事業の対象地域拡大

すでに｢求人開拓事業｣はモデル事業とし
て市場化テストが実施されており、市場
化テストの趣旨との合致は確認されてい
るものと考えられる
したがって、対象地域を拡大して、より
多くの成果を得ていくことが妥当である
ため

基本的には、モデル事業と同様
ただし、モデル事業の実施において識別された
課題解決に向けた方策を実施こととする

厚生労働省

5068 5068B006 個人 6
社会保険庁の保険
料徴収業務の市場
化テスト

社会保険庁の保険料徴収業務の市
場化テスト

すでに｢厚生年金保険、政府管掌健康保険
の未適用事業所に対する適用促進事業｣｢
年金電話相談センター事業｣はモデル事業
として実施されており、市場化テストの
趣旨との合致は確認されているものと考
えられる
今後は、保険料徴収事業全般への拡大
（強制徴収の一環としての資産調査・把
握等事務含む）、及び対象事務所を拡大
して、より多くの成果を得ていくことが
妥当であるため

全国の事務所における年金保険料徴収業務に市
場化テストを実施することにより、コスト削
減・サービスレベル向上が図られるものと期待
される

弁護士法・サービサー法により一般企業の
法律事件に関わる行為が禁止されている
また、未納税金がサービサー法での対象債
権となっていない

厚生労働省
法務省
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要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容
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具体的事業の
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容

制度の
所管官庁

その他・要望

5068 5068B007 個人 7
統計調査業務の市
場化テスト

統計調査業務の市場化テスト

現在、官が実施している指定統計・承認
統計のうち、企業や事業所を被調査先と
する統計調査事業に関する業務
具体的には以下の統計が想定される

（内閣府所轄の承認統計）企業行動に関
するアンケート調査、法人企業景気予測
調査
（総務省所轄の指定統計）個人企業経済
調査、事業所・企業統計、サービス業基
本調査
（経済産業省の指定統計）商業統計調
査、工業統計調査、特定サービス産業実
態調査、企業活動基本調査、
（中小企業庁所轄の承認統計）企業経営
実態調査、企業金融環境実態調査、下請
中小企業短期動向調査、中小企業経営調
査、商業・ｻｰﾋﾞｽ業設備投資動向調査
その他、平成１７年度に資源エネルギー
庁が実施する予定のエネルギー統計など
企業・事業所を被調査先とする統計調査

統計調査業務に市場化テストを実施することに
より、以下のような効果実現が図られるものと
期待される

・企業・事業所については、調査後の倒産や開
業、合併・休眠・廃業などを迅速な反映
・統計データの省庁間相互利用、民間活用の促
進（アクセス改善）
・オンライン報告の導入の促進

統計法
第5条や第12条、統計報告調整法第3条等

内閣府
総務省
財務省

経済産業省

5068 5068B008 個人 8
行刑施設管理運営
業務の市場化テス
ト

行刑施設管理運営業務の市場化テ
スト

すでに｢行刑施設管理運営業務（庁舎警
備、構外巡回警備、保安事務、被収容者
カウンセリング、窓口受付等の施設の警
備や被収容者の処遇に関わる補助事務）｣
はモデル事業として市場化テストが実施
されており、市場化テストの趣旨との合
致は確認されているものと考えられる
したがって、対象地域を拡大して、より
多くの成果を得ていくことは妥当である
ため

行刑施設の一部機能（庁舎警備、構外巡回警
備、保安事務、被収容者カウンセリング、窓口
受付等の施設の警備や被収容者の処遇に関わる
補助事務）に係わる管理運営事業に対して包括
的に市場化テストを実施
ただし、モデル事業の実施において識別された
課題解決に向けた方策を実施こととする

法務省
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5068 5068B009 個人 9
国有林の造林事
業・販売事業の市
場化テスト

国有林の造林事業・販売事業の市
場化テスト

国有林野事業のうち、造林事業・販売事
業については、ノウハウ・経験を有して
おり、市場化テストの趣旨に合致すると
考えられるため

国有林の造林事業・販売事業に市場化テストを
実施することにより、コスト削減・サービスレ
ベル向上が図られるものと期待される

林野庁

5068 5068B010 個人 10
行政機関運営病院
の市場化テスト

（独）国立病院機構が所管する国
立病院、特殊法人・独立行政法人
が経営する病院、地方自治体が経
営している病院等、行政機関が所
管・経営する病院の市場化テスト

現在、行政機関は病院を所管・経営して
いるが、民間法人によっても経営されて
いるため

行政機関が所管・経営する病院に対して、市場
化テストを実施することにより、コスト削減・
サービスレベルの向上が図られるものと期待さ
れる

独立行政法人国立病院機構法当該業務の実
施主体は国立病院のみが想定されている
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理番号

要望事項管
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要望
事項
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5068 5068B011 個人 11
自動車検査独立行
政法人の市場化テ
スト

現在、自動車検査独立行政法人が
実施している審査業務の市場化テ
スト

現在、自動車検査法独立行政法人が実施
している車検の審査事務は、民間事業者
等においても、すでに広く実施されてい
る業務と著しく類似しているため

市場化テストを導入することにより、コスト削
減・サービスレベルの向上が図られるものと期
待される

自動車検査独立行政法人法では、当該業務
の実施主体は自動車検査独立行政法人のみ
が想定されている

国土交通省

5068 5068B012 個人 12
卸売市場の一部市
場化テスト

現在、自治体が実施している卸売市場
の一部市場化テスト

卸売市場法に基づき、地方自治体によっ
て運営されている中央卸売市場の業務の
うち、①施設整備・②設備維持管理・③
取引等の指導・監督及び経営指導につい
ては、民間事業者等でもすでに実施され
ている事業であり、効率化・サービスレ
ベル向上のノウハウを有していることが
想定される

市場化テストを導入することにより、コスト削減・
サービスレベルの向上が期待される

卸売市場法では、当該業務は地方公共団体
のみが想定されている

農林水産省
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5068 5068B013 個人 13
地方自治体監査の
市場化テスト

現在、地方自治体の監査委員事務局及
び監査事務局が実施している監査業務
の市場化テスト

地方自治体の監査業務には、すでに民間
企業による外部監査も存在しているが、
監査委員による内部監査も存在するため

地方自治体を含めた行政機関の説明責任がより問わ
れていく中、監査による行政機関の活動を検証する
という監査の重要性は向上している
そのため、現存する内部監査にも対して、市場化テ
ストを導入することによって効率化・監査精度の向
上が期待でき、結果として行政機関のアカウンタビ
リティ向上が図られるものと考えられる

総務省

5068 5068B014 個人 14
計量検定所の検査
業務の市場化テス
ト

都道府県・特定市町村の計量検定
所の検査業務の市場化テスト

現在、都道府県・特定市町村の計量検定
所（及び指定定期検査機関）が実施して
いる検査業務が実施されているが、民間
には、すでに行政機関に代わって検査を
実施（代検査）している計量士が存在
し、実際に検査を実施しており、ノウハ
ウ・経験を有しているため、また、計量
証明事業者も類似のノウハウ・経験を有
していることが考えられるため、市場化
テストの趣旨に合致すると考えられるた
め

各都道府県の計量検定所の業務に市場化テスト
を実施することにより、コスト削減・サービス
レベル向上が図られるものと期待される

計量法で代検査が認められているため、特
に問題はないものと考えられる

経済産業省
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5068 5068B015 個人 15
公共施設の管理運
営の市場化テスト

自治体における公共施設の管理運
営の市場化テスト

現在、自治体・外郭団体等が実施してい
た公共施設の管理運営は、指定管理者制
度で民間事業者が受託する道が制度的に
は開けたが、実態としては、具体的な
ルールは各自治体での条例に委ねられて
いる等の理由により、適正な競争環境に
よる入札が実施されていない場合が多い
ものと想定される。
こういった状況に対して、市場化テスト
も導入することによって、「官から民
へ」という趣旨の実現を検討するのは妥
当と考えられるため
なお、指定管理者制度の本来の趣旨に
則った成功例に鑑みると、公共施設の民
間事業者による管理運営は、コスト面・
サービス面向上の効果が大きいものと考
えられる

自治体における公共施設の管理運営業務に市場
化テストを実施することにより、コスト削減・
サービスレベル向上が図られるものと期待され
る

総務省

5068 5068B016 個人 16
自治体の公金徴収
業務の市場化テス
ト

自治体によって徴収されている地
方税や各種使用料等の公金徴収業
務の市場化テスト

現在、自治体によって徴収されている地
方税や各種使用料等の公金徴収業務は、
民間のサービサー等がノウハウ・経験を
有しており、市場化テストの趣旨に合致
すると考えられるため

自治体の公金徴収業務に市場化テストを実施す
ることにより、コスト削減・サービスレベル向
上が図られるものと期待される
加えて、カード決済・コンビニ収納等の支払い
方法の多様化により、遅延解消も期待できる

弁護士法・サービサー法により一般企業の
法律事件に関わる行為が禁止されている
また、未納税金がサービサー法での対象債
権となっていない

法務省
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5069 5069B001 個人 1
郵便の拠点間運送
業務の市場化テス
ト

＜郵政公社＞
　郵便公社の郵便業務は、
①ポストから郵便局までの収集業
務
②郵便局（集配拠点）間の輸送業
務
③郵便局から各戸への配達業務
の３つに区分される。このうち②
の拠点間業務の一部は、現状にお
いて、
関係子会社（民間企業）にアウト
ソースされている。
　本提案は、この拠点間の郵便輸
送業務について、郵政公社本体あ
るいは
関係子会社がその実施を担当して
いる場合、当該業務に対して市場
化テストを求めるものである。

輸送業務は、すでに郵政関係子会社（民
間企業）が一部を担当していることから
も明らかなように、
他の民間の輸送サービス企業で担えない
とする合理的理由は考え難い。また、輸
送業務は
公権力の行使に関係する業務ではなく、
市場化テストになじみやすいサービス領
域である。

郵便の集配拠点間での郵便貨物の発送、受け渡
し業務。なお一般運輸業務の担当実績があり、
日本国内で輸送サービスネットワークを有する
民間企業であれば、特に参加資格は問わない。

不明
総務省、郵政公

社

5069 5069B002 個人 2 簡保事業受託

＜郵政公社＞
　郵便公社の簡易保険業務全体を
市場化テストにかけるものであ
る。

郵政公社の簡易保険業務は、民間の保険
会社の提供するサービスと本質的に変わ
るところはなく、その業務全体の運営は
むしろ民間の事業主体との競争を通じて
行なう方が、コストの点のみならず、関
連するサービスの質の向上が期待できる
ため。

郵便局で提供されている簡易保険業務 総務省
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5069 5069B003 個人 3

社保庁の徴収業務
受託
ＮＨＫ受信料の徴
収業務受託

社会保険庁の徴収業務、およびＮ
ＨＫの受信料徴収業務について、
社会保険庁、ＮＨＫがそれぞれ、
同業務に対して市場化テストを実
施するもの。

社会保険料、ＮＨＫの受信料とも、その
納入は義務であり、各組織のスタッフが
徴収に出向いているところであるが、一
人で両方について督促がかけれられれ
ば、合理的な回収が実現できると考えら
れる。

社会保険庁の徴収業務、ＮＨＫの受信料徴収業
務

調査中
厚生労働省、総

務省

5069 5069B004 個人 4

サービサー法改正
によるサービサー
の社保庁の徴収業
務受託

※注：　すでに社保庁の回収業務
の市場化テスト試行に関連して、
落札サービサーの業務の円滑実施
の観点から、検討がなされている
ところ。
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5069 5069B005 個人 5
会計検査業務受託
(政府検査業務）

現在会計検査院が実施している政
府検査のうち、省庁別財務諸表や
特殊法人の財務諸表について、正
確性の見地から行なう検査につい
て市場化テストを実施するもの

現在会計検査院が行っている業務のう
ち、主に正確性の視点から省庁別および
特殊法人の財務諸表の監査を行い、保証
機能を果たすものについては、民間の監
査法人が専門的なノウハウや経験を有し
ており、市場化テストの趣旨に合致する
と考えられるため

省庁別財務諸表や特殊法人の財務諸表に関する
正確性の監査業務

会計検査院法等の関連法制を見直し、民間
の監査者に対して会計検査院の有するもの
と同様の検査権限を確保することが求めら
れる

会計検査院

5069 5069B006 個人 6
国家公務員共済組
合の監査業務

現在、国家公務員共済組合の健全
な運営を図るため、各省庁の共催
組合支部、所属所の業務運営、経
理について、財務省が実地監査を
行い、指導監督を行なっている
が、当該監査業務を市場化テスト
にかけるもの

監査業務については、民間の監査法人が
専門的なノウハウや経験を有しており、
市場化テストの趣旨に合致すると考えら
れるため

各省庁の国家公務員共催組合の経理に関する監
査業務

調査中 各省庁
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5069 5069B007 個人 7
公用車の運転業務
受託

現在、省庁および国会議員に対し
て提供されている公用車サービス
について、そのサービス提供を市
場化テストにかけるもの

公用車サービスは、基本的に民間のハイ
ヤー、タクシー事業の業務内容となんら
変わるところはなく、当該サービスが公
務員によって提供されなければならない
合理的理由は考え難い。

各省庁の幹部クラス、および国会議員に呈して
提供されている公用車サービス

調査中 国会、各省庁

5069 5069B008 個人 8

人事院の棒給表作
成に係る民間給与
水準調査業務の市
場化テスト化

公務員給与の水準決定の参考デー
タとなる民間企業の給与水準調査
について、調査全体を市場化テス
トにかけるもの。

人事院の俸給表の作成にあたって人事院
では、参考情報として民間企業の給与水
準についての調査を行なっているが、調
査業務そのものは市場化テストになじみ
やすい業務である。

民間企業の給与水準調査（アンケート、ヒアリ
ング等）

調査中 人事院
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5069 5069B009 個人 9
バックオフィス系業
務の民間委託

省庁および特殊法人における財
務・経理、人事、総務、購買、情
報システム（システムの運用・保
守、データの保存、セキュリティ
など）、法務、広報などのバック
オフィス業務を民間開放する

現在、財務・経理、人事、総務、購買、
情報システム（システムの運用・保守、
データの保存、セキュリティなど）、法
務、広報等の業務は各省庁で個別に業務
を行っているが、これらの業務には共通
性が高い。

左記の業務の中で支払い管理、一般会計、給与
計算、入金管理、情報システム運用、旅費・経
費生産、ITヘルプデスク、備品購入、福利厚生
などの業務の標準化ができて、かつ他自治体等
の組織と差別化の要因にならない業務を抽出
し、これらの業務を提供するアウトソーシング
会社との間で入札を行う。

次のような効果が期待できる。
1.コストダウン
業務を効率化させ、給与体系が柔軟な民間と競
争させることでコストが下がる。
2.人材の最適配置
バックオフィス系の業務を効率化させること
で、人材を他部門により集中させることがで
き、政策立案などの業務に特化することができ
る。
3.業務のサービスレベル向上
業務を効率化させることで、バックオフィス業
務のサービスの受けて側の処理も簡素化し、ス
ピードが上がりサービスレベルが向上する

5069 5069B010 個人 10
国立美術館の業務
の市場化テスト

独立行政法人国立美術館の行な
う、以下の業務について市場化テ
ストを行なう
・収集業務
・寄贈・寄託業務
・修復・保存業務
・展示、入場管理業務
・施設管理業務

美術館の運営は、民間にも広く知見、経
験を有する団体が存在する。加えて、地
方レベルでは、指定管理者制度のもと、
その運営の全面的なアウトソーシングが
試行されているところであり、当該業務
についても市場化テストを実施すること
は費用対効果の改善の見地から、のぞま
しいと考えられる

　国立美術館の行なう業務のうち、収集業務、
寄贈・寄託業務、修復・保存業務、展示、入場
管理業務、施設管理業務について、市場化テス
トを行なう。その際、対象となる美術館は複数
あるため、市場化テストを行なう業務のくくり
としては、美術館の共通業務を横断的に指定す
る、ある美術館１件を対象としてその業務全体
を指定する、ある特定の美術館の一部の業務を
指定する、等いくつか方法がある。
　対象として、想定される美術館は、以下の通
り：　東京国立近代美術館、東京国立近代美術
館フィルムセンター、京都国立近代美術館、国
立西洋美術館、国立国際美術館

不明 文部科学省
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5069 5069B011 個人 11
国立博物館の業務
の市場化テスト

独立行政法人国立博物館の行な
う、以下の業務について市場化テ
ストを行なう
・展示、入場管理業務
・施設管理業務
・研究業務
・教育普及業務
・収集・保管・修復業務

博物館の運営は、民間にも広く知見、経
験を有する団体が存在する。加えて、地
方レベルでは、指定管理者制度のもと、
その運営の全面的なアウトソーシングが
試行されているところであり、先の業務
についても市場化テストを実施すること
は費用対効果の改善の見地から、のぞま
しいと考えられる

　国立博物館の行なう業務のうち、展示入場管
理業務、施設管理業務、研究業務、教育普及業
務、収集・保管・修復業務等について、市場化
テストを行なう。その際、市場化テストを行な
う業務のくくりとしては、各博物館の共通業務
を横断的に指定する、ある博物館１件を対象と
してその業務全体を指定する、ある特定の博物
館の一部の業務を指定する、等いくつか方法が
ある。
　対象として、想定される美術館は、以下の通
り：　東京国立博物館、京都国立博物館、奈良
国立博物館、九州国立博物館

不明 文部科学省

5069 5069B012 個人 12
文化財研究所の業
務の市場化テスト

独立行政法人文化財研究所の行な
う、以下の業務について市場化テ
ストを行なう
・調査、研究業務
・資料（データベース）作成、公
表業務
・情報収集、整理、提供業務
・研修業務

文化財研究所の業務は、民間や地方にも
その専門的知見が存在する。また、地方
レベルでは、指定管理者制度のもと、そ
の運営の全面的なアウトソーシングが試
行されているところであり、当該業務に
ついても市場化テストを実施することは
費用対効果の改善の見地から、のぞまし
いと考えられる

　文化財研究所の行なう業務のうち、調査、研
究業務、資料（データベース）作成公表業務、
情報収集・整理・提供業務、研修業務等につい
て、市場化テストを行なう。その際、市場化テ
ストを行なう業務のくくりとしては、各研究所
の共通業務を横断的に指定する、研究所一カ所
を対象としてその業務全体を指定する、ある研
究所の一部の業務を指定する、等いくつか方法
がある。
　対象として、想定される美術館は、以下の通
り：　東京文化財研究所、奈良文化財研究所

不明 文部科学省
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5069 5069B013 個人 13
農薬検査所の検査
業務の市場化テス
ト

現在、独立行政法人農薬検査所が
実施している検査業務の市場化テ
スト

農薬検査等、技術的な検査業務は、民間
事業者によっても対応しうる上、費用対
効果の向上が期待できるため。

　農薬検査所の行なう業務のうち、農薬登録検
査業務、GLP適合査察業務、調査研究業務、指
導業務等について、市場化テストを行なう。た
だし、農薬取締法にかかる無登録農薬の摘発の
ための立ち入り検査については、市場化テスト
を行なうには法改正が必要になる可能性があ
る。

農薬取締法 農林水産省

5069 5069B014 個人 14
肥飼料検査所の検
査業務の市場化テ
スト

現在、独立行政法人肥飼料検査所
が実施している検査業務の市場化
テスト

肥飼料検査等、技術的な検査業務は、民
間事業者によっても対応しうる上、費用
対効果の向上が期待できる考えられるた
め。

　肥飼料検査所の行なう業務のうち、登録申請
業務、立入検査・収集業務、試料分析鑑定業
務、検定業務、標準試料・製剤配布業務等につ
いて、市場化テストを行なう。ただし、立ち入
り検査については、市場化テストを行なうには
法改正が必要になる可能性がある。

要確認 農林水産省
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5069 5069B015 個人 15
農林水産消費技術
センターの業務の
市場化テスト

現在、独立行政法人農林水産消費
技術センターが実施している業務
の市場化テスト

同センターが提供するサービスは、基本
的に民間事業者によっても対応しうる
上、費用対効果の向上が期待できるた
め。

　農林水産消費技術センターの行なう業務のう
ち、相談・情報提供等消費者対応業務、調査研
究業務、検査業務等について、市場化テストを
行なう。本部、小樽、仙台、横浜、名古屋、神
戸、岡山、門司の各センターを区切りとして、
市場化テストを実施することも考えられる。

不明 農林水産省

5069 5069B016 個人 16
種苗管理センター
の業務の市場化テ
スト

現在、独立行政法人種苗管理セン
ターが実施している業務の市場化
テスト

同センターが提供するサービスは、基本
的に民間事業者によっても対応しうる
上、費用対効果の向上が期待できるた
め。

　種苗管理センターの行なう業務のうち、栽培
試験、種苗検査、優良種苗の生産・配布等の各
業務について、市場化テストを行なう。また、
本部ほか、久留米分室、各１３の農場のそれぞ
れを単位として市場化テストを行なうことも考
えられる。

不明 農林水産省
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5069 5069B017 個人 17
家畜改良センター
の業務の市場化テ
スト

現在、独立行政法人家畜改良セン
ターが実施している業務の市場化
テスト

同センターが提供するサービスは、基本
的に民間事業者によっても対応しうる
上、費用対効果の向上が期待できるた
め。

　家畜改良センターの行なう業務のうち、家畜
改良・増殖・種畜配布、飼料用作物種苗生産・
配布、種苗検査、調査研究、講習指導等につい
て、市場化テストを行なう。また、本部ほか、
11箇所の農場を単位として、市場化テストを実
施することも考えられる。なお、家畜改良増殖
法及び種苗法に基づく検査に就いては、市場化
テストを行なうには法改正が必要になる可能性
がある。

家畜改良増殖法及び種苗法 農林水産省

5069 5069B018 個人 18
材木育種センター
の業務の市場化テ
スト

現在、独立行政法人材木育種セン
ターが実施している業務の市場化
テスト

同センターが提供するサービスは、基本
的に民間事業者によっても対応しうる
上、費用対効果の向上が期待できるた
め。

　材木育種センターの行なう業務のうち、材木
新品種開発、材木遺伝資源収集保存、海外技術
協力等の業務について、市場化テストを行な
う。北海道、東北、関西、九州の各育種場を単
位として、その運営について市場化テストを実
施することも考えられる。

不明 農林水産省
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5070 5070B001 個人 1

雇用・能力開発機
構（職業能力開発
総合大学校）全体
の市場化テスト

雇用・能力開発機構が運営する職
業能力開発総合大学校全体の業務
を市場化テストにかける

・現状の運営では、稼働率が低く高コス
ト体質になっている。
・当施設の業務は民間の研修関連企業や
人材紹介会社でも実施している事業であ
り、その運営方法や利用者の募集方法、
研修内容等で民間企業の方がノウハウを
有していると考えられる。
・事業運営の効率性という点からも厳し
い競争にさらされている民間企業の方が
高いレベルにあると考えられる。
・職業訓練と紹介が一体的に運営されて
おらず、なかなか職に結びつかない

市場化テストにかける際には、大工などの技能
系とIT等のビジネス系で業務を切り出しそれぞ
れにおいて市場化テストを行うようにする。ま
た、包括的な受注もできるようにしておくこと
が望ましい。
・民間に当業務を委託することで、コスト削減
効果が得られる
・多くの人に活用のチャンスが与えられるよう
になる
・民間の研修ノウハウを活用することで利用者
の能力を向上させるという効果が上がる
・適切なマッチングの件数が増加する

職業開発訓練法第15条では、公設民営が明
確に定義されていないためそれを明確にす
る必要がある。
また同法23条により、同施設による研修を
無料と定めていることから、多様なサービ
スを行うと委託費内で賄えない可能性があ
る。

厚生労働省

5070 5070B002 個人 2

雇用・能力開発機
構（職業能力開発
大学校（１０箇所））
の市場化テスト

雇用・能力開発機構が運営する職
業能力開発大学校全体の業務を市
場化テストにかける

・現状の運営では、稼働率が低く高コス
ト体質になっている。
・当施設の業務は民間の研修関連企業や
人材紹介会社でも実施している事業であ
り、その運営方法や利用者の募集方法、
研修内容等で民間企業の方がノウハウを
有していると考えられる。
・事業運営の効率性という点からも厳し
い競争にさらされている民間企業の方が
高いレベルにあると考えられる。
・職業訓練と紹介が一体的に運営されて
おらず、なかなか職に結びつかない

市場化テストにかける際には、大工などの技能
系とIT等のビジネス系で業務を切り出しそれぞ
れにおいて市場化テストを行うようにする。ま
た、包括的な受注もできるようにしておくこと
が望ましい。
・民間に当業務を委託することで、コスト削減
効果が得られる
・多くの人に活用のチャンスが与えられるよう
になる
・民間の研修ノウハウを活用することで利用者
の能力を向上させるという効果が上がる
・適切なマッチングの件数が増加する

職業開発訓練法第15条では、公設民営が明
確に定義されていないためそれを明確にす
る必要がある。
また同法23条により、同施設による研修を
無料と定めていることから、多様なサービ
スを行うと委託費内で賄えない可能性があ
る。

厚生労働省
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5070 5070B003 個人 3

雇用・能力開発機
構（職業能力開発
短期大学校（1箇
所））

雇用・能力開発機構が運営する職
業能力開発短期大学校全体の業務
を市場化テストにかける

・現状の運営では、稼働率が低く高コス
ト体質になっている。
・当施設の業務は民間の研修関連企業や
人材紹介会社でも実施している事業であ
り、その運営方法や利用者の募集方法、
研修内容等で民間企業の方がノウハウを
有していると考えられる。
・事業運営の効率性という点からも厳し
い競争にさらされている民間企業の方が
高いレベルにあると考えられる。
・職業訓練と紹介が一体的に運営されて
おらず、なかなか職に結びつかない

市場化テストにかける際には、大工などの技能
系とIT等のビジネス系で業務を切り出しそれぞ
れにおいて市場化テストを行うようにする。ま
た、包括的な受注もできるようにしておくこと
が望ましい。
・民間に当業務を委託することで、コスト削減
効果が得られる
・多くの人に活用のチャンスが与えられるよう
になる
・民間の研修ノウハウを活用することで利用者
の能力を向上させるという効果が上がる
・適切なマッチングの件数が増加する

職業開発訓練法第15条では、公設民営が明
確に定義されていないためそれを明確にす
る必要がある。
また同法23条により、同施設による研修を
無料と定めていることから、多様なサービ
スを行うと委託費内で賄えない可能性があ
る。

厚生労働省

5070 5070B004 個人 4

雇用・能力開発機
構（職業能力開発
促進センター（６２
箇所））

雇用・能力開発機構が運営する職
業能力開発促進センターの業務を
市場化テストにかける

・現状の運営では、稼働率が低く高コス
ト体質になっている。
・当施設の業務は民間の研修関連企業や
人材紹介会社でも実施している事業であ
り、その運営方法や利用者の募集方法、
研修内容等で民間企業の方がノウハウを
有していると考えられる。
・事業運営の効率性という点からも厳し
い競争にさらされている民間企業の方が
高いレベルにあると考えられる。
・職業訓練と紹介が一体的に運営されて
おらず、なかなか職に結びつかない

・民間に当業務を委託することで、コスト削減
効果が得られる
・多くの人に活用のチャンスが与えられるよう
になる
・民間の研修ノウハウを活用することで利用者
の能力を向上させるという効果が上がる
・適切なマッチングの件数が増加する

職業開発訓練法第15条では、公設民営が明
確に定義されていないためそれを明確にす
る必要がある。
また同法23条により、同施設による研修を
無料と定めていることから、多様なサービ
スを行うと委託費内で賄えない可能性があ
る。

厚生労働省
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5070 5070B005 個人 5

雇用・能力開発機
構（私の仕事館）の
業務改善と市場化
テスト

雇用・能力開発機構が運営する私
の仕事館の業務を改善し市場化テ
ストにかける

・現状の運営では、稼働率が低く高コス
ト体質になっている。
・しごと館の管理。運営業務は民間にお
いても類似業務が存在する内容であり、
民間委託も可能である。

・業務改善により、無駄な業務の削減が行われ
それによる管理コストの削減が期待される
・さらに、議場かテストを行うことによりさら
なる人件費の削減や利用者の増加やしごと館の
意義拡大が期待される

厚生労働省

5070 5070B006 個人 6

国立青年の家、国
立少年の家、国立
オリンピック記念青
少年センターを統
合の上、研修施設
の管理・運営の市
場化テスト

国立青年の家、国立少年の家、国
立オリンピック記念青少年セン
ターの法人を統合した上でその施
設の管理・運営を市場化テストに
かける

・左記の法人は、青少年の宿泊訓練の施
設運営・宿泊者への指導･助言やし小片教
育者への研修などの業務において重複し
ていることから統合し一括で管理・運営
することが妥当と考える。
・また、研修施設の管理・運営に関して
は民間事業者でも実績がある事業であ
り、当事業を民間も含めて検討する市場
化テストになじむものと考える

・3法人を統合することにより管理コストが削
減される
・さらに、研修施設の管理・運営を市場化テス
トにかけることにより、その業務コストを削減
することができる
・また、民間のノウハウを活用することで新た
なサービスや質の向上が図られサービスレベル
の向上や利用者の満足度の向上が考えられる

文部科学省
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5070 5070B007 個人 7

自動車事故対策機
構における指導・講
習業務等の市場化
テスト

運行管理者の指導公衆業務、運転
者の適正診断業務、重度後遺障害
者、交通遺児等の援護業務を公益
法人も含めて市場化テストにかけ
る

・左記の業務は公益法人でも実施してい
る業務であることから自動車事故対策機
構独自でやる必然性が無い
・また、適正診断業務は各種科学技術の
発達に伴い診断方法等を改良していく必
要がありながらもほとんど変わっていな
いことから業務改善のため民間も含めた
主体者の検討が望ましい

・業務を効率化させることにより経費削減が見
込まれる。また、給与水準が国家公務員に比べ
高いことから給与水準の低い民間に委託するこ
とでこの分のコストダウンも見込める。
・さらに、適正診断業務によっては方法が改良
されることによりその見極め能力が向上すると
いう効果も得られると考えられる。

国土交通省

5070 5070B008 個人 8

労働政策研究・研
修機構における調
査研究、研修等の
市場化テスト

労働政策に関する研究・調査・研
修の業務を市場化テストにかける

当法人の行っている、調査や研究の業務
はシンクタンクやリサーチ会社、研修会
社などの企業においても提供している業
務であることから、民間の創意工夫やコ
スト管理の手法を導入する余地があると
考えられる。

・民間委託することにより、業務が効率化され
コストダウンできる
・採算性の考え方が徹底されることで無駄な調
査・研究が削減され意味のある調査・研究に集
中できる
・民間のノウハウを活用することで研修の効果
の向上が期待できる

厚生労働省
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要望管
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要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号
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容

制度の
所管官庁

その他・要望

5070 5070B009 個人 9

科学技術振興機構
における日本科学
未来館の管理運営
の市場化テスト

日本科学未来館の管理・運営を市
場化テストにかける

・左記の施設は、研修施設の管理・運営
に関しては民間事業者でも類似業務があ
る事業であり、当事業は民間も含めて検
討する市場化テストになじむものと考え
る

・施設の管理・運営を市場化テストにかけるこ
とにより、その業務コストを削減することがで
きる
民間のノウハウを活用することで新たなサービ
スや質の向上が図られサービスレベルの向上や
利用者の満足度の向上が考えられる

科学技術庁

5070 5070B010 個人 10

日本学生支援機構
における奨学事業
相談センター、留学
情報センター、日本
語教育センター、東
京国際交流館等の
包括管理運営委託
の市場化テスト

日本学生支援機構における奨学事
業相談センター、留学情報セン
ター、日本語教育センター、東京
国際交流館等の包括管理運営委託
を市場化テストにかける

・奨学事業相談センター、留学情報セン
ター、日本語教育センター、東京国際交
流館の管理運営業務は宿泊施設の管理運
営であり民間でも行っている業務である
・現在のこれらの運営費は費用が大き
く、業務の効率化の余地が大きいことか
ら市場化テストを実施することで改善効
果を出すことができると考える

・民間に当業務を委託することで、コスト削減
効果が得られる
・民間の管理運営ノウハウを活用することで
サービスレベルの向上が期待できる

文部科学省
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要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容
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その他・要望

5070 5070B011 個人 11

国際交流基金（日
本語国際センター、
関西国際セン
ター、）などの研修
業務の市場化テス
ト

国際交流基金における日本語国際
センター、関西国際センターなど
の研修業務を市場化テストにかけ
る

・当該事業は研修事業やその教材作成な
どであり、民間でも同種の業務を行って
いるものである
・研修業務は、受講者のニーズに合わせ
て提供することで機会提供が増え、習得
効率が上がるものであることから、民間
のノウハウを活用する意義があるものと
考えられる

市場化テストを実施することで次のような効果
が期待できる
・研修業務のコスト削減
・研修受講者の受講機会増加
・研修による習得効率の向上

外務省

5070 5070B012 個人 12

鉄道建設・運輸施
設整備支援機構の
鉄道建設業務と土
地売却業務の市場
化テスト

鉄道建設・運輸施設整備支援機構
における鉄道建設業務と土地売却
業務を市場化テストにかける

・鉄道建設業務は民間事業者でも同等の
業務を行っているものである。
・また、土地売却業務は不動産企業によ
り行われているものであり、告知・価格
交渉等においてノウハウをもっているも
のと考えられる

・民間に当業務を委託することで、コスト削減
効果が得られる
・民間不動産会社のノウハウを活用すること
で、売却件数の増加、売却価格の適正化等が期
待できる
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5070 5070B013 個人 13

日本電気計器検定
所の検定検査の事
務手続きの市場化
テスト

日本電気計器検定所の検定検査事
務の事務手続きを市場化テストに
かける

本法人の検定業務における事務手続きは
単純業務であり、できるだけ効率的かつ
低コストで実施することが望ましい。市
場化テストを実施することで、改善を狙
う。

市場化テストを実施することでコストダウンや
検定期間の短縮等が期待できる。 経済産業省

5070 5070B014 個人 14
バス業務の市場化
テスト

市営で行っているバス運営事業を
民間開放する

現在、バスの運営業務は市営で行ってい
る。しかし、当該業務は民間でも実施さ
れている業務であり、給与体系、運用ノ
ウハウ等において優位を築いていると考
えられる。

民間も含めた事業者を広く募ることで以下のよ
うな効果を生むことができる。

1.コストダウン
業務を効率化させ、給与体系が柔軟な民間と競
争させることでコストが下がる。
2.利用者にとってのサービスの向上
民間の創意工夫により、本数や社内設備、料金
体系等に工夫が生まれサービスが向上する。

総務省
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要望管
理番号

要望事項管
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容
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5070 5070B015 個人 15
地下鉄・鉄道業務
の市場化テスト

市営で行っている地下鉄・鉄道運
営事業を民間開放する

現在、地下鉄・鉄道運営事業はは市営で
行っている。しかし、当該業務は民間で
も実施されている業務であり、給与体
系、運用ノウハウ等において優位を築い
ていると考えられる。

民間も含めた事業者を広く募ることで以下のよ
うな効果を生むことができる。

1.コストダウン
業務を効率化させ、給与体系が柔軟な民間と競
争させることでコストが下がる。
2.利用者にとってのサービスの向上
民間の創意工夫により、本数や社内設備、料金
体系等に工夫が生まれサービスが向上する。

総務省

5070 5070B016 個人 16
パスポート発行業
務の市場化テスト

自治体の旅券発行の処理業務を行
う主体に民間も追加する

現在、都道府県の旅券発行業務は旅券法
により、民間事業者は請け負うことがで
きない。しかし、当該業務は単純処理が
多い。また、都道府県が行う場合にはそ
の組織の性格上休日対応しないなどの不
便が多い。そのために、民間事業者にも
開放することでサービスの改善を図る。

民間も含めた事業者を広く募ることで以下のよ
うな効果を生むことができる。

1.コストダウン・.利用者にとっての料金低下
業務を効率化させ、給与体系が柔軟な民間と競
争させることでコストが下がる。
2.利用者にとってのサービスの向上
平日の時間延長や休日対応、対応場所・手段の
拡大等が可能になる。

旅券法　第21条の２　この法律に規定する
外務大臣の一般旅券に関する事務の一部
は、政令で定めるところにより、都道府県
知事が行うこととすることができる。

外務省
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理番号

要望事項管
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要望事項
（事業名）
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民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5070 5070B017 個人 17
救急業務の市場化
テスト

公益法人が独占している救急業務
を民間開放する

現在、救急業務は救急救命士法１２条に
より、民間事業者は請け負うことができ
ない。しかし、当該業務は現状の公的病
院だけでは迅速に対応できていないケー
スが生じている。

民間も含めた事業者を広く募ることで以下のよ
うな効果を生むことができる。

1.救急業務の対応力の向上
民間事業者も事業に係ることで、救急業務対応
者の全体のキャパシティが向上するため対応力
が向上する。
2.コストダウン
業務を効率化させ、給与体系が柔軟な民間と競
争させることでコストが下がる。
3.利用者の利便性の向上
民間事業者参入により連絡方法や輸送方法、情
報のやり取り等で創意工夫がうまれ利便性が向
上する。

救急救命士法12条1項
厚生労働大臣は、第２項の申請が次のいず
れかに該当するときは、指定登録機関の指
定をしてはならない。
1．申請者が、民法（明治29年法律第89
号）第34条の規定により設立された法人以
外の者であること。

総務省

5070 5070B018 個人 18
病院運営の市場化
テスト

病院運営の主体に民間も加える

現在、医療法39条により、病院運営を民
間事業者は請け負うことができない。し
かし、当該業務はサービス提供という観
点から、民間事業者の施設管理や顧客
サービス、品質管理などのノウハウ活用
の余地が大きいと考える。そのために、
民間事業者にも開放することでサービス
の改善を図る。

民間も含めた事業者を広く募ることで以下のよ
うな効果を生むことができる。

1.利用者にとってのサービス・品質の向上
病院運営に、民間の創意工夫を活用することに
より食事の向上や受付方法の向上、待合時間の
短縮等の向上が見込める。
2.コストダウン
業務を効率化させ、給与体系が柔軟な民間と競
争させることでコストが下がる。

第39条　病院、医師若しくは歯科医師が常
時勤務する診療所又は介護老人保健施設を
開設しようとする社団又は財団は、この法
律の規定により、これを法人とすることが
できる。

厚生労働省
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要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
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具体的
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具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5070 5070B019 個人 19
公立学校の運営管
理の市場化テスト

公立学校等における運営管理の市
場化テスト

現在、自治体が所管している公立学校等
（幼稚園、小学校、中学校、高等学校、
中等教育学校、高等専門学校、盲・ろ
う・養護学校）における運営管理（経理
等の事務、給食調理、保健室運営、図書
館管理、寄宿舎管理、その他施設管理
等）は、各学校ごとに運営されている
が、それぞれ民間事業者がノウハウ・経
験を有しており、市場化テストの趣旨に
合致すると考えられるため

各公立学校等における右記業務に市場化テスト
を実施することにより、コスト削減・サービス
レベル向上が図られるものと期待される

－ 文部科学省

5073 5073A001 株式会社リクルート 1
ヤングハローワー
ク運営事業

厚生労働省が設置・運営する公共
職業安定所のうち、大都市圏にお
けるヤングハローワーク、ヤング
ワークプラザ、の若年者向け職業
紹介施設の一括運営。（たとえ
ば、現在、東京都渋谷区にあるヤ
ングハローワークの運営を一括し
て行うこと。）

厚生労働省は現在、ヤングハローワー
ク、ヤングワークプラザ等若年者向け公
共職業安定所に加えて、地方公共団体が
設置する「ジョブカフェ」において若年
者向けの職業紹介事業を行っているほ
か、雇用・能力開発機構を通じて「ヤン
グﾞ・ジョブスポット」の運営を行ってい
る。また、勤労青少年ホームにおいて
キャリア形成支援事業を実施するなど、
若年者向けの就業支援施策は多岐にわた
る。これらの事業はそもそもの目的や歴
史的背景が異なるとはいえ、直接の実施
主体が異なる等の理由から重複する部分
があったり、一貫性を欠いたりするなど
の問題を抱えている。将来的には、若年
者に対する就業支援施設を集約する必要
があると考える。その端緒として、厚生
労働省が大都市圏に設置しているヤング
ハローワークの運営を一括して民間に任
せ、民間が得意とするキャリアカウンセ
リング技術を生かし、また、世の中に散
在している求人情報や派遣情報などを含
む多様な就業チャネルも活用しながら、
効率的で成果のあがる就業支援を行う必
要があると考える。
なお、若年者の中には、将来的に公的支
援から切り離し、民間のサービス（＝事
業主または個人等による受益者負担）に
より運営できる可能性のある層が一定の
割合で存在するものと思われる。

ヤングハローワーク等の若年者向け職業紹介施
設の機能を民間が完全に代替するため、責任者
および従業員は民間事業者の者とするほか、事
業企画・運営を民間事業者の手によって主体的
に行う観点から、少なくとも以下の措置が必要
と考える。なお、現在の施設および什器・備品
等はそのまま民間事業者が使用することを前提
とする。
・ヤングハローワークは「概ね30歳未満の」若
年者を対象にしており、それ以外の求職者には
同じ地域にある公共職業安定所がサービスを提
供していることから、同一管内にある公共職業
安定所とは、現在の両者の役割分担と同様に、
お互いの求職者をスムーズに案内できるような
協力関係のもとに運営する。
・ヤングハローワークにおいても4週間に1度の
失業認定を行うため、認定業務そのものを民間
事業者に委ねるか、これが困難である場合に
は、必要に応じて公共職業安定所の職員を若干
名配置する。
・公共職業安定所が持つ求人情報の全国的な
ネットワークを損なわないよう、ヤングハロー
ワーク等においても「総合的雇用情報システ
ム」および「求人自己検索端末」等の情報を民
間事業者が使用できることとする。
・その他、公共職業安定所が全国一律に提供し
ているサービスについても同様に、民間事業者
が使用できることとする。

職業安定法第32条の3第2項において、「手
数料を求職者から徴収することが当該求職
者の利益のために必要であると認められる
ときとして厚生労働省令で定めるとき」に
手数料が徴収できる旨が規定されている。
現在は、「芸能家又はモデルの職業に紹介
した求職者」および「年収700万円超の科
学技術者、経営管理者又は熟練技能者の職
業に紹介した求職者」が手数料徴収の対象
となっているが、将来的に国の予算への依
存を可能な限り少なくする観点から、一定
の範囲・条件下でいわゆる受益者負担を実
現するべく、対象や名目等に関する制限を
緩和していただきたい。

厚生労働省

●市場化テストの実施期間
中は公共職業安定所と同様
に「無料」職業紹介事業を
行うことになると考える
が、将来的に国の予算への
依存を可能な限り少なくす
る観点から、「有料」事業
を行いたい。このため、職
業紹介事業を行うに当たっ
ては、有料職業紹介事業の
許可を取得したいと考えて
いる。

●昨年10月6日の規制改革・
民間開放推進会議　雇用・
労働ワーキンググループの
会合において、高校生の職
業紹介について民間事業者
が何らの制限なくこれを行
うことができるとの考えが
厚生労働省から示されたと
ころであるが、これを事業
主および文部科学省、都道
府県教育委員会、高校現場
等に周知し、学校と事業
主、民間事業者の協力が一
層進むよう尽力願いたい。

●本来の目的である求職者
の就業・定着を実現するた
め、いわゆる職業紹介に限
らず、民間事業者の援助に
よる求職者の自律的な就職
活動で就業した場合も含め
た就職件数およびその効率
を事業評価の対象としてい
ただきたい。

●現在のヤングハローワー
ク運営に関する全ての諸経
費 業務の流れと内容 そ
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5074 5074B001
株式会社　日刊編集
センター

1
消費者被害防止の
ための情報提供業
務

国民生活センター業務方法書第2章
第3条三「国民生活の改善に関する
情報を放送、出版、インターネッ
ト等を媒体として提供する」の
内、インターネット等を媒体とす
る情報提供業務を民間開放する。

民間ノウハウ導入でIT活用をさらに推
進、これにより現行のホームページ以外
の新たな情報提供方法構築が期待でき、
消費者被害未然防止、拡大防止のための
情報を、広く遍く速やかに、かつ着実に
提供することが可能になる。

１：国民生活センター収集・分析の情報を、全
国の新聞社、雑誌社、放送局、ポータルサイト
等マスコミ各社に向け、加工・配信し、各媒体
のコンテンツに活用してもらうことで情報の浸
透を図る（弊社は、テレビ・ラジオ番組情報や
スポーツ情報の配信を主業務としており、全国
122媒体の新聞・雑誌、約50媒体の放送局・
ポータルサイト等と営業実績があり、各媒体の
性質に適応するコンテンツ創出・配信ノウハウ
を蓄積している）。２：国民生活センター携帯
サイトの管理・運用を民間委託することで、必
要とされる情報を必要とする消費者に着実に届
けるための創意工夫を図る（弊社では、番組情
報・スポーツ情報の携帯サイト向け加工・配信
を行っており、携帯向けコンテンツ創出のノウ
ハウを蓄積している）。３：視覚障がい者への
音声による情報提供、高齢者へのＦＡＸによる
情報提供などハンディキャップを持つ方への情
報提供（弊社では、日本視覚障がい情報普及支
援協会へ日本発のＳＰコード版テレビ番組表
データを配信しており、ハンディキャップを持
つ方への情報提供の実績がある。また、音声変
換システムを使った情報配信やダイヤルＱ２を
利用したＦＡＸ情報配信も行っている）。

独立行政法人国
民生活センター

･添付資料　「ＳＰコード版テレビ番
組表」について（弊社ホームページよ
り）＞具体的事業の実施内容の３の項

5078 5078B001 個人 1
自動車税の支払
（納付）代行業務

自動車税のクレジットカード決済
での支払の許可

現行、現金払いや口座振替などによる納
付が認められてるが、新たな支払手段と
してオンラインによるクレジットカード
決済での支払代行を行う。分割払や一括
払い等、支払い方法を選択できることで
利用者の負担を軽減し収納の確実性も増
す。

各都道府県のホームページ上で自宅のパソコン
からクレジット支払情報を入力することによ
り、２４時間支払を受け付ける。パソコン・自
動車税納税通知書番号による個人の特定、暗号
化通信によるセキュリティを確保してデータ管
理をする。自動車税納税通知書にコードを割り
振ることで紐付けが可能。オンライン上の決済
のため受付窓口におけるカード読み取り機の設
置が不要である。回収業務も軽減され、カード
会社からの入金を確認するのみ。

各都道府県
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5078 5078B002 株式会社ゼロ 2
軽自動車税の支払
（納付）代行業務

軽自動車税のクレジットカード決
済での支払の許可

現行、現金払いや口座振替などによる納
付が認められてるが、新たな支払手段と
してオンラインによるクレジットカード
決済での支払代行を行う。分割払や一括
払い等、支払い方法を選択できることで
利用者の負担を軽減し収納の確実性も増
す。

各市区町村のホームページ上で自宅のパソコン
からクレジット支払情報を入力することによ
り、２４時間支払を受け付ける。パソコン・自
動車税納税通知書番号による個人の特定、暗号
化通信によるセキュリティを確保してデータ管
理をする。自動車税納税通知書にコードを割り
振ることで紐付けが可能。オンライン上の決済
のため受付窓口におけるカード読み取り機の設
置が不要である。回収業務も軽減され、カード
会社からの入金を確認するのみ。

各市区町村

5078 5078B003 株式会社ゼロ 3
不動産取得税の支
払（納付）代行業務

不動産取得税のクレジットカード
決済での支払の許可

現行、都税事務所（都税支所）・支庁の
窓口のほか、銀行などの金融機関・郵便
局での現金納付が認められてるが、新た
な支払手段としてオンラインによるクレ
ジットカード決済での支払代行を行う。
不動産は高額になるため購入者の負担が
大きい。分割払等支払い方法を選択でき
ることで利用者の負担を軽減し収納の確
実性も増す。

各都道府県のホームページ上で自宅のパソコン
からクレジット支払情報を入力することによ
り、２４時間支払を受け付ける。パソコン・納
税通知書による個人の特定、暗号化通信による
セキュリティを確保してデータ管理をする。納
税通知書にコードを割り振ることで紐付けが可
能。オンライン上の決済のため受付窓口におけ
るカード読み取り機の設置が不要である。

各都道府県
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5078 5078B004 株式会社ゼロ 4
固定資産税の支払
（納付）代行業務

固定資産税のクレジットカード決
済での支払の許可

現行、納税通知書により現金払いや口座
振替で年4回に分けて納めるが、オンライ
ンのクレジットカード決済を導入するこ
とで支払手段が増えサービスの向上につ
ながる。

各都道府県のホームページ上で自宅のパソコン
からクレジット支払情報を入力することによ
り、２４時間支払を受け付ける。パソコン・納
税通知書による個人の特定、暗号化通信による
セキュリティを確保してデータ管理をする。納
税通知書にコードを割り振ることで紐付けが可
能。オンライン上の決済のため受付窓口におけ
るカード読み取り機の設置が不要である。

各都道府県

5078 5078B005 株式会社ゼロ 5
法務省オンライン
申請システムの支
払（納付）代行業務

法務省オンラインシステム申請手
数料のクレジットカード決済での
支払の許可

法務省が行なっているオンライン申請シ
ステムを利用した場合、現在の支払手段
は、ATMやインターネットバンキングであ
るが、新たにオンラインでのクレジット
カード決済を導入したい。申請システム
画面上から支払い画面にリンクさせるこ
とで利用者の利便性が増す。また分割払
や一括払い等、支払い方法を選択できる
ことで負担を軽減し収納の確実性も増
す。

オンライン申請システムのホームページ上でパ
ソコンからクレジット支払情報を入力すること
により、２４時間支払を受け付ける。申請者Ｉ
Ｄおよびパスワードよる個人の特定、暗号化通
信によるセキュリティを確保してデータ管理を
する。オンライン上の決済のため受付窓口にお
けるカード読み取り機の設置が不要である。

法務省、国税庁
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5078 5078B006 株式会社ゼロ 6
贈与税の支払（納
付）代行業務

贈与税のクレジットカード決済で
の支払の許可

贈与税は税務署、金融機関や郵便局の窓
口で現金一括支払いが原則であるが、一
度に多額の納税をすることが難しい場合
もあり、５年以内の年賦により納税する
延納という方法もある。しかし条件であ
る担保の提供ができない場合もあり、分
割払も選択できるクレジットカード決済
での支払代行を行ないたい。利用者の負
担を軽減し収納の確実性も増すと考え
る。

国税庁のホームページ上で自宅のパソコンから
クレジット支払情報を入力することにより、２
４時間支払を受け付ける。パソコン・納税通知
書による個人の特定、暗号化通信によるセキュ
リティを確保してデータ管理をする。納税通知
書にコードを割り振ることで紐付けが可能。オ
ンライン上の決済のため受付窓口におけるカー
ド読み取り機の設置が不要である。

国税庁

5078 5078B007 株式会社ゼロ 7
所得税の支払（納
付）代行業務

所得税のクレジットカード決済で
の支払の許可

国税電子申告・納税システム（ｅ－Ｔａ
ｘ）利用時の所得税納付方法はインター
ネットバンキングが認められているが、
オンラインのクレジットカード決済を導
入することで支払手段が増えサービスの
向上につながる。また、分割払や一括払
い等の支払い方法を選択できることで負
担を軽減することができる。

国税電子申告・納税システム（ｅ－Ｔａｘ）上
で自宅のパソコンからクレジット支払情報を入
力することにより、２４時間支払を受け付け
る。税務署から割り振られる利用者識別番号、
暗証番号による個人の特定、暗号化通信による
セキュリティを確保してデータ管理をする。オ
ンライン上の決済のため受付窓口におけるカー
ド読み取り機の設置が不要である。

国税庁
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5078 5078B008 株式会社ゼロ 8
印紙税の支払（納
付）代行業務

印紙のクレジットカード決済での
支払の許可

現行、印紙を購入するには現金払いしか
認められていない。新たなの支払手段と
して印紙をオンラインによるクレジット
カード決済で支払を行ないたい。印紙は
課税文書に貼り付けた時点で課税され、
印紙の購入自体は税金の支払ではない。
しかし印紙分は現金でしか払うことがで
きない。印紙を購入するという考え方で
オンラインによるクレジットカード決済
を行いたい。分割払や一括払い等、支払
い方法を選択できることで負担を軽減し
収納の確実性も増す。

国税局のホームページ上で自宅のパソコンから
クレジット支払情報を入力することにより、２
４時間支払を受け付ける。パソコン・識別番号
による個人の特定、暗号化通信によるセキュリ
ティを確保してデータ管理をする。オンライン
上の決済のため受付窓口におけるカード読み取
り機の設置が不要である。

国税庁

5078 5078B009 株式会社ゼロ 9
車検申請時におけ
る印紙税の支払
（納付）代行業務

車検申請時における印紙のクレ
ジットカード決済での支払の許可

現行、印紙を購入するには現金払いしか
認められおらず、新たな支払手段として
印紙をオンラインによるクレジットカー
ド決済で支払を行ないたい。印紙は課税
文書に貼り付けた時点で課税され、印紙
の購入自体は税金の支払ではない。しか
し車検時に車検業者に支払いを行なう場
合、検査料はクレジットカードが利用で
きる場合があるが、印紙分は現金でしか
払うことができない。印紙を購入すると
いう考え方でオンラインによるクレジッ
トカード決済を行いたい。分割払や一括
払い等、支払い方法を選択できることで
負担を軽減し収納の確実性も増す。

陸運局のホームページ上で自宅のパソコンから
クレジット支払情報を入力することにより、２
４時間支払を受け付ける。パソコン・ナンバー
プレートによる個人の特定、暗号化通信による
セキュリティを確保してデータ管理をする。オ
ンライン上の決済のため受付窓口におけるカー
ド読み取り機の設置が不要である。

国税庁
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5078 5078B010 株式会社ゼロ 10
自動車重量税の支
払（納付）代行業務

自動車重量税のクレジットカード
決済での支払の許可

車検を依頼する場合、車検業者の検査料
はクレジットカード決済ができる場合も
あるが、自動車重量税は現金払いとなっ
てしまう。自動車重量税もまとめてクレ
ジットカード決済ができればで利用者の
利便性が向上する。分割払や一括払い
等、支払い方法を選択できることで負担
を減らすこともできる。

陸運局のホームページ上で自宅のパソコンから
クレジット支払情報を入力することにより、２
４時間支払を受け付ける。パソコン・ナンバー
プレートによる個人の特定、暗号化通信による
セキュリティを確保してデータ管理をする。オ
ンライン上の決済のため受付窓口におけるカー
ド読み取り機の設置が不要である。

国税庁

5078 5078B011 株式会社ゼロ 11
国民健康保険の支
払（納付）代行業務

国民健康保険のクレジットカード
決済での支払の許可

現状では口座振替や役所・銀行・郵便局
での窓口支払が認められているが、新た
なの支払手段としてオンラインによるク
レジットカード決済で支払を行ないた
い。外国人を含む支払者にとって支払い
方法を選択できることで利便性が向上す
る。クレジットカードは口座振替同様に
継続支払等が選択できるため収納の確実
性がある。書類保管ではなくデータ処理
することにより管理が容易になり、徴収
員による集金の手間も軽減できる。

保険年金課などホームページ上で自宅のパソコ
ンからクレジット支払情報を入力することによ
り、２４時間支払を受け付ける。毎月自動継続
支払なども申請時に受け付ける。パソコン・保
険番号による個人の特定、暗号化通信によるセ
キュリティを確保してデータ管理をする。回収
業務も軽減され、カード会社からの入金を確認
するのみ。オンライン上の決済のため受付窓口
におけるカード読み取り機の設置も不要であ
る。

社会保険庁
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5078 5078B012 株式会社ゼロ 12
国民年金の支払
（納付）代行業務

国民年金のクレジットカード決済
での支払の許可

国民年金の未納者対策は急務となってい
る。未納の原因は年金制度への不安感、
支払手続きの煩雑さ・億劫さなどが上げ
られている。特に学生など若年者に対し
てホームページ上での情報提供とオンラ
イン支払いができれば効果は大きい。支
払者にとっては支払い方法を選択できる
ことで利便性が向上する。クレジット
カードでは口座振替同様に継続支払等が
選択できるため、支払者の負担を軽減さ
せ収納の確実性が増す。書類保管ではな
くデータ処理することにより管理が容易
になり、徴収員による集金の手間も軽減
できる。サービス導入によりカード手数
料負担を上回る納付増が期待できる。

厚生労働省の電子申請届出システムなどのホー
ムページ上で自宅のパソコンからクレジット支
払情報を入力することにより、２４時間支払を
受け付ける。毎月自動継続支払なども申請時に
受け付ける。年金番号による個人の特定、暗号
化通信によるセキュリティを確保してデータを
管理する。回収業務も軽減され、カード会社か
らの入金を確認するのみ。オンライン上の決済
のため受付窓口におけるカード読み取り機の設
置も不要である。

社会保険庁

5078 5078B013 株式会社ゼロ 13
国立大学受験料・
授業料の支払（納
付）代行業務

国立大学の受験料・授業料、寮費
等学生生活関連費用のクレジット
カード決済での支払の許可

現行、大学によって口座振替、口座振
込、収納代行などの支払手段があるが、
国立大学の受験料・授業料、寮費につい
て、オンラインによるクレジットカード
決済を導入したい。学生、親族にとって
1ヶ月毎の継続課金等支払い方法を選択す
ることで負担を軽減できる。利便性と収
納の確実性も増し、学校側にとっても滞
納者への回収業務の削減に繋がる。

国立大学のホームページ上でクレジット支払情
報を入力することにより、２４時間支払を受け
付ける。毎月自動継続支払なども入学時に受け
付ける。学生番号による個人の特定、暗号化通
信によるセキュリティを確保してデータを管理
する。回収業務も軽減され、カード会社からの
入金を確認するのみ。オンライン上の決済のた
め受付窓口におけるカード読み取り機の設置も
不要である。

文部科学省
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5078 5078B014 株式会社ゼロ 14
国立大学受験料・
授業料の支払（納
付）代行業務

県立・都立高校の受験料・授業
料、寮費等学生生活関連費用のク
レジットカード決済での支払の許
可

現行、高校によって口座振替などの支払
手段があるが、受験料・授業料、寮費に
ついて、オンラインによるクレジット
カード決済を導入したい。学生、親族に
とって1ヶ月毎の継続課金等支払い方法を
選択することで負担を軽減できる。利便
性と収納の確実性も増し、学校側にとっ
ても滞納者への回収業務の削減に繋が
る。

県立・都立高校のホームページ上でクレジット
支払情報を入力することにより、２４時間支払
を受け付ける。毎月自動継続支払なども入学時
に受け付ける。学生番号による個人の特定、暗
号化通信によるセキュリティを確保してデータ
を管理する。回収業務も軽減され、カード会社
からの入金を確認するのみ。オンライン上の決
済のため受付窓口におけるカード読み取り機の
設置も不要である。

文部科学省

5078 5078B015 株式会社ゼロ 15
国立大学受験料・
授業料の支払（納
付）代行業務

県立・都立中学校の受験料・授業
料、寮費等学生生活関連費用のク
レジットカード決済での支払の許
可

現行、中学校によって口座振替などの支
払手段があるが、受験料・授業料、寮費
について、オンラインによるクレジット
カード決済を導入したい。学生、親族に
とって1ヶ月毎の継続課金等支払い方法を
選択することで負担を軽減できる。利便
性と収納の確実性も増し、学校側にとっ
ても滞納者への回収業務の削減に繋が
る。

県立・都立中学校のホームページ上でクレジッ
ト支払情報を入力することにより、２４時間支
払を受け付ける。毎月自動継続支払なども入学
時に受け付ける。学生番号による個人の特定、
暗号化通信によるセキュリティを確保してデー
タを管理する。回収業務も軽減され、カード会
社からの入金を確認するのみ。オンライン上の
決済のため受付窓口におけるカード読み取り機
の設置も不要である。

文部科学省
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5078 5078B016 株式会社ゼロ 16
国立大学受験料・
授業料の支払（納
付）代行業務

県立・都立小学校の受験料・授業
料、寮費等学生生活関連費用のク
レジットカード決済での支払の許
可

現行、小学校によって口座振替などの支
払手段があるが、受験料・授業料、寮費
について、オンラインによるクレジット
カード決済を導入したい。学生、親族に
とって1ヶ月毎の継続課金等支払い方法を
選択することで負担を軽減できる。利便
性と収納の確実性も増し、学校側にとっ
ても滞納者への回収業務の削減に繋が
る。

県立・都立小学校のホームページ上でクレジッ
ト支払情報を入力することにより、２４時間支
払を受け付ける。毎月自動継続支払なども入学
時に受け付ける。学生番号による個人の特定、
暗号化通信によるセキュリティを確保してデー
タを管理する。回収業務も軽減され、カード会
社からの入金を確認するのみ。オンライン上の
決済のため受付窓口におけるカード読み取り機
の設置も不要である。

文部科学省

5078 5078B017 株式会社ゼロ 17
公団の家賃の支払
代行業務

公団家賃・共益費のクレジット
カード決済での支払の許可

公団は家賃・共益費滞納の問題を抱えて
おり、新たな決済手段としてクレジット
カード決済を導入する。支払者にとって
支払い方法を選択できることで利便性が
向上する。クレジットカードは口座振替
同様に継続支払等ができるため収納の確
実性があり、公団にとっても滞納者への
回収業務の削減に繋がる。

公団の入居契約時・更新時に都市再生機構など
のホームページ上や窓口でクレジット支払情報
を入力することにより、２４時間支払を受け付
ける。毎月自動継続支払なども契約時・更新時
に受け付ける。抽選番号による個人の特定、暗
号化通信によるセキュリティを確保してデータ
を管理する。回収業務も軽減され、カード会社
からの入金を確認するのみ。オンライン上の決
済のため受付窓口におけるカード読み取り機の
設置も不要である。
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5078 5078B018 株式会社ゼロ 18
刑事罰の罰金の支
払代行業務

罰金のクレジットカードでの支払
の許可

罰金は裁判により刑事罰として科せられ
たものであり，必ず，所定の期間内に検
察庁に一括で納付すべきものである。現
在は検察庁が指定する方法で検察庁指定
の金融機関に納めるか，又は検察庁に直
接納める。オンラインでのクレジット
カード決済を行なうことで支払者にとっ
ての利便性が増し、検察側も一括で入金
を受け収納の確実性も増し、滞納者への
回収業務の削減に繋がる。

ホームページ上で自宅のパソコンからクレジッ
ト支払情報を入力することにより、２４時間支
払を受け付ける。検察はカード会社からの入金
を確認するのみ。オンライン上の決済のため受
付窓口におけるカード読み取り機の設置も不要
である。

法務省、検察庁

5078 5078B019 株式会社ゼロ 19
道路交通法違反の
反則金の支払（納
付）代行業務

道路交通法違反反則金のクレジッ
トカードでの支払の許可

反則金は滞納が数多く発生している。ク
レジットカードでの決済をオンラインで
行なうことにより滞納や支払い忘れを防
ぎ、更には回収業務の削減に繋がる。ま
た支払者にとっても支払い方法を選択で
きることで負担が軽減し、収納の確実性
が増す。書類保管ではなくデータ処理す
ることにより管理が容易になる。

ホームページ上で自宅のパソコンからクレジッ
ト支払情報を入力することにより、２４時間支
払ができる。反則番号による個人の特定、暗号
化通信によるセキュリティを確保してデータを
管理する。管轄ではデータシステムへ入金情報
を反映させることにより管理が可能。オンライ
ン上の決済のため受付窓口におけるカード読み
取り機の設置も不要である。

警察庁
国土交通省
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5078 5078B020 株式会社ゼロ 20
奨学金の返済代行
業務

奨学金のクレジットカード決済で
の返済の許可

奨学金は滞納が数多く発生している。奨
学金申請時にオンラインでクレジット
カードでの決済を行なうことにより滞納
や支払い忘れを防ぎ、更には回収業務の
削減に繋がる。また支払者にとっても1ヶ
月毎の継続課金、分割払や一括払い等、
支払い方法を選択でき負担が軽減し、収
納の確実性が増す。書類保管ではなく
データ処理することにより管理が容易に
なる。

ホームページ上で申請時に自宅のパソコンから
クレジット支払情報を入力することにより、２
４時間支払を受け付ける。毎月自動継続支払な
ども申請時に受け付ける。パソコン・申請番号
による個人の特定、暗号化通信によるセキュリ
ティを確保してデータ管理をする。回収業務も
軽減され、カード会社からの入金を確認するの
み。オンライン上の決済のため受付窓口におけ
るカード読み取り機の設置も不要である。

5078 5078B021 株式会社ゼロ 21
国営・県営のス
ポーツ施設利用料
支払代行業務

国営・県営スポーツ施設利用料の
クレジットカードでの支払の許可

東京都で行っているけやきネット等、イ
ンターネットを利用した施設予約が多い
が、支払手段は口座振替、現金払いしか
ない。新たな決済手段としてオンライン
によるクレジット決済を導入したい。施
設予約画面上にクレジット決済リンク画
面を設け、決済もネット上で行うことで
当日の突然のキャンセルを防ぐことがで
きる。現在、予約者と利用者が異なる問
題が発生しているが、クレジットカード
決済のため本人確認も行なうことが可
能。

予約ホームページ上で申請時に自宅のパソコン
からクレジット支払情報を入力することによ
り、２４時間支払を受け付ける。利用者登録番
号・パスワードによる個人の特定、暗号化通信
によるセキュリティの確保してデータ管理をす
る。オンライン上の決済のため受付窓口におけ
るカード読み取り機の設置も不要である。

各都道府県
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5078 5078B022 株式会社ゼロ 22
小学校給食費の支
払代行業務

小学校給食費のクレジットカード
での支払許可

現行、口座振替による支払いが認められ
てるが、支払い手段を増やすことで負担
軽減、利便性と収納の確実性が増す。学
校側にとっても滞納者への回収業務の削
減に繋がる。1ヶ月毎の継続課金も可能。

ホームページ上でクレジット支払情報を入力す
ることにより、２４時間支払を受け付ける。毎
月自動継続支払なども入学時に受け付ける。学
生番号による個人の特定、暗号化通信によるセ
キュリティを確保してデータを管理する。回収
業務も軽減され、カード会社からの入金を確認
するのみ。オンライン上の決済のため受付窓口
におけるカード読み取り機の設置も不要であ
る。

各都道府県

5078 5078B023 株式会社ゼロ 23
中学校給食費の支
払代行業務

中学校給食費のクレジットカード
での支払許可

現行、口座振替による支払いが認められ
てるが、支払い手段を増やすことで負担
軽減、利便性と収納の確実性が増す。学
校側にとっても滞納者への回収業務の削
減に繋がる。1ヶ月毎の継続課金も可能。

ホームページ上でクレジット支払情報を入力す
ることにより、２４時間支払を受け付ける。毎
月自動継続支払なども入学時に受け付ける。学
生番号による個人の特定、暗号化通信によるセ
キュリティを確保してデータを管理する。回収
業務も軽減され、カード会社からの入金を確認
するのみ。オンライン上の決済のため受付窓口
におけるカード読み取り機の設置も不要であ
る。

各都道府県
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5084 5084B001 民間企業 1 統計調査事業

現在官が行っている指定統計・承
認統計のうち、企業や事業所を被
調査先とする統計調査事業に関す
る業務。
具体的には、調査実施時期や規
模、法規制の緩和状況などの要件
が揃えば、下記に掲げる調査事業
などが市場化テストの対象になる
と考えます。

（内閣府所轄の承認統計）企業行
動に関するアンケート調査、法人
企業景気予測調査
（総務省所轄の指定統計）個人企
業経済調査、事業所・企業統計、
サービス業基本調査
（経済産業省の指定統計）商業統
計調査、工業統計調査、特定サー
ビス産業実態調査、企業活動基本
調査、工場立地動向調査
（中小企業庁所轄の承認統計）企
業経営実態調査、企業金融環境実
態調査、下請中小企業短期動向調
査、中小企業経営調査、商業・ｻｰ
ﾋﾞｽ業設備投資動向調査
その他、平成１７年度に資源エネ
ルギー庁が実施する予定のエネル
ギー統計など企業・事業所を被調
査先とする統計調査。

（１） 企業を被調査先とする調査は、調
査後の倒産や開業、合併・休眠・廃業な
どを迅速に反映できておらず、実態との
ズレが生じているが、民間などの各種
データを活用して統計データを更新すれ
ば実態性を高められます。
（２） 民間の「名寄せ」の技術などを活
用すれば、被調査先企業を効率的に一元
管理でき、各種統計調査を一つのデータ
ベースように登録・保管、多面的な検索
が可能となり、民間活用を促進させるこ
とができる。
（３） 民間が先行するオンライン調査の
技術が導入でき、より迅速な調査報告が
可能となる。

（１）統計法５条：政府、地方公共団体の
長又は教育委員会は、指定統計調査のた
め、人又は法人に対して申告を命ずること
ができる。
→ 国等から委託を受けた事業者も、人又
は法人等に対して申告を命ずることができ
るようにしていただきたい。
（２）統計法12条：統計調査員を置くこと
ができるのは、政府、地方公共団体の長又
は教育委員会に限られている。
→ 委託を受けた事業者も統計調査員を置
くことができるように改正していただきた
い。
（３）統計報告調整法第３条：「統計報
告」の定義は、「行政機関が、直接又は地
方公共団体の機関を通じ、人又は法人等に
対して、報告様式を示して提出を求める一
定の時点又は期間についての報告」と定義
されており、民間事業者が被調査主体に対
して報告を求める際に問題があるのではな
いか。 → 「直接又は地方公共団体の機関
を通じ」を「直接、地方公共団体又はそれ
らのものから委託を受けた機関を通じ」に
していただきたい。
（４）「統計調査の民間委託に関るガイド
ライン」（平成17年３月31日各府省統計主
管課長等会議申合せ）：民間委託の推進対
象業務の範囲等の（注）において、調査員
調査による統計調査の民間委託を推進対象
としないと定義されているように理解でき
ます。
→調査員調査の民間委託推進のガイドライ
ンを作っていただきたい。

総務省

5086 5086B001

グッド
ウィル・
グループ
　
ヒュー・マネジメン
ト・ジャパン㈱

1

ハローワーク再就
職希望者の相談窓
口及び事務手続き
業務

現在、ハローワーク殿が行ってい
る再就職希望者に対する一連業務
の民間開放提案
提案業務
①再就職相談窓口
②求職票等の作成指導
③登録事務手続き
　

＊上記については、現在、（財）
高年齢者雇用開発協会殿より「民
間委託による長期失業者の就職支
援事業」を受託し対応させて頂い
ている経験にもとずく。

提案理由
①再就職支援一連
　業務の一括請負に
 よるトータル業務効
 率向上
②求職者の方にとって
   の繰り返し説明等の
   手間削減。　等

１．競争条件
コスト面等だけでなく、サービスの内容につい
ても競争条件に織り込んで頂きたい。
２．理由
再就職支援事業においては、より良いサービス
を提供するということが最大の使命であるた
め。

職業安定法 厚生労働省
ハローワーク殿が行って
いる詳細の業務内容とそ
れにかかる労力、人材
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5086 5086B002

グッド
ウィル・
グループ

ヒュー・マネジメン
ト・ジャパン㈱

2
再就職関連助成金
の事務処理業務

現在、当社に登録頂いた方が再就
職された時、当社としてご本人に
助成金の主旨、内容、手続きにつ
いてご説明し、その後ハローワー
ク殿にて書類処理をされており、
このハローワーク殿の書類処理に
ついて民間開放を提案
提案業務
①再就職助成金事務手続き
　

　

提案理由
①再就職助成金事務
　　手続きの一括請負
　　によるトータル業務
　　効率の向上

特になし。 職業安定法 厚生労働省
助成金手続きに関するハ
ローワークとしての業務
量

5086 5086B003

グッド
ウィル・
グループ

ヒュー・マネジメン
ト・ジャパン㈱

3
求人開拓コンサル
タント業務の請負

当社は再就職支援事業を営む中で
ベテランの求人開拓コンサルタン
トを使い、得意先企業より求人案
件の発掘に努めているが、その求
人案件のご紹介を含めた求人開拓
コンサルタント業務をハローワー
ク殿から民間に開放提案。
提案業務
①面接指導
②求人案件紹介
③面接後フォロー
④職場定着フォロー

＊特に、長期失業者
　の再就職達成につい
　ては、求人開拓コン
　サルタントの関与が
　非常に重要であり、
　この点で当社の特徴、
　強みを活用頂きたい。

提案理由
①求人開拓コンサルタントのノウハウ及
び求人案件の拡大活用

求人開拓コンサルタント業務については、求人
案件の量とともに質も重要視しており、競争条
件の一つとして織込み希望

職業安定法 厚生労働省
ハローワーク殿で行って
いる求人開拓業務の具体
的内容と仕事量
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5086 5086B004

グッド
ウィル・
グループ

ヒュー・マネジメン
ト・ジャパン㈱

4
各種セミナーの請
負

ハローワーク殿で開催している再
就職の方に対する各種セミナー講
師及び中小企業向け人事、社内研
修等についてのコンサルティング
提案業務
①永年の実務により蓄積した再就
職支援活動に対するノウハウ等を
講義
②人事コンサルテーション実務経
験の活用

提案理由
①再就職支援、人事コンサルテーション
実務経験のハローワーク殿での活用

特になし。 職業安定法 厚生労働省 講座開設内容及び頻度

5086 5086B005

グッド
ウィル・
グループ

ヒュー・マネジメン
ト・ジャパン㈱

5
高年齢者に対する
雇用活動支援

現在当社として、再就職支援業、
シニア派遣業等を行っているが、
その中で多くの高年齢者に対する
雇用を取り扱っており、シルバー
人材センター殿からの民間解放を
提案
提案業務
①再就職に関する業務の一括請負
②シルバー人材センターの請負・
受託事業

提案理由
①民間業者の活用による就労希望者に対
する雇用機会の拡大

１．競争条件
コスト面等だけでなく、サービスの内容につい
ても競争条件に織り込んで頂きたい。
２．理由
再就職支援事業、人材派遣事業においては、よ
り良いサービスを提供するということが最大の
使命であるため。

当社としては、再就職支援業、人材派遣業
を営んでおり、シルバー人材センター業務
についても同類であると考える。従って、
特に法規制上問題ないと考える。

シルバー人材セ
ンター

シルバー人材センター殿
が行っている詳細の業務
内容とそれにかかる労
力、人材
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5086 5086B006

グッド
ウィル・
グループ

ヒュー・マネジメン
ト・ジャパン㈱

6
退職自衛官に対す
る再就職支援

既に一部で民間会社によるトライ
アルを実施しており、民間開放を
提案中。

提案業務
①調査票作成以降の再就職支援業
務

提案理由
①当社全国拠点を再就職支援拠点として
有効利用

１．競争条件
コスト面等だけでなく、サービスの内容につい
ても競争条件に織り込んで頂きたい。
２．理由
再就職支援事業においては、より良いサービス
を提供するということが最大の使命であるた
め。

有料職業紹介業務の範囲内での委託であ
り、職業安定法上特に問題ないと考える。

防衛庁

防衛庁殿が行っている詳
細の再就職支援業務内容
とそれにかかる労力、人
材（但し、当社として
は、参画している、「退
職自衛官再就職支援協議
会」等を通じて情報入手
済み）

5086 5086B007

グッド
ウィル・
グループ

ヒュー・マネジメン
ト・ジャパン㈱

7

財団法人産業雇用
安定センターが
行っている出向・移
籍支援事業／在職
者職業紹介事業

「現在、財団法人産業雇用安定セ
ンターが実施している出向・移籍
支援事業／在職者職業紹介事業」
の民間開放提案

提案業務
①出向・移籍支援事業
・ご連絡いただいた企業への訪問
・受入れ、送出しの希望条件等の
確認、登録
・ニーズに応じた求人情報、求職
情報の提供
・マッチング（出向・移籍の相
談、仲介）
・出向・移籍の成立
②在職者職業紹介事業
・転職希望者の相談対応
・求職の申し込み受付け
・カウンセリングの実施
・求人企業の紹介
・選考面接、転職成立

現行の出向・移籍支援事業／在職者職業
紹介事業を民間のノウハウを持って効率
的に実施することができ、かつ利用者の
満足度をあげることも可能と考えるため

＊当社が再就職支援事業で培ってきたノ
ウハウが活かせると考えています。

職業紹介事業について、その付帯業務取り扱い
に対する規制緩和

職業安定法 厚生労働省

競争条件
・コスト面、サービス内
容による競争
現在産業雇用安定セン
ターが行っている詳細の
業務内容、業務実施にあ
たってのコスト、組織、
人員
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要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5086 5086B008

グッド
ウィル・
グループ

ヒュー・マネジメン
ト・ジャパン㈱

8

長期失業者
再就職に係る
民間委託事務
業務

長期失業者について、
ハローワーク殿から民
間再就職支援会社に
業務委託される際に行
なわれる事務業務につ
いて民間開放を提案
（現在は、高年齢者雇用
開発協会殿が運営）

提案業務
・民間委託対象者リスト
　の取り纏め、整理・再
　就職活動状況報告書
　等の
　取り纏め・対象者から
　の苦情・クレーム対応
　窓口

提案理由
・再就職支援業務
　ノウハウの活用
　拡大

特になし 職業安定法 厚生労働省

高年齢者雇用
開発協会殿が
行なっている詳
細業務内容とそ
れに係る労力、
スキル

5089 5089B001
特定非営利活動法人
まちづくり・住環境
ネットワーク

1

改正道路交通法
（違法駐車対策関
係）の啓発宣伝活
動事業

現在「財団法人　全日本交通安全
協会」が実施している交通安全事
業

平成18年6月までに改正法が施行される道
路交通法（違法駐車対策関係）に関し、
新しい制度を事前に国民に対して広く知
らせて正しい理解と協力を求める必要が
ある。違法駐車の弊害は多岐に亘り、問
題に対処するためのさまざまな取組みの
中でも効果が期待される新制度だが、そ
の中でも『確認事務等の民間委託制度』
は、新たな雇用が期待される反面その取
締り現場において従事する「駐車監視
員」と、『使用者責任の拡充制度』の客
体となる「車両の運転者」間のトラブル
の発生が予想されるほか、「駐車監視
員」の雇用先の「放置車両確認事務の委
託を受けた法人」を相手に訴訟を起こさ
れるケースに発展するおそれなど、委託
された業務を適正に遂行出来ない事が懸
念される。改正法施行後の混乱を最小限
に止めるため、新制度について事前に徹
底した啓発宣伝を行なうことにより、改
善が図り得る。

①交通安全（違法駐車対策）の啓発宣伝
②交通安全（違法駐車対策）教育の推進
③各種研修会（違法駐車対策）の開催等
④交通安全（違法駐車対策）に関する調査研究
⑤交通安全（違法駐車対策）教育用資料･資機
材等の作成・配布

国家公安委員会
警察庁
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5092 5092B001
コクヨファニチャー
株式会社

1
庁舎内サービスセ
ンター事業

各部門に共通して存在し、現状多
くの工数を投入してしまっている
官庁職員のノンコア業務（必ずし
も官庁職員が直接行わなくても良
い業務）を効率的に民間事業者へ
アウトソースするため、庁舎内に
当業務を集約したワンストップ
サービスセンター窓口を設ける。

市場化テストの本来の目的である「民間
のノウハウを活用することによる官業の
効率化」を図るため、「官民競争」では
なく「官民協業」によるアウトソース事
業の推進を行いたい。部門多岐に渡って
いるノンコア業務をとりまとめて効率化
を図る役所の担当窓口が現在までなかっ
たため、今回の枠組みでご提案致しま
す。

全ての中央省庁、都道府県庁、政令指定都市に
おける総務庶務系バックオフィスサービス

特に阻害要因となる法規制はないと思われ
るが、庁舎内にてオペレーションすること
についての（セキュリティ対策を含む）
ハードルがあれば明確にして頂きたい。

別途添付資料がありま
す。その内容については
非公開を希望します。
（理由：内容に弊社独自
のノウハウについてご説
明している部分があるた
め）

5093 5093B001 大阪商工会議所 1 徴税業務

・国税や地方税等の徴税業務を、
税目ごとの壁を取り除いて一括受
注できるよう制度改正を行った上
で、成功報酬方式等による民間開
放を実現する。

・社会保険料の徴収ではコンビニ窓口で
の支払いやクレジットカードによる決済
など納付手段を多様化する試みが進めら
れている。
・今後は徴税業務の分野においても、納
税率を高めるべく、民間活力を利用して
納税者の利便性を高める手段を講じてい
くべき。
・とりわけ滞納税者に対する徴収業務に
ついては、一つの徴収先が複数の税目に
関わる場合が多く、税目にかかわらず、
業務を受注できる民間事業者が大いに強
みを発揮できる分野である。

財務省
総務省
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要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5093 5093B003 大阪商工会議所 3
職業紹介業務（ハ
ローワーク）の民間
開放

・職業紹介業務を市場化テストに
付し、民間ノウハウを導入する方
策を探る。

・職業安定法の改正で、昨年３月から地
方自治体にも無料職業紹介が解禁され、
近畿では５つの自治体が取り組んでい
る。
・その結果、最も就職の決まった人数が
多いのは民間委託をした京都府。関係団
体への委託や自前で行った他の自治体と
大きく差がついた。
・これに鑑み、国においても、就職決定
者数を増やし、実績を上げるため、民間
開放を進めるべき。

厚生労働省

5093 5093B004 大阪商工会議所 4
知的人材の育成業
務の開放

・独立行政法人工業所有権情報・
研修館が行っている研修事業を中
心に、市場化テストの活用を含
め、民間開放を進める。

・独立行政法人工業所有権情報・研修館
は行っている業務の中には、民に開放可
能な部分がある。
・とりわけ「中小・ベンチャー企業にお
ける知財人材の育成」など民間企業を対
象にした研修事業については、民間コン
サルタント会社など代替機能を担う存在
が数多くあることから、同法人がその機
能を担うべき必然性は薄れている。

経済産業省
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要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5093 5093B005 大阪商工会議所 5
図書館や美術館の
運営

・国や独立行政法人が運営してい
る図書館や美術館などの施設運営
を市場化テストに付す。

・山中湖情報創造館（図書館）や北九州
の５つの図書館など、平成１５年の地方
自治法の改正で導入された指定管理者制
度により、地方自治体では民間に運営の
すべてを委託した施設が既に誕生してい
る。
・いずれも公が運営していた時よりもラ
ンニングコストの節減をはじめ、開館時
間の延長、ＰＲ手法の見直しなど、経費
の面においても質の面においても改善さ
れている。
・現在、国や独立行政法人が運営してい
る同様の施設についても、民間事業者等
に任せれば、同じような効果が得られる
ものと考えられる。

文部科学省

5093 5093B006 大阪商工会議所 6 食品等の検査業務

・独立行政法人肥飼料検査所並び
に農薬検査所を統合する。
・有識者等によるチェックを義務
づけるなど安全性を担保した上
で、両法人が行っている検査業務
で知見・ノウハウを有する民間企
業等を活用する方向性を、市場化
テストを通じて探る。

・両法人が行っている業務は、対象とす
る分野こそ違うものの、似通っている。
・また、両法人が行っている検査業務
は、食の安全・安心に対する消費者の関
心の高まりとともに、近年、急速に民間
企業が分析技術を向上させてきた分野で
ある。

農林水産省
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5093 5093B007 大阪商工会議所 7
ＣＩＱ（関税・入国審
査・検疫）の民間開
放

・ＣＩＱのうち、民間開放可能な
部分を切り出し、一定の人員で業
務の繁閑に柔軟に対応できる民間
の強みを導入する。

・わが国のグローバル化が進むなか、国
境を越えた人的移動が年々活発になって
いる。
・しかしながら、わが国の空港では、
ピーク時に国際ゲートが混みあうなどＣ
ＩＱの体制がそれに追いついていない面
がある。また、近年、日本においてもビ
ジネスジェット（企業等がチャーターす
る小型機のこと。）の利用がビジネス需
要を中心に高まっているが、欧米諸国で
は専用ターミナルを設けて、そこでＣＩ
Ｑの審査をするのが一般的。
・ＣＩＱは、日本の空港の国際競争力を
強化するため、より一層の体制強化が望
まれる。

財務省
法務省

厚生労働省

5093 5093B02 大阪商工会議所 2 統計業務

・統計業務について、所轄官庁に
かかわらず一緒に行った方が効率
的なものについてはひとまとめに
した上で、市場化テストに付す。

・統計業務には、かなりの専門性が必
要。
・政府においても人事異動等で一定の配
慮はしているものの、「視野が広く厚み
のある専門スタッフを確保・育成するに
は至っていない」（内閣府・経済社会統
計整備推進委員会「政府統計の構造改革
に向けて」より）。
・民間事業者の中には統計のみを行って
いる業者も多く、専門的知識を擁する人
材を十分に確保している。

総務省をはじめ
各種統計業務を
行っている省庁
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5096 5096B001

株式会社クレディセ
ゾン・ジェーピーエ
ヌ債権回収株式会
社・株式会社富士通
総研

1
ＮＨＫ受信料の徴
収・回収業務

現在ＮＨＫの職員で行っているＮ
ＨＫ受信料の徴収・回収等の業務
を民間に委託していただきたい。
民間委託する際に放送法等現行の
法令や制度において不可能であれ
ば、緩和して認めていただきた
い。制度上問題がなく、現在可能
であるならば、その旨を明示して
いただきたい。
債権管理回収業に関する特別措置
法に関して、債権回収会社がＮＨ
Ｋの料金徴収に係る徴収・回収等
の業務を行うことを可能とするよ
う必要な措置を講じていただきた
い。（同法第１２条（業務の範
囲）ただし書の承認を法務大臣か
らいただくのでも構わない。）

債権回収業者（サービサー）は、さまざ
まな回収に対し、確実な実績をあげるノ
ウハウを有している。日本放送協会の行
う料金徴収や延滞債権の回収をはじめと
して、文書・電話催告、現地調査や訴状
作成などの業務をサービサーが行うこと
で、徴収・回収業務の効率化を図り、徴
収率の向上と職員負荷の軽減に寄与する
ことができる。

ＮＨＫ受信料の徴収、延滞債権の回収、文書・
電話催告、現地調査、訴状作成などの業務

放送法、日本放送協会受信規約その他の関
連規定

総務省（放送法
等）、特殊法人
日本放送協会
（徴収業務）

日本放送協会が現在行っ
ている徴収、回収、催
告、調査、訴状作成など
業務について、人員、事
務量、費用など、関連す
る直接・間接の費用に関
する情報を開示していた
だきたい。

5096 5096B002

株式会社クレディセ
ゾン・ジェーピーエ
ヌ債権回収株式会
社・株式会社富士通
総研

2
地方税の徴収・回
収業務支援

地方自治法243条（私人の公金取扱
いの制限）「普通地方公共団体
は、法律又はこれに基づく政令に
特別の定めがある場合を除くほ
か、公金の徴収若しくは収納又は
支出の権限を私人に委任し、又は
私人をして行なわせてはならな
い」の部分に関して規制緩和・規
制改革を講ずることが必要。ある
いは、直接の公権力の行使に当た
る徴収・収納の業務ではなく、催
告、調査、訴状作成等の周辺業務
であれば、同条に抵触せず現行で
可能であるならば、その旨明示し
ていただきたい。
債権管理回収業に関する特別措置
法に関して、債権回収会社が地方
自治体の税金徴収に係る催告、調
査、訴状作成等の業務を行うこと
を可能とするよう必要な措置を講
じていただきたい。（同法第１２
条（業務の範囲）ただし書の承認
を法務大臣からいただくのでも構
わない。）

債権回収業者（サービサー）は、さまざ
まな回収に対し、確実な実績をあげるノ
ウハウを有している。公権力の行使の部
分以外の文書・電話催告、現地調査や訴
状作成などの業務を行うことで、徴収・
回収業務の効率化を図り、徴収率の向上
と職員負荷の軽減に寄与することができ
る。

地方自治体の地方税の徴収業務に関する文書・
電話催告、現地調査、訴状作成等

地方自治法243条（私人の公金取扱いの制
限）、債権管理回収業に関する特別措置法

総務省（地方自
治法）、法務省
（債権管理回収
業に関する特別
措置法）、地方
自治体（徴収業

務）

地方公共団体が現在行っ
ている催告、調査、訴状
作成など業務について、
人員、事務量、費用な
ど、関連する直接・間接
の費用に関する情報を開
示していただきたい。
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5096 5096B003

株式会社クレディセ
ゾン・ジェーピーエ
ヌ債権回収株式会
社・株式会社富士通
総研

3
国民健康保険料
（税）の徴収・回収
業務支援

国民健康保険法第８０条の２（保
険料の徴収の委託）の範囲を拡大
し、サービサーが徴収関連業務を
受託することを可能としていただ
きたい。
地方自治法243条（私人の公金取扱
いの制限）「普通地方公共団体
は、法律又はこれに基づく政令に
特別の定めがある場合を除くほ
か、公金の徴収若しくは収納又は
支出の権限を私人に委任し、又は
私人をして行なわせてはならな
い」の部分に関して規制緩和・規
制改革を講ずることが必要。ある
いは、直接の公権力の行使に当た
る徴収・収納の業務ではなく、催
告、調査、訴状作成等の周辺業務
であれば、同条に抵触せず現行で
可能であるならば、その旨明示し
ていただきたい。
債権管理回収業に関する特別措置
法に関して、債権回収会社が地方
自治体の税金徴収に係る催告、調
査、訴状作成等の業務を行うこと
を可能とするよう必要な措置を講
じていただきたい。（同法第１２
条（業務の範囲）ただし書の承認
を法務大臣からいただくのでも構
わない。）

債権回収業者（サービサー）は、さまざ
まな回収に対し、確実な実績をあげるノ
ウハウを有している。公権力の行使の部
分以外の文書・電話催告、現地調査や訴
状作成などのサポートを行うことで、徴
収・回収業務の効率化を図り、徴収率の
向上と職員負荷の軽減に寄与することが
できる。

文書・電話催告、現地調査支援、訴状作成支援
等

国民年金保険法、地方自治法243条、債権
管理回収業に関する特別措置法

総務省（地方自
治法）、法務省
（債権管理回収
業に関する特別
措置法）、地方
自治体（徴収業

務）

地方公共団体が現在行っ
ている催告、調査、訴状
作成など業務について、
人員、事務量、費用な
ど、関連する直接・間接
の費用に関する情報を開
示していただきたい。

5096 5096B004

株式会社クレディセ
ゾン・ジェーピーエ
ヌ債権回収株式会
社・株式会社富士通
総研

4
介護保険料の徴
収・回収業務支援

介護保険法において、サービサー
が徴収関連業務を受託することを
可能としていただきたい。
地方自治法243条（私人の公金取扱
いの制限）「普通地方公共団体
は、法律又はこれに基づく政令に
特別の定めがある場合を除くほ
か、公金の徴収若しくは収納又は
支出の権限を私人に委任し、又は
私人をして行なわせてはならな
い」の部分に関して規制緩和・規
制改革を講ずることが必要。ある
いは、直接の公権力の行使に当た
る徴収・収納の業務ではなく、催
告、調査、訴状作成等の周辺業務
であれば、同条に抵触せず現行で
可能であるならば、その旨明示し
ていただきたい。
債権管理回収業に関する特別措置
法に関して、債権回収会社が地方
自治体の税金徴収に係る催告、調
査、訴状作成等の業務を行うこと
を可能とするよう必要な措置を講
じていただきたい。（同法第１２
条（業務の範囲）ただし書の承認
を法務大臣からいただくのでも構
わない。）

債権回収業者（サービサー）は、さまざ
まな回収に対し、確実な実績をあげるノ
ウハウを有している。公権力の行使の部
分以外の文書・電話催告、現地調査や訴
状作成などのサポートを行うことで、徴
収・回収業務の効率化を図り、徴収率の
向上と職員負荷の軽減に寄与することが
できる。

文書・電話催告、現地調査支援、訴状作成支援
等

介護保険法、地方自治法243条、債権管理
回収業に関する特別措置法

総務省（地方自
治法）、法務省
（債権管理回収
業に関する特別
措置法）、地方
自治体（徴収業

務）

地方公共団体が現在行っ
ている催告、調査、訴状
作成など業務について、
人員、事務量、費用な
ど、関連する直接・間接
の費用に関する情報を開
示していただきたい。
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5098 5098B001

株式会社日本総合研
究所

三井住友カード株式
会社

1

地方公共団体にお
ける物品調達・支
払業務のクレジット
カードシステムによ
る代行事業

地方自治法令に定める物品調達・
支出に関する業務プロセスを簡素
化・柔軟化できるよう制度改正を
行った上で、地方公共団体の物品
調達・支出の業務をクレジット
カード会社等が担い、クレジット
カードシステムを活用したネット
での購入・支払いシステムを運営
する。

現状の物品調達業務の問題点として、①
物品調達プロセスは紙ベースが主流であ
り、また決裁プロセスについても法律や
会計規則等により詳細に規定されている
ことから、職員の業務負荷が大きい、②
商品選定及び業者選定において効率化が
図られていない、③運用上の面から限ら
れた業者から調達している傾向があり、
必ずしも安価に物品を調達していない、
等が挙げられる。これらの問題点の解決
策として、クレジットカードを活用した
電子的物品調達システムの導入により解
決可能と考える。本システムの導入によ
り、導入側の地方公共団体においては、
調達プロセスの簡素化・会計処理の単純
化・支払業務の軽減等が可能となり、事
務コストの削減・職員の生産性向上を図
ることができる。また、取引業者側にお
いても、請求事務・入金管理業務等のコ
スト削減や、代金回収の早期化による
キャッシュフローの改善等、メリットが
多い。また、カード会社が介在すること
により、取引データの提供による詳細な
支出分析、モニタリング等も可能とな
り、透明性の向上にも寄与するものであ
る。尚、米国政府では、既に同様のシス
テムが政府主導で導入されており、その
コスト削減効果は、年間14億ドルと推定
している。（2004年度実績、米国一般調
達局[GSA]試算）

・複数の地方公共団体について、その物品調
達・支出業務（商品選定、購入伺い、支出負担
行為、発注、納品物検査、支出命令、支払いと
いう一連の業務プロセス）を、クレジット会社
等が担い、①電子マーケットシステム（被調達
業者選定・管理・支援、電子カタログ掲載・更
新、受発注管理・配送管理等の調達フロー管理
等）、②クレジット共同処理システム（共同処
理のための仲介・管理、購入履歴情報管理、ク
レジットによる支払い）、を軸とする共同アウ
トソーシングシステムを構築・運営する。
・まずは本件主旨に賛同する地方公共団体、商
品供給業者の参画を得て、実証実験を実施。
・実証実験により効果を確認後、全国的に拡
大。

物品調達プロセスについては、地方自治法
第２３２条～第２３２条の６及び地方自治
法施行令第１６１条～１６５条の８で規定
されており、それらの改正が必要。中でも
地方自治法施行令第１６５条の３で支出事
務の委託可能な範囲が限定的に規定されて
いる点は特に問題。

総務省（地方自
治法等の制

度）、地方公共
団体（実際の収
納業務）

・現行の地方公共団体の
行う物品調達・支出業務
について、関連する直接
的な費用のみならず、間
接的な費用に関する情報
も含めて、所用人数、業
務量、事務処理費用・時
間といった情報を開示す
る必要がある。
・本構想については、岐
阜県西美濃地域において
共同調査研究を実施して
おり（「電子調達に係る
市町村等のフロントオ
フィス業務の共同アウト
ソーシングに関する調査
研究」（平成１５年２
月））、具体的な事業の
内容について研究を進め
てきているものであり、
フィージビリティが非常
に高い。（※報告書添
付）
・また、「ＩＴ政策パッ
ケージ－２００５（平成
17年2月24日IT戦略本部決
定）」においては、「地
方公共団体の業務・シス
テムの標準化・共同化
（総務省）」として、
「電子自治体業務の標準
化・共同化により、業
務・システム全体を最適
化する観点から、ＩＴを
活用した業務改革を推進
するとともに、電子自治
体業務の共同処理セン

5098 5098B002

株式会社日本総合研
究所

三井住友カード株式
会社

2

地方公共団体にお
ける税金収納業務
のクレジットカード
による代行事業

地方公共団体の税金収納業務（特
に自動車税、軽自動車税の収納）
をクレジットカード会社等が担
い、ネットを通じたクレジット
カードによる納付を受付け（立替
払い方式）、必要な処理を行う。
（構造改革特区第５次提案におい
て総務省より「地方税法第２０条
の６に第三者納付が規定されてい
ることから、立替払い方式であれ
ば、クレジットカードを使って納
付を行うことは、現行制度上可
能。」との回答されており、制度
上の問題はない。）

・ｅ－Ｊａｐａｎの活動として、公金の
収納について、マルチペイメントを活用
する方向で整備が進みつつある。
・一方、日本総研によるアンケート調査
（有効回答数1,000）では、６割程度の国
民が自動車税／軽自動車税をクレジット
カードで支払いたいとの意向を示してい
る。
・マルチペイメントについては、マルチ
ペイメントネットワーク推進協議会が中
心となって、その普及に尽力されている
ところであるが、全市町村をカバーする
決済ネットワークとなるには、まだ相当
の時間を要すると考えられるところであ
る。
・将来的には、普及したマルチペイメン
トネットワークを活用してクレジット決
済を行うことも可能になると見込まれる
ところであるが、この実現を待っていて
は、すぐにでも利用したいという市場
ニーズを無視することとなり、将来的に
もこのクレジットカードによる決済マー
ケットを失ってしまうことになりかねな
い。
・そこで、既存のクレジットカードの
ネットワークを活用して、銀行振替率の
最も低い自動車税／軽自動車税の収納を
クレジットカードで実施することによ
り、事務効率改善のメリットや決済情報
の透明性・確実性を実証することによ
り、将来的にクレジットカード決済を実
現することの有効性を全国の市町村に提
示するものである。

・税の納付サイトを設置し、市場化実証実験の
趣旨を理解する自治体の参画を得て、実験を行
う。
・納付サイトには、事前に自治体の税収納デー
タのＤＢを自治体のＤＢとは切り離して保有
し、国民が自動車税／軽自動車税のどちらかを
選択した後、納税者番号で納付額を確認し、
カード番号を入力してサブミットさせる。
・その後は現状のクレジットカード決済のプロ
セスに則って、収納を行う。
・サイトはＳＳＬを利用する等セキュリティ及
びプライバシーには十分配慮するものとする。

地方公共団体の運用

総務省（地方自
治法等の制

度）、地方公共
団体（実際の収
納業務）

・現行の地方公共団体の
行う税金収納業務につい
て、関連する直接的な費
用のみならず、間接的な
費用に関する情報も含め
て、所用人数、業務量、
事務処理費用・時間と
いった情報を開示する必
要がある。
・米国においては、自治
体の税／料金の収納は、
例外なくクレジット決済
が可能になっています。
・これは、自治体側に
とって、事務手続きが簡
略化されるだけでなく、
確実に収納でき、利用者
（住民側）も自宅から決
済ができて非常に利便性
を感じているからにほか
なりません。
・しかしながら、わが国
では、オンラインの公金
収納はマルチペイメント
ネットワークを利用する
という方針であり、その
整備は予定よりも大幅に
遅れているという事実が
あります。
・ビジネスを成功させる
ためには、合理的なビジ
ネススキームはもちろ
ん、ビジネスを実行する
タイミングも極めて重要
な成功するためのファク
ターとなります。
・クレジットカードを活
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5100 5100B001
日本行政書士会連合
会

1

自動車保有関係手
続のワンストップ
サービスにおける
証明書等管理業者
の対象拡大

　自動車保有関係手続のワンス
トップサービス（以下「OSS」と称
す。）における証明書等管理業務
について、国家資格者として安心
と利便に貢献できる行政書士を活
用すべきである。

　OSSは、新車新規検査登録に関して、本
年12月26日より全国の4都道府県において
稼働する予定で準備が進められている。
自動車ナンバープレート等の電子申請・
情報化に馴染まない「物」については、
証明書等管理業務として対応を図るべく
国土交通省、（財）自動車検査登録協力
会等で構成された証明書等管理業務協議
会で検討が重ねられている。
　当該業務を取り扱う証明書等管理業者
として、メーカーやディーラーに属さな
い国家資格者であり、自動車登録業務に
ついて深い知識と経験を有する行政書士
を活用することにより、国民の選択肢が
広がり、証明書等管理業者間において利
便性の高いサービスの充実が期待でき
る。
　また、行政書士は運輸アドバイザーと
しての能力も提供することができ、OSSに
おける迅速・安心・安全の充実が図ら
れ、国民が利用しやすいシステムの推進
に寄与することができる。

道路運送車両法第60条第1項、第66条第1項 国土交通省

5103 5103B001
株式会社オーエム
シーカード

1
地方税の徴収代行
事業

地方税(自動車税、軽自動車税、国
民健康保険税、固定資産税等)のク
レジットカード決済の活用

クレジットカード決済の利便性を納税者
に提供しつつ、自治体の徴収業務の効率
化、及び継続して徴収業務を進めること
による徴収率のアップが図れる。

●地方自治法(第231条、第237条)、地方自
治法施行令(第155条、第153条)、国民健康
保険法(第80条、第81条)、地方税法３４１
条、３４３条、３５０条、３５９条、７３
４条、東京都都税条例１２２条

総務省(地方税
制)
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5103 5103B002
株式会社オーエム
シーカード

2
官公庁へのコーポ
レートカード及び購
買カードの導入

官公庁の経費及び購買決済に関
し、その簡素化、省力化、処理コ
ストの削減、会計の透明性を図る
目的で、電子化された支払インフ
ラを導入するためにノウハウを有
する民間業者がそのインフラを提
供する

官公庁の一般経費及び購買決済に関し、
その簡素化、処理コストの削減、会計の
透明性を図ることに寄与できるクレジッ
ト決済の導入

内閣府

5103 5103B003
株式会社オーエム
シーカード

3
転居情報の一括管
理、活用サービス
の導入

個人情報の安全な有効活用のた
め、官民共同で法律で定めた一定
の基準のもとに｢サービスビュー
ロー｣を設置、官民からのリストの
持ち寄り、洗い替えを行い、利用
目的等において一定の基準を満た
す官庁、企業に提供するという提
案。

不配、事務処理、配達コストのムダをな
くし、消費者もそのコストの転化を避け
ることができる。また、個人情報活用の
信頼性の醸成及び悪質業者の排除にもつ
ながる。

総務省
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5103 5103B004
株式会社オーエム
シーカード

4
交通違反反則金の
クレジットカード決
済の導入

交通の比較的軽微な違反に対して
課せられる｢反則金｣の徴収におい
て、クレジットカード決済を活用
することの提案　※悪質な違反に
課せられる｢罰金｣は刑事処分を伴
うものがあるため、除外する。

消費者の急な出費に対して利便性を提供
するとともに、「反則金」の徴収率改
善、徴収コストの削減につながる

道路交通法

5103 5103B005
株式会社オーエム
シーカード

5

第三セクターの運
営する各種施設、
機関の利用料金の
クレジットカード決
済の導入

第三セクターの運営する交通機
関、施設の運賃、入場料、利用
料、家賃等の支払いに対し、消費
者に決済手段の多様化と利便性を
提供する手段としてのクレジット
カード決済の導入

第三セクターの運営する交通機関、施設
の運賃、入場料、利用料、家賃等の支払
いに対し、クレジットカート゜決済の導
入が遅れており、消費者に支払い方法の
多様化と利便性を提供するためクレジッ
トカード決済を活用したい
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5103 5103B006
株式会社オーエム
シーカード

6

国公立大学等の受
験料、入学金、授
業料のクレジット
カード決済の導入

国公立の高校、大学、専門学校等
の受験料、入学金、授業料の支払
いに対して、消費者に決済手段の
多様化と利便性を提供する手段と
してのクレジットカード決済の導
入

国公立の高校、大学、専門学校等の受験
料、入学金、授業料の支払いは、一時的
に高額な支払いとなり、消費者に不安と
不便を与えているケースが多いと考えら
れ、決済手段の多様化と利便性を提供す
る手段としてのクレジットカード決済の
導入を図りたい

5103 5103B007
株式会社オーエム
シーカード

7

国公立の病院、介
護施設の料金のク
レジットカード決済
の導入

国公立の病院、介護料金の一時的
高額負担を緩和し、消費者の不
安、不便を解消するために、クレ
ジットカード決済の導入

一時的高額負担に対する消費者の不安、
不便を解消するために、クレジットカー
ド決済の活用したい
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5103 5103B008
株式会社オーエム
シーカード

8

国民年金保険料、
国民医療保険料、
介護保険料のカー
ド決済

国民年金保険料、国民医療保険
料、介護保険料の徴収において
カード決済を活用する。

社会保険庁所管の各種保険料のカード決
済を導入することにより、徴収業務の効
率化と徴収率の向上が図れるとともに、
納付者の利便性も向上する。

厚生労働省

5103 5103B009
株式会社オーエム
シーカード

9
水道料金のクレ
ジットカード決済

都道府県等が徴収している水道料
金のカード決済を行う。

徴収業務の効率化と徴収率の向上と合わ
せ、納付者の利便性の向上を図るため。
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5104 5104B001 個人 1
条約難民その家族
等に対する定住支
援

条約難民その家族等に対する定住
支援に関しては、市場化テストの
対象とし、民間事業者を含めた競
争入札によって支援提供先を決定
されるようにして頂きたい。

　条約難民に関する支援は、これまで公
的な支援はなく、NGOが実際の現場を担っ
てきた。また、国連人種差別撤廃委員会
からも差別であリ是正するよう勧告を受
けていた（2001年3月）。2002年８月7日
の内閣難民対策連絡調整会議決定におい
ては、「インドシナ難民の定住支援等の
ための施設である国際救援センターにお
いて可能な限り受け入れることとし、ア
ジア福祉教育財団に業務を委託する」と
された。しかし、同センターはインドシ
ナ難民受入れ事業終了に伴い2005年度に
て終了予定であり、同決定においては
「国際救援センターの再整備又は代替施
設等の手当て、さらには業務の委託のあ
り方について、今後の難民対策連絡調整
会議において所要の検討を行うものであ
ることを確認する。」とされている。
2006年度からは全く新しい条約難民その
家続等に対する定住支援が開始されるこ
とを踏まえ、2002年以前より現場で支援
を続けてきたNGOの民間団体が支援事業に
参入することを可能にすることが期待さ
れる。その展望は2004年当時の外務大臣
答弁（第159回参議院決算委員会議事録：
添付資料●参照）、2003年の内閣難民対
策連絡調整会議決定「３．関係行政機関
は、定住支援措置の外部委託に当たって
は、アジア福祉教育財団をはじめ難民支
援関係民間団体のノウハウ（技術的知
識、経験又はそれらの蓄積）の活用を図
るよう努める。」（添付資料●）でも確
認されている。

条約難民が日本で定住していくために必要とさ
れる、日本語教育、社会適用訓練、職業訓練、
就労支援ほか、その他本邦定住の促進に必要な
事業の実施を行う。

随意契約により各省庁から財団法人アジア
福祉教育財団難民事業本部へ委託されてお
り、民間の直接的な参入が許されていな
い。

外務省、文化
庁、厚生労働省

5104 5104B002 個人 2

個別に我が国の庇
護を求める外国人
のうち、衣食住に欠
ける等保護を必要
とする者に対し保
護措置を行うため
の事業の実施

個別に我が国の庇護を求める外国
人のうち、衣食住に欠ける等保護
を必要とする者に対し保護措置を
行うための事業の実施に関して
は、市場化テストの対象とし、民
間事業者を含めた競争入札によっ
て支援提供先を決定されるように
して頂きたい。

　個別に我が国の庇護を求める外国人の
うち、衣食住にかける等保護を必要とす
る者への保護措置は、1982年の行政監察
によって始まり、当初は外務省自身に
よって運営されていた。その後、NGOへ委
託されていた。1995年より財団法人アジ
ア福祉教育財団難民事業本部へ外務省か
らすべてが委託されるに至った。緊急避
難施設が設立されたのは2003年からであ
るが、NGOは以前より自身の資金で緊急避
難施設を設立し、運営をしてきた。現在
は同事業本部より調査、緊急避難施設の
管理人等がNGOへ再委託されたこともあ
る。生活費の支給ほか元々はNGOが運営し
ていた実績もあることから、再度民間事
業者を含めた競争入札の対応となりうる
と考えるため。

（１）難民認定申請者等に対する保護措置の実
施に必要な調査
（２）難民認定申請者等に対する次の保護措置
の実施
　　　（イ）生活費その他の必要経費の支給
　　　（ロ）生活状況の把握及び生活指導等
　　　（ハ）緊急避難施設に関すること

随意契約により各省庁から財団法人アジア
福祉教育財団難民事業本部へ委託されてお
り、民間の直接的な参入が許されていな
い。

外務省
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5104 5104B003 個人 3

インドシナ難民、条
約難民、難民認定
申請者、関係民間
団体、関係地方公
共団体等からの各
種の相談・問い合
わせに対応する情
報提供体制の充
実・強化を図る。

情報提供体制の充実・強化に関し
ては、同事業を市場化テストの対
象とし、民間事業者を含めた競争
入札によって支援提供先を決定さ
れるようにして頂きたい。

2003年7月29日内閣難民対策連絡調整会議
決定にて、情報提供体制の構築にあた
り、「関係行政機関は、財団法人アジア
福祉教育財団難民事業本部及び知見と実
績を有する国内で難民支援に関わる民間
団体と連携しつつ」と、並列に言及され
ている（添付資料●）。民間においては
弁護士を始めとした専門家等により、迅
速で本人のニーズにあった専門的な情報
提供・相談がなされている現状も踏ま
え、民間事業者を含めた競争入札を行う
ことが望ましいと考えられる。

インドシナ難民、条約難民、難民認定申請者、
関係民間団体、関係地方公共団体等からの各種
の相談・問い合わせに対応する情報提供。

随意契約により各省庁から財団法人アジア
福祉教育財団難民事業本部へ委託されてお
り、民間の直接的な参入が許されていな
い。

外務省

5105 5105B001 個人 1
条約難民その家族
等に対する定住支
援

条約難民その家族等に対する定住
支援に関しては、市場化テストの
対象とし、民間事業者を含めた競
争入札によって支援提供先を決定
されるようにして頂きたい。

　条約難民に関する支援は、これまで公
的な支援はなく、NGOが実際の現場を担っ
てきた。また、国連人種差別撤廃委員会
からも差別であリ是正するよう勧告を受
けていた（2001年3月）。2002年８月7日
の内閣難民対策連絡調整会議決定におい
ては、「インドシナ難民の定住支援等の
ための施設である国際救援センターにお
いて可能な限り受け入れることとし、ア
ジア福祉教育財団に業務を委託する」と
された。しかし、同センターはインドシ
ナ難民受入れ事業終了に伴い2005年度に
て終了予定であり、同決定においては
「国際救援センターの再整備又は代替施
設等の手当て、さらには業務の委託のあ
り方について、今後の難民対策連絡調整
会議において所要の検討を行うものであ
ることを確認する。」とされている。
2006年度からは全く新しい条約難民その
家続等に対する定住支援が開始されるこ
とを踏まえ、2002年以前より現場で支援
を続けてきたNGOの民間団体が支援事業に
参入することを可能にすることが期待さ
れる。その展望は2004年当時の外務大臣
答弁（第159回参議院決算委員会議事録：
添付資料●参照）、2003年の内閣難民対
策連絡調整会議決定「３．関係行政機関
は、定住支援措置の外部委託に当たって
は、アジア福祉教育財団をはじめ難民支
援関係民間団体のノウハウ（技術的知
識、経験又はそれらの蓄積）の活用を図
るよう努める。」（添付資料●）でも確
認されている。

条約難民が日本で定住していくために必要とさ
れる、日本語教育、社会適用訓練、職業訓練、
就労支援ほか、その他本邦定住の促進に必要な
事業の実施を行う。

随意契約により各省庁から財団法人アジア
福祉教育財団難民事業本部へ委託されてお
り、民間の直接的な参入が許されていな
い。

外務省、文化
庁、厚生労働省
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5105 5105B002 個人 2

個別に我が国の庇
護を求める外国人
のうち、衣食住に欠
ける等保護を必要
とする者に対し保
護措置を行うため
の事業の実施

個別に我が国の庇護を求める外国
人のうち、衣食住に欠ける等保護
を必要とする者に対し保護措置を
行うための事業の実施に関して
は、市場化テストの対象とし、民
間事業者を含めた競争入札によっ
て支援提供先を決定されるように
して頂きたい。

　個別に我が国の庇護を求める外国人の
うち、衣食住にかける等保護を必要とす
る者への保護措置は、1982年の行政監察
によって始まり、当初は外務省自身に
よって運営されていた。その後、NGOへ委
託されていた。1995年より財団法人アジ
ア福祉教育財団難民事業本部へ外務省か
らすべてが委託されるに至った。緊急避
難施設が設立されたのは2003年からであ
るが、NGOは以前より自身の資金で緊急避
難施設を設立し、運営をしてきた。現在
は同事業本部より調査、緊急避難施設の
管理人等がNGOへ再委託されたこともあ
る。生活費の支給ほか元々はNGOが運営し
ていた実績もあることから、再度民間事
業者を含めた競争入札の対応となりうる
と考えるため。

（１）難民認定申請者等に対する保護措置の実
施に必要な調査
（２）難民認定申請者等に対する次の保護措置
の実施
　　　（イ）生活費その他の必要経費の支給
　　　（ロ）生活状況の把握及び生活指導等
　　　（ハ）緊急避難施設に関すること

随意契約により各省庁から財団法人アジア
福祉教育財団難民事業本部へ委託されてお
り、民間の直接的な参入が許されていな
い。

外務省

5105 5105B003 個人 3

インドシナ難民、条
約難民、難民認定
申請者、関係民間
団体、関係地方公
共団体等からの各
種の相談・問い合
わせに対応する情
報提供体制の充
実・強化を図る。

情報提供体制の充実・強化に関し
ては、同事業を市場化テストの対
象とし、民間事業者を含めた競争
入札によって支援提供先を決定さ
れるようにして頂きたい。

2003年7月29日内閣難民対策連絡調整会議
決定にて、情報提供体制の構築にあた
り、「関係行政機関は、財団法人アジア
福祉教育財団難民事業本部及び知見と実
績を有する国内で難民支援に関わる民間
団体と連携しつつ」と、並列に言及され
ている（添付資料●）。民間においては
弁護士を始めとした専門家等により、迅
速で本人のニーズにあった専門的な情報
提供・相談がなされている現状も踏ま
え、民間事業者を含めた競争入札を行う
ことが望ましいと考えられる。

インドシナ難民、条約難民、難民認定申請者、
関係民間団体、関係地方公共団体等からの各種
の相談・問い合わせに対応する情報提供。

随意契約により各省庁から財団法人アジア
福祉教育財団難民事業本部へ委託されてお
り、民間の直接的な参入が許されていな
い。

外務省
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5106 5106B001
キャリアバンク株式
会社

1

シルバー人材セン
ターの運営に関す
る市場化テスト事
業

現在、社団法人全国シルバー人材
センター事業協会及び社団法人北
海道シルバー人材センター連合会
の下部組織にある社団法人札幌市
シルバー人材センターが実施して
いる、高齢者として登録した会員
に対して、企業・団体・家庭から
請負又は委託を受けた業務の、会
員への提供事業

今後発生する団塊世代の大量定年退職な
らびに高齢化社会の中で、高齢者層の就
業機会を増やしていく為の多様なサービ
スが必要である。しかしながら国の補助
金等を利用した高齢者向きのシルバー人
材センターの事業は、民間サービスの参
入を阻害している。シルバー人材セン
ターが実施している事業は、市場化テス
トにより民間事業者に参入させたうえで
国の補助金を減額し、業務委託費で事業
採算を取れる方向へ経営改善し、少額な
補助金で運営することを目指すものとし
たい。

社団法人札幌市シルバー人材センターが提供し
ているサービスを民間経営に移行する。業務を
発注する側にコストを負担させるべく経営改善
と営業努力を行うことにより、ビジネスモデル
を変更し、補助金を大幅に減額しても成り立つ
経営体制に移行する。

1986年成立の「高年齢者等の雇用の安定等
に関する法律」によりシルバー人材セン
ター事業が法制化され、同法に基づく法人
としてシルバー人材センターが厚生労働大
臣の指定を受け、多額な補助金の受給によ
り、無料のサービスを提供して民間の参入
を阻害している。

厚生労働省

5106 5106B002
キャリアバンク株式
会社

2
公共職業安定所の
運営に関する市場
化テスト事業

職業安定法第1章第5条において
「政府の行う業務」と定められて
いる札幌公共職業安定所・札幌東
公共職業安定所・札幌北公共職業
安定所の3所で行っている全ての
サービスを含む安定所の運営事
業。

現行のハローワークの運営を民間企業が
実施することで下記のメリットが得られ
ると考えられる。
1.失職者が雇用保険を受給する為に来所
する組織から一歩進んでフリーターなど
の若年者や家庭の主婦が仕事をさがすた
めだけにでも気軽に訪問できるような雰
囲気とサービス機能の付加。
2.内装や備品などの配置替えによる利用
スペースの拡大
3.躁鬱病などに近い求職者へのカウンセ
リングが資格保有者により可能。
4.在職者の転職相談を積極的に実施し、
意味のない転職や失職を防ぐ為のカウン
セリングサービスを実施。
5.職業相談を失業認定後直ちに実施する
ことで、求職者の早期サポートを可能に
し、雇用保険の受給期間をより短縮化し
雇用保険の収支を改善することを成果目
標の一つとする。

札幌公共職業安定所・札幌東公共職業安定所・
札幌北公共職業安定所の3所で行っている全て
のサービスを含む安定所の運営事業

職業安定法第1章第5条に、「政府の行う業
務」と定められている点の規制緩和を構じ
なければ民間事業者が参入出来ない

厚生労働省
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5109 5109B001

株式会社オリエント
コーポレーション・
オリファサービス債
権回収株式会社

1
公団等の家賃の収
納・保証ならびに回
収

入居者の家賃支払の集金業務を信販会社
等が行い、また家賃の支払いについて一
定期間、金額の保証を行う／また延滞し
た顧客に対する督促・集金業務。

集金事務の合理化 地方住宅供給公社法

5109 5109B002

株式会社オリエント
コーポレーション・
オリファサービス債
権回収株式会社

2
自動車税の分割支
払

信販会社等が一括して税金を納め、信販
会社は納税者から分割して償還を受け
る。／また延滞した顧客に対する督促・
集金業務。

集金事務の合理化、支払の利便性
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5109 5109B003

株式会社オリエント
コーポレーション・
オリファサービス債
権回収株式会社

3 相続税の分割支払

信販会社等が一括して税金を納め、信販
会社は納税者から分割して償還を受ける
／また延滞した顧客に対する督促・集金
業務。

集金事務の合理化、支払の利便性 相続税法

5109 5109B004

株式会社オリエント
コーポレーション・
オリファサービス債
権回収株式会社

4
訴訟費用のカード
決済

各種訴訟費用のカード決済（分割を含
む）／また延滞した顧客に対する督促・
集金業務。

紛争解決手段の利便性の向上 民事訴訟法等
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5109 5109B005

株式会社オリエント
コーポレーション・
オリファサービス債
権回収株式会社

5
公共施設のカード
決済

公共施設のカード決済／また延滞した顧
客に対する督促・集金業務。

利用顧客の利便性

5109 5109B006

株式会社オリエント
コーポレーション・
オリファサービス債
権回収株式会社

6
各種供託金の保証
（ボンド取引）

各種供託金の保証業務／また延滞した顧
客に対する督促・集金業務。

合理化及び効率化 民事訴訟法､保全法等
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5109 5109B007

株式会社オリエント
コーポレーション・
オリファサービス債
権回収株式会社

7
公務員経費のカー
ド決済

公務員等の出張その他の公務による代金
を簡易な方法決済する

事務の合理化

5109 5109B008

株式会社オリエント
コーポレーション・
オリファサービス債
権回収株式会社

8
債権の資金化（流
動化）

一般事業者の国又は地方公共団体に対す
る債権を担保として資金借入を行う手段
の提供

資金提供手段
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5109 5109B009

株式会社オリエント
コーポレーション・
オリファサービス債
権回収株式会社

9
資金決済手段の多
様化ならびに回収

国又は地方公共団体に対するあらゆる債
権及び債務の代金決済手段の提供及びそ
の回収

合理化・及び効率化

5109 5109B010

株式会社オリエント
コーポレーション・
オリファサービス債
権回収株式会社

10
国民年金保険料の
決済手段の多様化
ならびに回収

国民年金保険料のカード決済､コンビニ収
納／また延滞した顧客に対する督促・集
金業務。

支払方法の多様化、遅延解消
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5109 5109B011

株式会社オリエント
コーポレーション・
オリファサービス債
権回収株式会社

11
国立大学の授業料
の分割支払ならび
にカード決済

信販会社等が一括して授業料を納め、信
販会社は学生・親権者等から分割して償
還を受ける。／また延滞した顧客に対す
る督促・集金業務。

集金事務の合理化、支払の利便性 地方独立行政法人法

5109 5109B012

株式会社オリエント
コーポレーション・
オリファサービス債
権回収株式会社

12
国立病院の医療費
の分割支払ならび
にカード決済

信販会社等が一括して医療費を納め、信
販会社は患者等から分割して償還を受け
る。／また延滞した顧客に対する督促・
集金業務。

集金事務の合理化、支払の利便性 地方独立行政法人法
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「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5109 5109B013

株式会社オリエント
コーポレーション・
オリファサービス債
権回収株式会社

13
交通違反に係る反
則金及び罰金の
カード決済

反則金及び罰金のカード決済（分割を含
む）､コンビニ収納／また延滞した顧客に
対する督促・集金業務。

支払方法の多様化、未納の減少 道路交通法

5110 5110B001 足立区 1
戸籍事務及び外国
人登録事務の委託
範囲の拡大

　戸籍事務及び外国人登録事務に
ついては、法定受託事務であり、
国が一定の基準を作成し、区市町
村長がその責任において処理する
と考える。法定受託事務なとにつ
いても市場化テストの対象となる
法整備、または国が委託できるの
事務の範囲及び民間企業の基準
（プライバシーマークの取得な
ど）を定める法整備をされたい。

　足立区における事務委託の現在の状況
は、個人情報保護の観点から、入力処理
委託などの最小限にとどめている。委託
できる範囲が広がることにより、窓口等
の接客及び業務クオリティの向上が期待
でき、住民サービスの向上に寄与すると
考える。

　現在の一部委託導入を、受付事務から審査事
務、証明発行事務等、一連の事務を委託し、職
員と同等の職務を行なう。（従来より証明書な
どの基となる届け出に基づく戸籍作成の入力業
務委託を実施しており、質的において、証明書
発行業務との差がないと判断でき、一連の事務
を委託することは可能と考えられる。）

　戸籍法では、第1条で、「戸籍に関する
事務は、市町村長がこれを管掌する。」と
あり、委託についての記載がない。

法務省
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5110 5110B002 足立区 2
地方税徴収等の委
託範囲の拡大

　地方税の徴収に関しては、本年
３月に閣議決定された「規制改
革・民間開放推進３カ年計画」の
中で、「地方税徴収の民間開放推
進」が盛り込まれた。一方、既に
総務省通知により、公権力の行使
を包括的に民間事業者に委託する
ことはできないとされ、公権力の
行使に関連する補助的な業務の民
間委託を禁じてはいないとし、制
限列挙的に民間委託できる業務を
例示している。
　しかし、歳入確保は国、地方い
ずれにおいても大きな課題であ
り、有効な民間活用が図られるよ
う、委託できる業務の範囲を見直
し、業務の軽重により民間委託で
きる場合の基準を再度明確にし、
必要な規定の改定をされたい。
　また、個人情報保護の観点から
民間委託する場合における守秘義
務の適用範囲、罰則などについて
民間事業も含む内容となるよう規
定を整備されたい。

　国は、本年３月に平成１７年度からの
５年間に及ぶ集中改革プランの策定を各
自治体に促し、地方税の徴収率向上への
積極的な取り組みとその進捗状況の住民
へのわかりやすい公表を求めている。
既に足立区では、自動電話催告システム
の導入や、専門非常勤による徴収嘱託員
制度など、他の自治体に先駆けて積極的
な策を展開してきた。
　しかし、今後税制改正による課税客体
の広がりもあり、さらなる工夫による歳
入の確保に迫られている。民間委託でき
る領域が広がることにより、民間事業者
のノウハウを活用しながら徴収率の向上
が期待できる。

　地方税の滞納処分については、国税徴収法に
準じて処理されている。ここで定められる滞納
処分の範囲は、差し押え、公売、分納誓約、延
滞金免除、執行停止、不能欠損等（順不同）が
あげられるが、これらの相談機能を包含する業
務委託を民間事業者に開放することによって、
徴収能力の向上、徴収業務の効率化を図ること
ができる。
　
(徴収率を向上し歳入を確実に確保するものと
して口座振替制度がある。しかし、近年その数
は伸び悩んでいる。税のみにかかわらず、国民
健康保険料、介護保険料、保育料、学童保育室
保護者負担金等において口座振替制度が実施さ
れているが、同様にその数は近年伸び悩んでい
る。そこで、これらを拡大するために軽易な賞
品を特典として与えるなどによる「口座振替
キャンペーン」などを考えたいが、国の解釈で
は、地方財政法第２条の規定により口座振替制
度加入者などに特典として賞品を供与すること
には、積極的な理由がないとされており、工夫
を図れない状況もある。）

　地方税法第1条で徴税吏員は都道府県吏
員、市町村吏員とされ公務員に限定されて
いる。また、地方税法により滞納処分（差
し押え、公売、分納誓約、延滞金免除、執
行停止、不能欠損）に係る各条の規定があ
り、執行できるのは徴税吏員とされてい
る。なお、地方税法２２条においては、対
象者となる者の範囲、対象となる事務の内
容などを示し、秘密漏洩に関する罪が規定
されている。

総務省

5110 5110B003 足立区 3
区民事務所窓口に
関する委託範囲の
拡大

　足立区においては、１７の地区
に住民基本台帳・印鑑登録・戸
籍・外国人登録・税・国民健康保
険・介護保険・国民年金・・・等
に関する事務（台帳作成・各種証
明発行・各種資格得喪届・・・
等）を取り扱う機能を有する区民
事務所（その他の別機能も有して
いる）という機関がある。
　これらの事務処理を民間事業者
が行なうことを可能とする各種関
連法規（地方自治法、住民基本台
帳、戸籍法、地方税法、国民健康
保険法等）の規定を改定された
い。

　現行法の関連で、公務員のみが事業主
体であるがため、窓口時間を延長する場
合は、常勤職員のローティション勤務、
非常勤職員の採用などにより対応せざる
得ず、夜間・休日等の開庁への弾力的な
対応ができない状況である。これらの業
務への民間委託を進めることにより、住
民サービスの機会の拡大が期待できる。
　また、複数年契約による委託が可能と
なれば、職員が担う場合に生じる、４、
５月という１年の中でも一番の繁忙期に
おける人事異動による一時的な戦力ダウ
ンを回避することが可能となる。

　区内に点在する１７箇所の区民事務所の窓口
業務を包括的（１７箇所をまとめて事業委託）
に民間に委託することにより、民間活力を生か
す幅が広がり創意工夫による窓口接客の向上、
業務クオリティの向上が期待できる。

戸籍法　　　　　　　　　地方自治法
住民基本台帳法　　　　　　地方税法
国民健康保険法　　　　　介護保険法
国民年金法等における関連規定で委託の範
囲を拡大する規定整備を図られたい。

各所管省庁
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5110 5110B004 足立区 4
多機能型コールセ
ンターの設置

　コールセンターを単なる問合せ
機能の充実、住民ニーズの把握だ
けにとどめず、税・保険料等の納
付催告、各種相談機能を付加する
など多目的な活用が図られるよ
う、関連法規（個人情報保護法、
各業務関連）の規定を整備された
い。

　複数の組織の共通業務である、住民か
らの個別な各種の問合せ及び各種の催
告・相談をＩＴの活用により、コールセ
ンターに集約・組織化し、業務改革を進
める。これにより質の良いサービスの提
供を図ることができる。

　総務事務のアウトソーシングによる内部業務
プロセスの改革を進めるとともに、その一貫と
して、コールセンターの有効活用の視点に立
ち、業務によっては、個人情報に関する業務に
ついても取扱うことにより、コールセンター業
務の幅が広がり、民間活力を生かす機会の拡大
と創意工夫を図ることができる。

業務内容による各個別法（地方税法、国民
健康保険法・・・等）の規制

各所管省庁

5110 5110B005 足立区 5
市場化テストによる
委託事業者への指
揮命令権の付与

　通常、民間事業者に業務委託を
委託契約に基づき委託すると、行
政機関側は委託業務従事者に対し
ての直接的な指揮命令権が生じな
い。一方、労働者派遣契約におい
ては、あらかじめ定める現場責任
者の指揮命令を受ける。
　市場化テストにより官の業務で
あった事務の処理を委託する場合
は、委託業務従事者が業務遂行す
る過程において、行政機関の指揮
監督下に置き、必要に応じて指導
できるよう、国が予定している法
制化の際に規定されたい。

　窓口業務という直接的な住民対応を行
なうフロントオフィス機能のサービスを
民間企業が実施する場合において、職員
との連携した対応は不可欠なため、場面
に応じた指導などが起こり得る。業務委
託関係か労働者派遣関係かにとらわれる
ことなく必要に応じた指導が可能となる
ことにより、円滑な事務処理、サービス
提供が可能となる。
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5110 5110B006 足立区 6

市場化テストによる
委託事業者への複
数年契約期間の付
与

　通常の業務委託契約では、単年
度契約となってしまう。毎年度受
託事業者が変更となると、業務知
識・経験の蓄積が生かされず、不
効率である。
　市場化テストにおいては受託事
業者との複数年契約が可能となる
よう規定されたい。

　知識・経験は複数年その業務を賄うこ
とにより得られ、1年という単年度では委
託した効果が出にくい。民間事業側の知
識・経験の蓄積を促すとともに民間事業
者間の競争を促進することにより、民間
事業者による効率的なサービス提供が期
待でき、結果として住民サービスの向上
に寄与すると考える。

5113 5113B001 個人 1

サイバーパトロー
ルモニター業務の
官民競争入札の実
施

現在、警察庁及び都道府県警にお
いて実施している「サイバーパト
ロールモニター」を民間に開放す
べく、官民競争入札とする。

警察庁及び都道府県警においては、違
法・有害コンテンツ対策として「サイ
バーパトロールモニター」を実施してい
るが、その内容はインターネット上に存
在するコンテンツを監視する業務であ
る。
当該業務を官民競争入札事業として、
フィルタリングソフト会社等、同様の業
務を商業ベースで実施しているところに
開放することで、現在の公務員が専業で
実施する形よりも低いコストで効率的に
遂行することが可能となるため。

現在、警察庁及び都道府県警の職員が実施して
いる「サイバーパトロールモニター」に係る業
務を、官民競争入札事業として民間開放するこ
とで、経費のコストダウン、効率化を図ること
ができる。

特になし
警察庁及び都道

府県警

・同様の業務を商業ベー
スで実施している民間企
業等に任せることで、規
模の経済を通じた効率化
等が図れる。
・本業務に係る人件費の
みならず、機器等の購入
経費・維持費、人材養成
のための研修費等の間接
経費も明らかにすべきで
ある。
・なお、顧客の信頼が極
めて重要なセキュリティ
業界においては、守秘義
務遵守の徹底は常識であ
り、外部への情報漏洩の
おそれはほとんどない(警
察庁による情報漏洩事件
の報道は別添参照のこ
と)。
・本業務を警察庁等が実
施していることを示す資
料は別添を参照のこと。
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5113 5113B002 個人 2

インターネット定点
観測とそれに基づく
分析業務の官民競
争入札の実施

現在、警察庁及び都道府県警にお
いて実施している「インターネッ
ト定点観測」とそれに基づく「イ
ンターネット治安情勢」発表に向
けた分析業務を民間に開放すべ
く、官民競争入札とする。

警察庁及び都道府県警においては、全国
の警察施設に設置された不正侵入検知シ
ステム及びファイアーウォールで検出し
たアクセス件数を集計する「インター
ネット定点観測」、当該定点観測のデー
タ分析結果を活用した、「インターネッ
ト治安情勢」の作成・発表を行っている
が、その内容は、設置しているシステム
から集められたデータを集計・分析等す
る業務である。
当該業務を官民競争入札事業として、セ
キュリティ対策会社等、同様の業務を商
業ベースで実施しているところに開放す
ることで、現在の公務員が専業で実施す
る形よりも低いコストで効率的に遂行す
ることが可能となるため。

現在、警察庁及び都道府県警の職員が実施して
いる「インターネット定点観測」とそれに基づ
く「インターネット治安情勢」発表に向けた分
析業務に係る業務を、官民競争入札事業として
民間開放することで、経費のコストダウン、効
率化を図ることができる。

特になし
警察庁及び都道

府県警

・同様の業務を商業ベー
スで実施している民間企
業等に任せることで、規
模の経済を通じた効率化
等が図れる。
・本業務に係る人件費の
みならず、機器等の購入
経費・維持費、人材養成
のための研修費等の間接
経費も明らかにすべきで
ある。
・なお、顧客の信頼が極
めて重要なセキュリティ
業界においては、守秘義
務遵守の徹底は常識であ
り、外部への情報漏洩の
おそれはほとんどない(警
察庁による情報漏洩事件
の報道は別添参照のこ
と)。
・本業務を警察庁等が実
施していることを示す資
料は別添を参照のこと。

5113 5113B003 個人 3
脆弱性の評価業務
の官民入札の実施

現在、警察庁及び都道府県警にお
いて実施している「脆弱性の評
価」を民間に開放すべく、官民入
札とする。

警察庁及び都道府県警においては、重要
インフラからの要請に基づき、オンサイ
トテスト、リモートテストといった「脆
弱性の評価」を実施しているが、その内
容は情報システムのチェックである。
当該業務を官民入札事業として、セキュ
リティ対策会社等、同様の業務を商業
ベースで実施しているところに開放する
ことで、現在の公務員が専業で実施する
形よりも低いコストで効率的に遂行する
ことが可能となるため。

現在、警察庁及び都道府県警の職員が実施して
いる「脆弱性の評価」に係る業務を、官民入札
事業として民間開放することで、経費のコスト
ダウン、効率化を図ることができる。

特になし
警察庁及び都道

府県警

・同様の業務を商業ベー
スで実施している民間企
業等に任せることで、規
模の経済を通じた効率化
等が図れる。
・また、(大企業の中には
自ら情報システムの
チェックを実施している
ものもあると思われる中)
重要インフラからの要望
が頻繁にあるとは考えら
れず、必要な時だけ委託
先の民間企業等に実施さ
せることが予算の節約に
なることは明らかである
し、少なくとも現在の状
況は激しい競争状況にあ
るセキュリティ対策会社
等の民業圧迫でもある。
・本業務に係る人件費の
みならず、機器等の購入
経費・維持費、人材養成
のための研修費等の間接
経費も明らかにすべきで
ある。
・なお、顧客の信頼が極
めて重要なセキュリティ
業界においては、守秘義
務遵守の徹底は常識であ
り、外部への情報漏洩の
おそれはほとんどない(警
察庁による情報漏洩事件
の報道は別添参照のこ
と)。
・本業務を警察庁等が実
施していることを示す資
料は別添を参照のこと

106/123



「特区、規制改革・民間開放集中受付月間」における市場化テストを含む民間開放要望事項一覧

要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5118 5118B001 民間企業 1
航空交通管制
業務・事業

航空法により、国土交通省・航空
局が
主管としている航空交通管制業務
事業

現行、提供されているサービスを民間企
業が実施することで、下記メリットが得
られると考えられる。

1.必要経費(ｺｽﾄ)の削減
組合員に属さない管制官を使用すること
で、コスト削減が期待できる。
・米国FAAの管制官平均給与
     =>約US$112,000/年
・米国民間企業の管制官平均給与
     =>約US$ 82,000/年

2.安全・サービスの向上
a)国家予算に関係無く、設備投資が
　可能となる。
b)既に海外で管制業務を実施してい
　る民間業者との連携により、蓄積
　ノウハウを有効活用できる。

1.各空港の管制塔内でのタワー管制業務

2.FSS(Flight Service Station)での
　管制業務

航空法及び
航空法施行規則

国土交通省

1.現状管制業務に当てら
れている国家予算の
　内容と具体的数字が明
らかになること。

2.現在の航空管制運営に
かかわる全ての諸経費と
それに従事する職員数、
また雇用形態に関わる情
報が開示されること。

3.現状各航空会社からの
収入（overflight Feeや
Enroute Fee等）の情報が
開示されること。

5118 5118B002 民間企業 2

防衛庁が所有する
民間機ベース機体
の整備及び部品供
給事業

防衛庁が所有する民間機ベース機
体の整備及び部品供給事業

現在防衛庁が所有する民間機ベースの機
体(ガルフストリーム社、ボーイング社
等）の整備・及び部材供給事業を民間に
いたくすることにより、下記メリットが
得られると考えられる。

1.効率性
他の国内/国外の同機種の機体と合わせて
整備及び部品の供給を行うことによりス
ケールメリットを活かしたコスト削減が
得られる。

2.在庫管理
在庫管理機能を民間に委託することによ
り、直接・間接の両社でコスト削減が得
られる。

1.民間機ベース機体の重整備及び日常
　整備業務

2.部品在庫及び供給業務

防衛庁

1.現状整備及び部品調達/
在庫業務に当てられ
　ている国家予算の内容
と具体的数字が明らか
　になること。

2.現在の整備及び部品調
達/在庫業務に関わる
　全ての諸経費とそれに
従事する職員数、また
　雇用形態に関わる情報
が開示されること。
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5118 5118B003 民間企業 3
機体
リース業務

防衛庁が今後購入する機体リース
業務
及び既存所有機体のリース業務

現在、及び今後防衛庁が所有する機体
について、民間企業にリース業務を委託
することにより、下記メリットが得られ
ると考えられる。

1.費用が平準化されることにより、予
　算計画がより把握しやすくなる。

2.単年度での突出した支出が減り、他
　の案件へ予算を有効に活用できる。

1.新規機体のリース業務

2.既存機体の購入及びリースバック業務
防衛庁

1.現状の機体購入に当て
られている国家予算の
　内容と具体的数字が明
らかになること。

5119 5119B001 民間企業 1
公金収納（使用料・
手数料・税金等）の
収納代行業務

当社会員1,310万名（2005年5月20
日現在）のクレジットカードを活
用した収納。

現行、公金収納のチャネルは金融機関・
郵便局・税務署の窓口支払いや口座振替
での支払いとなっています。今後、マル
チペイメントネットワークを利用したイ
ンターネットバンキング、モバイル決済
などのチャネルを活用した支払いが拡大
すると思われます。
また、前項並びにコンビニでの公金収納
代行（地方税・自動車税）が拡大する中
でクレジットカードでの収納のご要望が
高まりつつあります。収納率の向上と事
務コストの軽減が可能と思われます。

収納代行が実現した場合、次の効果があると考
えます。クレジットカードの口座より引き落と
しを行い、引き落としが出来ない場合、当社小
会社のサービサーにて回収代行させていただく
ことにより収納率の向上が図れます。

●国税の電子納税を実現するためには、マ
ルチペイメントネットワークとの接続が望
ましい。　　　　　　　　　　　　　　●
特許、実用新案商標、意匠等の申請手数料
は現行の印紙予納制度の代わりに現金を予
納する保管金システムの構築が必要。
●地方公共料金の第三者納付に関する法令
が無いため、地方自治体によって第三者納
付の見解が異なっております。

国税庁
厚生労働省
経済産業省
総務省

農林水産省
文部科学省
国土交通省
財務省
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5119 5119B002 民間企業 2
国立大学・高等専
門学校等の授業料
の収納代行業務

当社会員1,310万名（2005年5月20
日現在）のクレジットカードによ
る収納。

学生及び学生の両親等の支払方法の多様
化による利便性向上を図るため、クレ
ジットカードによる収納を行う。それに
より収納率の向上と職員の負荷軽減を図
ります。

クレジット収納が実現した場合、次の効果があ
ると考えます。
①収納率・延納率が改善され、滞納者へ督促す
る事務コストが軽減されます。
②収納金額が高額な為、支払方法（分割・ボー
ナス払等）を選択出来れば収納者の利便性向上
につながります。
※適正なクレジット料率の設定と上限金額の検
討が課題です。

各国立大学の「財務及び会計に関する事項
についての基準」（会計規程）で「クレ
ジットカード決済も行う」といった追加が
必要である。

文部科学省

5119 5119B003 民間企業 3
罰金・科料の収納
代行業務

当社会員1,310万名（2005年5月20
日現在）のクレジットカードによ
る収納。

現在、罰金・科料は後日郵便振込にて収
納の為、お客様からクレジット支払のご
要望がございます。その場で収納可能な
カードによる収納率の向上と利便性向上
並びに職員の付加軽減を図ります。

クレジット収納が実現した場合、次の効果があ
ると考えます。
①収納率が向上し、滞納者へ督促する事務コス
トが軽減されます。
②収納者の利便性が向上します。
③将来的に収納の入金チャネル（ATM・コンビ
ニ・スーパー）を拡大する上で、カード支払い
のニーズも更に高まるものと思われます。
※適正なクレジット料率の設定が課題です。

道路交通法施工令52条（反則金の納付及び
仮納付）2項の「法第128条第1項の規定に
よる反則金の納付は、前項の納付書によ
り、日本銀行（国の歳入金の受入れを取り
扱う代理店を含む。）に対して行わなけれ
ばならない。」に対し規制緩和が必要であ
る。

国土交通省
財務省
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5119 5119B004 民間企業 4
「過疎地域郵政事
業」

現在、郵政公社が行っている事業
で、採算性が低い過疎地の4機能
（窓口サービス、郵便、郵便貯
金、簡易保険）の内、簡易保険に
関するクレジットカードによる収
納ならびに代理店事業。

現在、民間の損保会社全社及び外資系生
保を主体にクレジットカードによる収納
代行が拡大し、ポイント特典などのサー
ビスもあり、お客様の支持を得ておりま
す。郵政公社の簡易保険についてもクレ
ジット払いのご要望があり、加入者の利
便性向上並びに収納の事務コスト、職員
の負荷軽減につながるものと思われま
す。

クレジット収納が実現した場合、次の効果があ
ると考えます。
①収納率が向上し、滞納者へ督促する事務コス
トが軽減されます。
②加入者の利便性が向上します。
③カード会社が提供するポイント特典などの
サービスを加入者が享受できます。
代理店制度が実現した場合、クレジットカード
会員へ定期的に簡保のご案内が行え、地域での
営業力が更に高まり、サービスが向上します。

郵政公社

5123 5123B001
日本ニュービジネス
協議会連合会

1
自衛隊が運営する
隊員食堂の外部委
託

全国各地の自衛隊基地内の隊員食
堂で行われている給食業務の民間
事業者への包括委託

現在約23万9千人の自衛官が、全国各地の基地内施設で朝、
昼、晩の給食を受けているが、その訓練任務の特殊性から隊
員食堂の運営は、業務隊と呼ばれる自衛官によって行われて
いる。一食当たりの給食予算は決まっているものの、食堂施
設建設費はもちろん、人件費、光熱費など所要経費はすべて
国費で賄われている（国有地のため地代は無料）。情報開示
がないためコスト比較は困難だが、民間に比べ隊員食堂の総
コストは極めて高い水準になっていると見られる。国防組織
は自己完結が建前とはいえ、すべての隊員食堂を自衛隊自ら
が運営する必要はなく、外部委託が適当なケースが少なくな
い。民間ノウハウを導入することで効率化とサービス向上が
図られるだけでなく、人員・経費の削減効果によって、貴重
な国防予算をより喫緊の防衛課題に振り向けることが可能と
なる。

本部から全国各地の基地に到るまでの給食業務の民
間事業者への外部委託

基地内で民間人が給食業務に従事する場
合、防衛機密保持のため厳しい資格要件と
様様な規制が課されることが予想される。

防衛庁・自衛隊
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5126 5126B001 民間企業 1
固定資産家屋評価
業務の補佐業務の
民間委託

地方税法第405条に規定する固定資
産評価補助員の行う固定資産家屋
（新・増築）評価業務の補佐業務
として、家屋の調査及び評点付設
業務を民間に委託できるよう通達
を出してもらいたい。

地方税法上、固定資産の価格の決定は市
町村長が行う（法第403条第１項）。固定
資産の評価は、固定資産評価員又は市町
村長が行う（法第404条第１項・第４項）
こととなっているが、実際には、固定資
産評価員の職務を補助する固定資産評価
補助員が行っている（法第405条）（添付
資料１）。この固定資産評価補助員が行
う固定資産家屋評価業務を補佐する業務
として、家屋評価に関する知識及び経験
を有する不動産鑑定士等の有資格者が行
うことにより、評価の精度の向上が期待
でき、市場化テストによる評価業務のコ
スト削減が図れる。更に、課税の目的で
課税者自らが評価するより第三者評価が
信頼性が保てる。なお、固定資産土地評
価（標準地評価・路線価評価・画地評価
等）は、既に民間委託されている。

固定資産評価補助員が行う家屋の評価業務を補
佐する業務として、家屋の調査及び評点付設の
業務を、家屋評価に関する知識及び経験を有す
る不動産鑑定士等の有資格者が行う。その効果
として、評価の精度のさらなる向上が期待で
き、家屋の調査に要する固定資産評価補助員
（市町村の職員）が通常２名から１名に削減で
き、家屋の評点付設に要する固定資産評価補助
員も大幅に削減できる。

地方税法第405条の条文では市町村の職員
に限定されてないが、同法403条第２項の
規定（添付資料１）及び同法第405条につ
いての固定資産税逐条解説（添付資料２）
により、多くの市町村が家屋の調査及び評
点付設業務についても、市町村の職員に限
定されているものと誤解され民間委託を阻
害している。

総務省 自治税
務局

添付資料１：地方税法第
403条～405条の条文抜
粋。添付資料２：地方税
法第405条の「固定資産税
逐条解説」抜粋。関連要
望として、都道府県が課
税する不動産取得税の家
屋評価についても、民間
委託ができるよう通達を
出してもらいたい。

5129 5129B001 民間企業 1

社会保険（国民年
金・厚生年金・政管
健保）の徴収業務
の民間委託

債権管理回収業に関する特別措置
法（サービサー法）の特定金銭債
権の扱い

督促、回収業務を業とするサービサーに
委託することによる,費用対効果改善

①サービサー法、特定金銭債権の取扱
②個人信用情報の開示とその取扱

社会保険庁

社会保険料、未納延滞管
理コストとその成果の開
示
①未納延滞管理コストと
その成果率　　　　②未
納延滞の現行管理システ
ムと延滞管理要員及びそ
の管理体制
【その他要望】
①効果的かつ低コストに
よる未納金回収のための
属性情報及び、未納情報
の開示レベルとその内容
②未納情報の開示範囲
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5129 5129B002 民間企業 2
各県の中小企業再
生支援協議会の活
性化と有効活用

①サービサーの再生機能・ノウハ
ウと第三調整者としての立場を活
用できる積極的窓口体制。
②債務圧縮、遊休動資産の処分等
B/Sの再生には、サービサーの活用
が有効かつスピーディ。

①同協議会の専従メンバーは、地域銀行
のOB・派遣が主となっており、その相談
に限界を感じる。（債務者（企業）と債
権者（銀行等）の関係・利害を中立調整
できるか。）　②ワンストップ・サービ
スの実現・・・中小企業支援センター、
商工会議所、商工会連合会等の再生窓口
の整理　　　　　　　　　　　　　③相
談の持込先は、金融機関が多い

支援協議会には、なんら権限もなく、複数
金融機関（温度差調整）との企業再生ス
キームの調整が難しい。（地域特性のシガ
ラミ問題の解決）

経済産業省・中
小企業庁

全国の同協議会の活動内
容状況の開示（H17/3まで
の相談件数は6061社、そ
のうち再生計画の策定完
了が456社・・・経済産業
省）
①相談件数とその内容、
及び実績。支援協議会の
運営費用、とそのコスト
負担者　　　　　　　②
再生企業のモニタリング
情報
【その他要望】
事業者向け、サービサー
を活用した企業再生ス
キームのPR（サービサー
は不良債権回収だけでは
ありません）

5130 5130B001 民間企業 1
市場化テスト法の
早期制定

「市場化テスト法」の制定による
民間開放の推進

厳しい経済状況が続くわが国において
は、民間部門での新たなビジネスチャン
スの創造と行政経営の健全化が強く求め
られています。この２点を両立させる切
り札として「市場」と「競争」を通じて
「公共サービスの民間開放」を進めてい
く「市場化テスト」の導入に大きな期待
が寄せられているところです。そこで、
市場化テスト法を早期に法制化し、早期
に本格実施に移られることを要望いたし
ます。

‐ ‐ 内閣府

添付資料：
「市場化テストの推進に
かかる要望書」
１市場化テスト法の早期
制定
２市場化テスト法の制定
にあたってご留意いただ
きたい事項
３その他市場化テストの
対象とすべき具体的事業
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5130 5130B002 民間企業 2

市場化テストの実
施にあたっては、そ
の対象に特殊法人
も含めること

市場化テスト事業の対象に特殊法
人の事業も含めること

市場化テストの実をあげるためには、純
粋な「官」の事業のみにとどまらず、行
政の強い支配・影響下にある公益法人等
の事業もその対象としていくことが不可
欠です。かかる公益法人等も市場化テス
トの対象とすることにより、官主導で密
室的に進められていると批判されがちな
現在の特殊法人改革や公益法人改革を、
より透明で国民に分かりやすい形で実施
していくことができるものと期待されま
す。

‐ ‐ 内閣府

添付資料：
「市場化テストの推進に
かかる要望書」
１市場化テスト法の早期
制定
２市場化テスト法の制定
にあたってご留意いただ
きたい事項
３その他市場化テストの
対象とすべき具体的事業

5130 5130B003 民間企業 3

市場化テストの実
施にあたっては提
案内容に重きをお
いた評価方法を採
用し、低価格入札
を排除すること

市場化テストの実施にあたって
は、総合評価方式の加算方式を採
用するなど、提案内容に重きを置
いた評価方法を採用すべきである

現行の入札制度では価格が決定的な要素
となるため、これまで対象事業の委託を
受けてきた公益法人等が極端な低価格で
落札することが可能となっています。こ
れは民間事業者の参入意欲を著しく減退
させ、市場化テスト事業そのものの効果
を失わせる事態を招くものです。市場化
テスト本来の目的を達するため、提案の
内容に基づいて最も適切な主体が選定さ
れる評価方法を採用することが不可欠で
す。

‐ ‐ 内閣府

添付資料：
「市場化テストの推進に
かかる要望書」
１市場化テスト法の早期
制定
２市場化テスト法の制定
にあたってご留意いただ
きたい事項
３その他市場化テストの
対象とすべき具体的事業
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要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5130 5130B004 民間企業 4

市場化テストの実
施にあたり、低入札
価格調査の透明性
の確保と事後チェッ
クの徹底を図ること

市場化テスト事業の基準価格を下
回る入札に対する調査の過程・内
容・結果等の公表を義務づけ、他
の入札参加者による異議申し立て
を認める等の方法により選定プロ
セスの透明性を確保するととも
に、当該事業につき適切な履行が
なされているか事後チェックを徹
底すべきである

現行の低入札価格調査は、調査の内容・
結果等の公表が一切行われず、客観性・
透明性の点で大きな問題があります。低
入札価格調査にあたっては入札主体に入
札金額の積算資料を提出させ、積算に根
拠がない場合や、そもそも資料が提出で
きない場合には失格とすべきです。ま
た、本積算資料と判定結果については、
少なくとも入札参加者に公表を義務づ
け、異議申し立ての機会も保障すべきで
す。さらに、履行が可能と判断され契約
がなされた場合も、履行の状況について
継続的・定期的な事後チェックを行い適
正な履行を担保すべきであります。

‐ ‐ 内閣府

添付資料：
「市場化テストの推進に
かかる要望書」
１市場化テスト法の早期
制定
２市場化テスト法の制定
にあたってご留意いただ
きたい事項
３その他市場化テストの
対象とすべき具体的事業

5130 5130B005 民間企業 5

市場化テスト事業
の入札にあたって
は、予定価格を事
前に公表すること

会計法令上の特例措置を設けるこ
とにより、市場化テスト事業の入
札に際し、あらかじめ予定価格を
公表する

会計法令上、公共調達においては、予定
価格の制限の範囲内で入札した者でなけ
れば契約の相手方とはできず、且つその
予定価格は「封書」として秘密扱いにす
ることとされています。しかし、入札参
加者の側からすれば、上限価格を想定せ
ずにサービス内容を決定することは不可
能であり、予定価格の秘匿は、参加者の
心理的負担を高めるだけでなく、予定価
格を探ろうとする不正行為を誘発するな
ど、入札の透明性を大きく阻害するもの
です。すでに地方公共団体では予定価格
の事前公表が広がりつつあることから、
市場化テストにおいても、会計法令上の
特例措置を設け、予定価格を事前に公表
できるようにしていただきたい。

‐ ‐ 内閣府

添付資料：
「市場化テストの推進に
かかる要望書」
１市場化テスト法の早期
制定
２市場化テスト法の制定
にあたってご留意いただ
きたい事項
３その他市場化テストの
対象とすべき具体的事業
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要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5130 5130B006 民間企業 6
市場化テスト実施
に係る情報公開を
徹底すること

市場化テストの対象となる事業に
つき、民間からの情報公開請求を
受け付ける窓口を設け、正確なコ
スト開示を行っていくべきである

今般のモデル事業実施にあたり、所轄官
庁から示されたフルコストやパフォーマ
ンスにかかる資料は、いずれも所轄官庁
が独自で積算・作成したものであり、客
観性や正確性に欠けるものでした。これ
らのデータが、その後のモデル事業の評
価にあたって重要な指標となっていくこ
とからしても、より正確かつ詳細なコス
ト開示が求められるところです。そこ
で、市場化テストの対象となる事業につ
いては、第三者機関が情報開示請求の窓
口となり、担当部署に回答を指示・命令
できるような仕組みの構築が必要と考え
ます。

‐ ‐ 内閣府

添付資料：
「市場化テストの推進に
かかる要望書」
１市場化テスト法の早期
制定
２市場化テスト法の制定
にあたってご留意いただ
きたい事項
３その他市場化テストの
対象とすべき具体的事業

5130 5130B007 民間企業 7

市場化テスト法の
対象事業を広く地
方公共団体まで含
めること

市場化テスト法の対象に地方公共
団体も含めることで、地方公共団
体の市場化テスト事業の推進に妨
げとなる規制の緩和を図るべきで
ある

地方公共団体は住民との直接的な接点が
多く、民間開放にふさわしい公共サービ
スが多数存在しているにも関わらず、法
令の規制等により、市場化テスト事業を
推進する環境が必ずしも整っておりませ
ん。そこで、市場化テスト法の制定にあ
たっては、地方公共団体の市場化テスト
事業推進の妨げとなる規制につき、特例
的に緩和が認められるよう、構造改革特
区法に類似した枠組みを盛り込むことが
望ましいと考えます。

‐ ‐ 内閣府

添付資料：
「市場化テストの推進に
かかる要望書」
１市場化テスト法の早期
制定
２市場化テスト法の制定
にあたってご留意いただ
きたい事項
３その他市場化テストの
対象とすべき具体的事業
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要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5130 5130B008 民間企業 8
育児・介護退職者
の再就職支援事業

現在、財団法人２１世紀職業財団
が受託、実施している「再就職希
望者支援事業」を市場化テストの
対象とする

育児介護休業法第３９条第１項により再
就職援助は国の行う業務と定められてお
り、同法の指定する指定法人である当該
財団が現在は本業務を受託している。
当該財団によると最近の講座例として
「再就職へのプラン作り」「ＩＴ講習」
「介護研修」などが挙げられているが、
これらはいずれも既に民間で実施されて
おり、当該財団のみへの補助金制度は民
業を圧迫している。
このような事業に年間３億円以上の税金
を投入している現状は効率的であるとは
言えず、市場化テストの対象とすること
で飛躍的な効率化を図ることができると
考える。
また、同種のサービスは民間への委託が
既に進んでいるところであり、本事業の
場合においてもサービス提供主体を公益
法人に限定せず、市場化テストの対象と
することが望ましい。

民間のノウハウを取り入れた女性向け再就職支
援事業の効率化と内容の充実

育児介護休業法第３６条により、当該事業
を実施可能な団体は民法３４条法人に限ら
れる。

厚生労働省

5130 5130B009 民間企業 9
「女性と仕事の未
来館」運営事業

現在、財団法人女性労働協会が委
託を受けている「女性と仕事の未
来館」運営業務を、広く民間に開
放する

本施設は女性を対象にした総合的な職業
相談、就業・起業支援業務及び調査・研
究活動を行っている。こうした業務に関
する経験とノウハウについては民間企業
に十分な蓄積があり、また、これらの分
野は女性向けに限らず既に民間委託に
よって成功を収めているものでもあるた
め、市場化テストの導入により、運営の
効率化とサービスの向上の実現が可能で
あると考えられる。この点、厚生労働省
は、安定した管理運営及び専門性の高い
スタッフ確保の必要性から競争入札の形
式になじまず、随意契約での委託を採用
したとしている。しかし、本施設の運営
にあたり当該法人によらなければ提供し
えない高度に専門的なスキルやノウハウ
が存在するとは想定し難く、安定した管
理運営については一定の契約期間を設け
ることなどでも担保できることから、こ
れらの理由によって競争入札になじまな
いとすることは適当でない。

民間の運営ノウハウによる、女性を対象にした
総合的職業サービスの充実

‐ 厚生労働省
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要望管
理番号

要望事項管
理番号

要望
事項
補助
番号

要望主体名
事項
番号

要望事項
（事業名）

具体的
要望内容

要望理由
具体的事業の
実施内容

民間開放を阻害している現行の法規制の内
容

制度の
所管官庁

その他・要望

5130 5130B010 民間企業 10
中小企業大学校に
おける人材育成支
援事業

現在、独立行政法人中小企業基盤
整理機構が実施している「中小企
業大学校における人材育成支援事
業」を市場化テストの対象とする

都道府県では行うことが困難な人材育成
に関する業務は、独立行政法人中小企業
基盤整備機構法第１５条の規定に基づ
き、当該法人が行うこととされている。
しかし、当該法人が所管する中小企業大
学校において現在実施されている研修
は、女性リーダーの養成や、営業スキル
の養成に始まり、財務力強化、中小企業
診断士試験対策などといったものであ
り、民間企業においても十分実施可能な
ものであり、類似サービスを提供する民
業を圧迫している。
平成１３年の特殊法人改革においても当
該法人は廃止を含めて見直すとの結論が
得られており、市場化テストの対象とす
ることに問題は無いと考える。

民間教育機関のノウハウを活かした人材育成事
業

‐ 経済産業省

5130 5130B011 民間企業 11
特許庁出願適正化
等指導事業

現在、社団法人発明協会が受託、
実施している「特許庁の出願適正
化等指導事業」を市場化テストの
対象とする

本事業は、中小企業等向けに特許普及講
座や相談会を実施するものである。現在
当該事業は「高度かつ専門的な知見等を
必要とする」という理由から、発明協会
へ随意契約によって委託されている。
しかし、当該事業において弁理士の活用
が検討段階にある以上、本事業を随意契
約とする合理的理由に欠ける。
本事業を発明協会の独占とすることは、
同種の相談、指導等を業としている民間
の弁理士や弁理士法人の事業を圧迫する
ものである。よって本事業を随意契約の
対象から除外し、市場化テストの対象と
することが望ましい。

弁理士や弁理士法人を活用した出願適正化等指
導事業の実現

‐ 経済産業省
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5130 5130B012 民間企業 12
介護労働者能力開
発事業

現在、財団法人介護労働安定セン
ターに委託されている「介護労働
者能力開発事業」を市場化テスト
の対象とする

本事業は、指定された対象者に無料で
ホームヘルパー（2級）育成講習を行うと
いうものであり、現在「介護労働者の雇
用管理の改善等に関する法律」に基づく
指定法人である当該法人に委託されてい
る。しかし、民間事業者の実施する同等
のホームヘルパー講座の価格と比して1人
あたり1.5倍の費用がかかっており、非効
率性が著しい。こうした事業は既に多く
民間で実施されており、費用の面からも
効率化が見込めることから、本事業に係
る指定法人制度を撤廃し、市場化テスト
事業の対象とすることが望ましい。

民間のノウハウを活かした業務の効率化と内容
の見直し

介護労働者の雇用管理の改善等に関する法
律第15条

厚生労働省

5130 5130B013 民間企業 13
高齢期雇用就業支
援コーナー運営事
業

現在、各都道府県の社団法人高年
齢者雇用開発協会に委託されてい
る高齢期雇用就業支援コーナーの
運営事業を民間に開放する

本コーナーは在職者を中心とした中高年
齢者に対し、その高齢期における職業生
活設計に必要な指導、援助の実施と、事
業主による再就職援助・退職準備援助の
促進を業務とする。こうした業務は民間
企業が豊富なノウハウを有し、公的施設
においても特に民間委託による成果があ
げられている分野である。また、本コー
ナーについては既に平成14年に総務省の
政策評価において業務見直し勧告が出さ
れているが、利用可能時間等、指摘され
た点についての改善は現在も殆どなされ
ておらず、退職後の職業生活のあり方が
懸案となっている今般、市場化テストの
対象として効率化とサービス向上を図る
ことが望ましい。現在行われている本
コーナーの運営委託は「高年齢者等の雇
用の安定等に関する法律」において当該
法人が指定法人（高年齢者等雇用安定セ
ンター）とされた経緯に基づくものであ
るが、この指定法人制度は既に廃止され
ており、今後も一律に随意契約とするこ
とが適当とはいえない。

民間のノウハウを取り入れた、高齢期雇用就業
支援サービスの向上

高年齢者等の雇用の安全等に関する法律の
附則により、法令改正後も指定法人として
の処遇が継続される

厚生労働省
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5130 5130B014 民間企業 14
勤労青少年国際交
流促進事業

現在、社団法人日本ワーキング・
ホリデー協会に委託されている、
ワーキング・ホリデー制度に関す
る情報提供と、職業紹介・求人開
拓などのサービスについて民間へ
の開放を図る

本事業は、ワーキング・ホリデー（以下
WH）制度に係る①各種情報の提供　②職
業紹介及び雇用情報の収集　③労働条件
等に関する実態調査の実施　④WH制度利
用者のフォローアップ調査の実施　をそ
の内容としているが、特に上記①②の事
業については既に多数の民間団体・企業
が同様のサービスを提供しており、その
ノウハウや情報提供力についても市場化
テストの対象とするにあたり問題はな
い。随意契約方式での委託としたことに
ついては「WH制度について正確かつ十分
な情報を提供することのできる法人との
間で契約を締結する必要があり、その性
質・目的が競争を許さない場合である」
という理由が示されているが、既に同様
のサービス提供主体が多数存在すること
から、競争を許さないものとすることに
合理性はない。むしろ市場化テストによ
り広く民間に開放することで、サービス
の向上が図られるものと考える。

ワーキングホリデー制度利用者に対する各種の
サービスの充実

‐ 厚生労働省

5130 5130B015 民間企業 15
労働条件自主的改
善対策推進事業

現在、社団法人全国労働基準関係
団体連合会が受託、実施してい
る、「労働条件自主的改善対策推
進事業」を市場化テストの対象と
する

本事業の内容はモデル就業規則の作成、
各種統計情報の提供、の２点である。
例えば社会保険労務士や社会保険労務士
法人のように専門知識を有するものであ
れば、これらのサービスを提供すること
は可能であり、他のサービスとの併用に
よって、より効率的な自主的改善対策を
講じることができるようになると考え
る。
現在本事業は「継続・計画的事業である
ため」との理由から随意契約とされてい
るが、客観的事実である統計情報につい
ては、適切な引継ぎを経ることで継続
性・計画性は担保され得ると考える。ま
た、モデル規則に関しては継続性・計画
性を要するとは考えられない。よって本
事業を随意契約として他業者の参入を阻
害する合理的理由は無い。
適正な競争が導入され、サービスの質の
向上が期待されるという点においても、
本事業は市場化テストの対象とすること
が望ましい。

専門士業者団体による複合的サービスの提供 ‐ 厚生労働省
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5130 5130B016 民間企業 16
新規企業事業場労
働条件整備サポー
ト事業

現在、社団法人全国労働基準関係
団体連合会が受託、実施してい
る、「新規企業事業場労働条件整
備サポート事業」を市場化テスト
の対象とする

本事業の内容は、「専門の担当者による
労働条件管理等に係る助言・指導の実
施」とされている。
これらのサービスは社会保険労務士や社
会保険労務士法人のように、専門知識を
有するものであれば提供可能であり、当
該法人が独占的に行うべきものではな
い。
現在、本事業は「継続・計画的事業であ
るため」との理由から随意契約とされて
いるが、本事業における助言や指導は、
適切な時期に利用できることが重要なの
であって、長期にわたり同一の者が提供
することを求める類のサービスではない
と考える。よって、随意契約とする根拠
に欠ける。
適正な競争が導入され、サービスの質の
向上が期待されるという点においても、
本事業は市場化テストの対象とすること
が望ましい。

専門士業者団体による複合的サービスの提供 ‐ 厚生労働省

5130 5130B017 民間企業 17
労働条件相談セン
ター事業

現在、社団法人全国労働基準関係
団体連合会が受託、実施してい
る、「労働条件相談センター事
業」を市場化テストの対象とする

本事業の内容は「労働条件相談センター
において、専門の担当者による相談・指
導を行う」こととされているが、労働条
件相談センターが当該法人でなければ運
営できない合理的理由が無い。
例えば社会保険労務士や社会保険労務士
法人のような、専門知識を有するもので
あればこれらのサービスを提供すること
は可能であり、他のサービスとの併用に
よって、より効率的な自主的改善対策を
講じることができるようになると考え
る。
本事業は「継続・計画的事業であるた
め」との理由から随意契約とされている
が、キャリア交流プラザの例を見ても明
らかなように、相談業務であるから継続
性が必要、というのは誤解であり、他事
業者の参入を阻害する理由にはなり得な
い。
適正な競争が導入され、サービスの質の
向上が期待されるという点においても、
本事業は市場化テストの対象とすること
が望ましい。

専門士業者団体による複合的サービスの提供 ‐ 厚生労働省
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5130 5130B018 民間企業 18
「私のしごと館」運
営事業

現在、独立行政法人雇用能力開発
機構が実施している「私のしごと
館」の運営を民間に開放し、効率
化と業務内容の見直しを図る

本施設は主として若年者が自主的に職業
生活を設計し、それに基づく訓練等を受
けられるよう支援・援助を行い、網羅的
かつ体系的な職業意識啓発を行うことを
めざして設置された体験型施設だが、支
援的な業務の比重は低く、また職業体験
についても現行の内容ではその場限りの
ものとなりやすく、継続した取り組みが
重要な若年者の職業意識啓発につき、網
羅的かつ体系的な運営に基づいて本来期
待される効果をあげているとはいえな
い。経費の面でも効率的な運営がなされ
ているとはいえず、市場化テスト事業と
することで、運営の効率化と業務内容の
見直しを図ることが望ましい。

民間のノウハウを活かした業務内容改善と充実
したキャリア教育の実施

‐ 厚生労働省

5130 5130B019 民間企業 19
労働保険と厚生年
金保険の一括適用
促進事業

労働保険と厚生年金保険の適用促
進事業を一元化し、市場化テスト
の対象とする

厚生年金保険と労働保険に関する事務
は、それぞれ社会保険事務所と労働局で
扱われてきたが、適用促進など滞納事業
所への対策に関する業務が一元化される
予定である。今般、厚生年金保険の適用
促進事業については市場化テストのモデ
ル事業となったが、労働保険料の適用促
進事業は、現在随意契約により社団法人
全国労働保険事務組合連合会に委託され
ている。そこで、先行的にこれらの適用
促進事業を一元的に市場化テスト事業の
対象とすることにより、事業の一元化に
よる効率的な業務モデルの構築を図るべ
きであると考える。厚生労働省の見解で
は、現行の委託は事業の継続性及び契約
の性質が競争を許さないためであるとさ
れているが、厚生年金保険の例があるこ
とからその性質が競争を許さないものと
はいえない。今後の望ましい効率化の推
進に資するためにも、一括して市場化テ
ストの対象とすべきである。

民間のノウハウを活かした業務の効率化と望ま
しい業務モデルの構築

労働保険の保険料の徴収等に関する法律第
３３条、労働保険事務組合に対する報奨金
に関する政令及び省令により、当該法人が
優遇される

厚生労働省
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5130 5130B020 民間企業 20

東京ヤングハロー
ワーク及び大阪
ユースハローワー
クの全業務を市場
化テストの対象事
業とすること

東京ヤングハローワーク及び大阪
ユースハローワークが実施してい
る全業務を市場化テストの対象と
することを提案いたします。

現行のヤングハローワーク（ユースハ
ローワーク）は、若年者にとって魅力と
なるサービスを充分提供しきれておら
ず、集客力も弱い。ジョブカフェの運営
などで民間の職業紹介事業者が経験とノ
ウハウを蓄積してきたいま、ヤングハ
ローワークやユースハローワークについ
ても、民間にその運営を委ねていくべき
である。

民間のノウハウを活かした業務の効率化と望ま
しい業務モデルの構築

①無料職業紹介事業の許可基準の緩和（運
用基準の変更）、②雇用保険法第15条の2
等・③職業安定法第5条の4・第51条・51条
の2・④職業安定法第8条の解釈上の疑義に
つき政府解釈の変更による解決、⑤職業者
安定法第32条の3第2項の撤廃、を求めま
す。

厚生労働省

5130 5130B021 民間企業 21

ポリテクセンターの
全業務を市場化テ
ストの対象事業と
すること

現在雇用・能力開発機構の運営し
ているポリテクセンター（職業能
力開発促進センター）の全業務を
市場化テストの対象とすることを
提案いたします。

現行の公共職業訓練施設は、①稼動率が
低く高コスト・非効率な運営を行ってい
る、②訓練内容が労働者や企業のニーズ
に充分対応できていない、③訓練と紹介
が一体化されておらず効率的なマッチン
グができていない、④訓練費用や失業保
険の訓練延長給付といった手厚い補助が
公共職業訓練にのみ偏重しているため、
民間教育訓練機関の事業を圧迫してい
る、といった問題を有しています。そこ
で、公共職業訓練施設の全業務を、ノウ
ハウを有する民間事業者に包括的に委託
することにより、訓練の効果的・効率的
実施とコスト削減を図っていくべきと考
えます。

民間のノウハウを活かした業務の効率化と望ま
しい業務モデルの構築

‐ 厚生労働省
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5131 5131B001 民間企業 1
弁護士費用のカー
ド決済

弁護士費用のカード決済（分割を含む）
／また延滞した顧客に対する督促・集金
業務。

紛争解決手段の利便性の向上 弁護士法
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